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地方自治法第２３３条第５項の規定に基づき、令和４年度の主要な施策の成果を報告します。

令和５年８月１７日

小金井市長 白 井 亨
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令和４年度小金井市一般会計決算概要

令和４年度の国の経済政策は、「経済財政運営と改革の基本方針２０２２」にて、

「当面は、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を具体化する令和３年度補

正予算及び令和４年度予算を着実に執行するとともに、令和４年度予備費等を活用し

た「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」を迅速かつ着実に実

行し、景気の下振れリスクに対応し、消費や投資を始め民需中心の景気回復を着実に

実現するべく、賃上げや価格転嫁など「成長と分配の好循環」に向けた動きを確かな

ものとしていく。」とし、社会課題の解決を経済成長のエンジンとする新しい資本主

義を実現するため、官民が連携し、計画的で大胆な重点投資を推進することで、供給

力強化と持続的な成長に向けた基盤を構築していくとしました。

令和４年度の本市の行財政運営は、新型コロナウイルス感染症、原油価格・物価

高騰等の影響により先行きを見通すことが困難な状況の中で、当初予算及び１５回の

補正予算において、いのち・くらし・地域を守り、市民サービスの基盤を守る取組を

継続し、新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策等を進めてきました。

さらには、第５次基本構想・前期基本計画に基づき、「ポストコロナ」を見据え

た持続可能な行財政運営及び市民サービスの維持・向上の実現に向けて、各種重要政

策についても取り組んできました。子育て環境の充実、学習環境の整備として、私立

幼稚園の子ども・子育て支援新制度への移行、認証保育所から認可保育所への移行等

に取り組むとともに、保育従事職員の処遇改善、民間保育所等の児童欠員対策等を実

施し、小中学校においてはＧＩＧＡスクール構想に基づき、学校教育用ネットワーク

の改善を図りました。駅周辺のまちづくりでは、東小金井駅北口土地区画整理事業を

推進するとともに、武蔵小金井駅北口駅前東地区市街地再開発準備組合において、ま

ちづくりの検討が進められています。可燃ごみの共同処理については、日野市の御理

解の下、国分寺市、小金井市の３市で設立した浅川清流環境組合において、可燃ごみ

処理施設の稼働が３年目を迎えました。本市として与えられた責任を誠実に果たし、

施設周辺にお住まいの皆様を始め日野市民の皆様及び関係者の皆様への感謝の気持ち

を忘れず、更なるごみの減量・資源化の推進等に取り組んでまいります。不燃・粗大

ごみ等については、令和４年８月１日から野川クリーンセンターが本格稼働を開始し、

資源物処理施設については、令和６年度中の本格稼働を目指し、工事区域内の建物解

体を進めました。新庁舎・（仮称）新福祉会館建設については、庁舎等建設の進捗を

図るため論点を整理することを目的とした市長と市議会との「庁舎等建設に関する協
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議会」において、着工可能な成案が得られるよう１０回の協議会を開催する等、事業

の進捗に努めてまいりました。引き続き、庁舎等建設の早期実施を目指してまいりま

す。

令和４年度の財政運営につきましては、当初予算４６６億８，８００万円に１５

回の補正予算７１億１，０１３万３千円を加え、総額５３７億９，８１３万３千円、

決算額は、歳入が５３０億２，２４３万１千円で前年度対比１．１％の減、歳出は５

０４億９，４１８万６千円で前年度対比２．４％の減となりました。その結果、形式

収支は２５億２，８２４万５千円で、出産・子育て応援事業等５件による翌年度への

繰越財源１，５６３万円を差し引いた実質収支は２５億１，２６１万５千円、実質収

支比率は１０．４％となりました。

歳入総額では、市税は約２２９億８００万円、前年度対比約９億２，２００万円

の増、主な要因は、納税義務者数の増等による個人市民税の増によるもので、市税徴

収率は９９．５％と前年度対比０．１ポイントの増となりました。また、繰入金及び

地方消費税交付金が増となりましたが、国庫支出金及び地方交付税が減となったこと

から、前年度決算額を下回りました。

歳出総額では、補助費等及び繰出金が増となったものの、積立金、扶助費及び投

資的経費が減となったことから、前年度決算額を下回りました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 市税は、２２９億７８３万９千円で前年度対比４．２％の増、主な要因は、納税

義務者数の増等により個人市民税が増、土地の評価替え等により固定資産税が増

となったことによるものです。なお、収入率は９９．５％で前年度対比０．１ポ

イントの増

② 地方譲与税は、１億８，０９７万９千円で前年度対比５．２％の増

③ 利子割交付金は、４，１２１万円で前年度対比３０．８％の増

④ 配当割交付金は、２億１，９３２万６千円で前年度対比２．８％の減

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、１億６，８４２万３千円で前年度対比３８．８％の

減

⑥ 法人事業税交付金は、２億５，１８５万円で前年度対比７１．０％の増

⑦ 地方消費税交付金は、２８億６，８７９万７千円で前年度対比５．９％の増

⑧ 環境性能割交付金は、４，５５６万９千円で前年度対比２０．７％の増

⑨ 地方特例交付金は、１億４，３３４万５千円で前年度対比２９．２％の減

⑩ 地方交付税は、普通交付税が皆減となったことにより２，３３２万円で前年度対
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⑪ 分担金及び負担金は、４億９０３万７千円で前年度対比９．３％の増、主な要因

は、保育所運営費保護者負担金が３，４６１万９千円の増によるものです。

⑫ 使用料及び手数料は、９億３，８５１万円で前年度対比１．８％の増、主な要因

は、自転車駐車場使用料が７１１万８千円の減ですが、道路占用料が１，６００

万８千円の増によるものです。

⑬ 国庫支出金は、１１５億９，１３９万８千円で前年度対比１５．２％の減、主な

要因は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が４億１，９４４万

１千円の増、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業費補助金が

５億３，５６２万円の皆増ですが、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補

助金が１４億７，０８０万円、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付

事業費補助金が６億９，６６０万円それぞれ減によるものです。

⑭ 都支出金は、７９億８，２３５万３千円で前年度対比０．４％の減、主な要因は、

東小金井駅北口土地区画整理事業補助金が７，６２０万７千円の増、認知症高齢

者グループホーム緊急整備支援事業補助金が７，８１９万２千円の皆増ですが、

待機児解消区市町村支援事業補助金が２億５，６４１万５千円、第三次みちづく

り・まちづくりパートナー事業委託金が１億３，９５７万８千円それぞれ減によ

るものです。

⑮ 財産収入は、３，９１０万３千円で前年度対比１．５％の減、主な要因は、土地

売払収入が５１３万８千円の増ですが、市有土地貸付料が６０４万４千円の減に

よるものです。

⑯ 寄附金は、５，８６５万円で前年度対比６６．３％の減、主な要因は、一般寄附

金が１億１，４０４万７千円の減によるものです。

⑰ 繰入金は、１８億５，４７６万３千円で前年度対比１１８．２％の増、主な要因

は、庁舎建設基金繰入金が１億３，９００万円の皆減ですが、財政調整基金繰入

金が１０億円、新型コロナウイルス感染症対策基金繰入金が８，７９３万５千円

それぞれ増によるものです。

⑱ 諸収入は、４億２，２０９万３千円で前年度対比４．５％の減、主な要因は、新

型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金追加交付金が６，２５２万６千

円の皆増ですが、保育所運営費国庫負担金追加交付金が１億１，６８１万２千円

の皆減によるものです。

⑲ 市債は、１０億３６０万円で前年度対比１４．２％の増、主な要因は、栗山公園
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健康運動センター大規模改修事業債が３億６，３００万円、小長久保公園用地取

得事業債が１億８０万円それぞれ皆減ですが、清掃関連施設整備事業債が４億５，

６６０万円の増によるものです。なお、市債残高は１６８億６，７０１万２千円

で前年度対比１１億１，９００万７千円の減となりました。

次に歳出ですが、執行率は９２．１％で、不用額は前年度対比１６億６，２６８万

５千円増の４１億７，９１８万８千円となりました。

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。

① 義務的経費は、２４６億４，２７４万９千円で前年度対比約９億４，３００万円、

３．７％の減です。人件費は６６億３，７１７万８千円で約２億５００万円、３．

２％の増ですが、扶助費は１５７億９，０６４万７千円で約１０億８，１００万円、

６．４％、公債費が２２億１，４９２万４千円で約６，７００万円、２．９％それ

ぞれ減によるものです。

② 投資的経費は、２９億８，１８４万８千円で前年度対比１３．０％の減、主な要

因は、東小金井駅北口土地区画整理事業委託料が４億３，３９７万５千円の増で

すが、賃貸物件による保育所改修費等支援事業補助金が４億９，３８１万円の減、

栗山公園健康運動センター大規模改修工事が４億３７０万円の皆減によるもので

す。

③ 物件費は、９１億３，２３７万５千円で前年度対比２．１％の増、主な要因は、

新型コロナウイルスワクチン個別接種委託料が２億６，８６２万２千円、接種会

場借上料が１億５，１９９万８千円それぞれ減ですが、原油価格・物価高騰の影

響により市施設等の光熱水費が１億３８７万８千円の増、地域振興券等発行事業

運営委託料が８，３６７万９千円、次期住民情報システム設計構築委託料が７，

９９０万４千円それぞれ皆増によるものです。

④ 補助費等は、７８億５，６８１万９千円で前年度対比２２．４％の増、主な要因

は、地域振興券事業費負担金が２億８，５０４万９千円の皆減ですが、新型コロ

ナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金返還金が４億８，８５９万３

千円、地域振興券等発行事業費負担金が４億５，５６８万１千円、住民税非課税

世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費国庫補助金返還金が１億３，６９０万

円それぞれ皆増によるものです。

⑤ 繰出金は、３７億７，３７２万３千円で前年度対比８．５％の増、国民健康保険

特別会計繰出金は１１億３，６４９万４千円で１３．８％の増、介護保険特別会

計繰出金は１４億５，５７０万６千円で２．６％の増、後期高齢者医療特別会計

繰出金は１１億８，１５２万３千円で１１．５％の増です。

⑥ 積立金は、１８億１，７９３万５千円で前年度対比４９．９％の減、主な要因は、

公共施設マネジメント基金積立金（積立元金）が３億円の皆増ですが、財政調整

基金積立金 積立元金）が１５億５，０００万円、地域福祉基金積立金（積立元

金）が２億６５４万５千円それぞれ減によるものです。その結果、令和４年度末

現在高は全体で約１２６億２，１００万円、財政調整基金が約６６億９，４００

万円となりました。

次に、代表的な財政指標を見ますと、

① 実質収支比率は、１０．４％で前年度対比２．６ポイントの増

② 経常収支比率は、９４．０％で前年度対比１．８ポイントの増

③ 人件費比率は、１３．１％で前年度対比０．６ポイントの増

④ 投資的経費比率は、５．９％で前年度対比０．７ポイントの減

⑤ 実質公債費比率は、１．５％で前年度対比０．１ポイントの減

⑥ 将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回ったことによりバー表示

⑦ 財政力指数は、１．００３で前年度対比０．００６ポイントの減

本市の財政構造における弾力性等質的改善のメルクマールである経常収支比率は、

９２．２％から９４．０％で、前年度対比１．８ポイントの増となりました。主な要

因は、分母の経常一般財源等では約４億７，４００万円の増で、地方交付税が約５億

１，３００万円の皆減ですが、市税が約８億４，３００万円の増によるもの、分子の

経常経費充当一般財源等では約８億７，８００万円の増で、扶助費が約３億７，００

０万円、物件費が約２億２，２００万円それぞれ増によるものです。また、財政の持

続可能性のメルクマールである将来負担比率は、分子において市債残高の減等により

充当可能財源等が将来負担額を上回ったことから、バー表示となったものです。

「困難を克服する新たな年」として取り組んだ令和４年度は、「ゼロカーボンシテ

ィ」の実現を目指した再生可能エネルギーへの切替え、子どもオンブズパーソンの設

置、本庁舎跡地等の活用に向けた検討、行政評価システムの導入、自治体ＤＸの推進

等に取り組み、市民の皆様の命と健康を守り、住民福祉の増進に努めました。

内外の歴史的・構造的な変化と課題に直面している状況において、「誰一人取り残

さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、第５次基本構想の将来

像「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」の実現に向け、

「ニューノーマル時代の質の改革」に取り組み、まちへの誇りと愛着（シビックプラ

イド）を醸成し、選ばれるまちづくりを着実に進めてまいります。
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度

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額

本
年

度

歳
出

合
計

金
　

　
　

額

支
　

出
　

済
　

額

執
行

率

予
　

算
　

現
　

額
款
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歳
　

入
（
令

和
５

年
３

月
３

１
日

　
人

口
人

)

金
　

　
　

額
収

入
率

（
対

予
算

現
額

）
収

入
率

（
対

調
定

額
）

本
年

度
前

年
度

本
年

度
前

年
度

比
較

円
円

円
％

％
円

円
円

％
％

円
円

円

市
税

地
方

譲
与

税

利
子

割
交

付
金

配
当

割
交

付
金

△
 5

3

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金
△

 8
5
9

法
人

事
業

税
交

付
金

地
方

消
費

税
交

付
金

旧
法

に
よ

る
自

動
車

取
得

税
交

付
金

環
境

性
能

割
交

付
金

地
方

特
例

交
付

金
△

 4
7
7

地
方

交
付

税
△

 1
6
,6

8
0
,0

0
0

△
 4

,5
8
5

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
△

 3

分
担

金
及

び
負

担
金

使
用

料
及

び
手

数
料

△
 2

6
,6

6
5
,7

2
3

国
庫

支
出

金
△

 1
,9

1
1
,0

7
3
,3

2
1

△
 1

6
,8

0
5

都
支

出
金

△
 3

6
8

財
産

収
入

△
 5

寄
附

金
△

 5
,1

4
8
,0

7
9

△
 9

2
8

繰
入

金
△

 1
,2

4
6
,5

4
1
,7

4
5

繰
越

金

諸
収

入
△

 1
6
5

市
債

△
 2

2
,7

0
0
,0

0
0

△
 1

,8
1
0
,0

8
3
,0

8
3

△
 5

,3
0
0

一
般

会
計

予
算

執
行

状
況

歳
入

合
計

収
　

　
入

　
　

済
　

　
額

人
口

１
人

当
た

り
の

額
構

　
成

　
比

予
 算

 現
 額

調
　

定
　

額
款

不
納

欠
損

額
収

入
未

済
額

予
算

現
額

に
比

し
増

減

歳
　

出
（
令

和
５

年
３

月
３

１
日

　
人

口
人

)

円
円

％
円

円
％

％
円

円
円

議
会

費
△

 5
1

総
務

費
△

 7
,0

5
3

民
生

費
△

 2
,8

7
2

衛
生

費

労
働

費

農
林

水
産

業
費

△
 1

5
6

商
工

費

土
木

費
△

 1
3
0

消
防

費
△

 3
7
4

教
育

費
△

 2
,1

8
1

公
債

費
△

 5
6
3

諸
支

出
金

予
備

費

△
 1

0
,6

0
8

前
年

度

人
口

１
人

当
た

り
の

額

比
較

本
年

度構
　

成
　

比 前
年

度

翌
年

度
繰

越
額

不
　

用
　

額

本
年

度

歳
出

合
計

金
　

　
　

額

支
　

出
　

済
　

額

執
行

率

予
　

算
　

現
　

額
款
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一
般

財
源

特
定

財
源

区
分

歳
出

決
算

額
一

般
財

源
特

定
財

源
の

占
め

る
の

占
め

る

　
　

款
分

担
金

負
担

金
寄

附
金

使
用

料
手

数
料

国
庫

支
出

金
都

 支
 出

 金
繰

　
越

　
金

市
　

　
債

そ
　

の
　

他

割
　

合
割

　
合

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

％
％

議
会

費

総
務

費

民
生

費

衛
生

費

労
働

費

農
林

水
産

業
費

商
工

費

土
木

費

消
防

費

教
育

費

災
害

復
旧

費

公
債

費

諸
支

出
金

「
地

方
財

政
状

況
調

査
」
に

よ
る

。

財
源

内
訳

歳
出

合
計

構
成

比

財
源

内
訳

左
の

内
訳
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一
般

財
源

特
定

財
源

区
分

歳
出

決
算

額
一

般
財

源
特

定
財

源
の

占
め

る
の

占
め

る

　
　

款
分

担
金

負
担

金
寄

附
金

使
用

料
手

数
料

国
庫

支
出

金
都

 支
 出

 金
繰

　
越

　
金

市
　

　
債

そ
　

の
　

他

割
　

合
割

　
合

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

％
％

議
会

費

総
務

費

民
生

費

衛
生

費

労
働

費

農
林

水
産

業
費

商
工

費

土
木

費

消
防

費

教
育

費

災
害

復
旧

費

公
債

費

諸
支

出
金

「
地

方
財

政
状

況
調

査
」
に

よ
る

。

財
源

内
訳

歳
出

合
計

構
成

比

財
源

内
訳

左
の

内
訳

区
分

　

　
　

款
金

　
額

構
成

比
金

　
額

構
成

比
金

　
額

構
成

比
金

　
額

構
成

比
金

　
額

構
成

比
金

　
額

構
成

比
金

　
額

構
成

比
金

　
額

構
成

比
金

　
額

構
成

比
金

　
額

構
成

比
金

　
額

伸
率

千
円

％
千

円
％

千
円

％
千

円
％

千
円

％
千

円
％

千
円

％
千

円
％

千
円

％
千

円
％

千
円

％

議
会

費
△

 5
,1

8
5

△
 1

.4

総
務

費
△

 8
8
9
,5

7
1

△
 1

4
.2

民
生

費
△

 3
1
0
,9

5
0

△
 1

.2

衛
生

費

労
働

費

農
林

水
産

業
費

△
 2

0
,0

6
0

△
 4

8
.9

商
工

費

土
木

費
△

 7
,7

1
0

△
 0

.3

消
防

費
△

 4
5
,0

5
1

△
 2

.8

教
育

費
△

 2
8
8
,6

5
3

△
 6

.8

災
害

復
旧

費

公
債

費
△

 6
7
,0

5
3

△
 2

.9

諸
支

出
金

前
年

度
繰

上
充

用
金

△
 1

,2
5
0
,3

5
1

△
 2

.4

△
 1

,0
8
1
,2

8
6

△
 6

.4
△

 6
7
,0

5
3

△
 2

.9
△

 4
4
3
,7

4
2

△
 1

3
.0

△
 1

,5
1
2
,5

9
4

△
 2

1
.3

△
 1

,2
5
0
,3

5
1

△
 2

.4

「
地

方
財

政
状

況
調

査
」
に

よ
る

。

性
質

別
分

類

前
年

度

比
較

（
伸

率
）

計

人
　

件
　

費
物

　
件

　
費

維
持

補
修

費
前

　
年

　
度

比
　

　
較

扶
　

助
　

費
投

資
的

経
費

そ
　

の
　

他
計

　
補

 助
 費

 等
公

　
債

　
費
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＜参考資料＞ 「地方財政状況調査」による。

決算額の推移
(単位:千円)

　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

歳 入 決 算 額
歳 出 決 算 額

過去5年間の歳入状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

市 税
地 方 交 付 税
国 庫 支 出 金
都 支 出 金
市 債
そ の 他
歳 入 決 算 額

過去5年間の歳出状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

民 生 費
衛 生 費
土 木 費
教 育 費
そ の 他
歳 出 決 算 額

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

その他

市債

都支出金

国庫支出金

地方交付税

市税

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

その他

教育費

土木費

衛生費

民生費

千円

千円

― 14 ―



＜参考資料＞ 「地方財政状況調査」による。

決算額の推移
(単位:千円)

　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

歳 入 決 算 額
歳 出 決 算 額

過去5年間の歳入状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

市 税
地 方 交 付 税
国 庫 支 出 金
都 支 出 金
市 債
そ の 他
歳 入 決 算 額

過去5年間の歳出状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

民 生 費
衛 生 費
土 木 費
教 育 費
そ の 他
歳 出 決 算 額

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

その他

市債

都支出金

国庫支出金

地方交付税

市税

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

その他

教育費

土木費

衛生費

民生費

千円

千円

歳出規模及び性質別構成比

※　折れ線グラフは、平成３０年度を基準とした伸び率を表しています。

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

義務的経費
人 件 費
扶 助 費
公 債 費

投資的経費
そ の 他の 経費

歳出決算額

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

その他の経費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

千円

その他の経費

公債費

扶助費

歳出決算額

義務的経費

人件費

投資的経費
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基準財政需要額・基準財政収入額の推移

(単位:千円)
　　　　　　　年　度
区　分 平 成 年度 令 和元 年度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

基準財政需要額
基準財政収入額

地方交付税額の推移

(単位:千円)
　　　　　　　年　度
区　分 平 成 年度 令 和元 年度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

普 通 交 付 税 額
特 別 交 付 税 額

地 方 交 付 税 額

都市計画税の状況

千円 Ａ

　都市計画税の充当割合
※｛Ａ／(Ａ＋Ｉ)×１００｝　小数点以下第２位四捨五入

(単位:千円)

街 路
公 園
下 水
そ の 他
市街地開発事業

合 計 （ Ｂ ＋ Ｃ ＋ Ｄ ） Ｅ

都 市 計 画 税 Ａ
一 般 財 源 等 Ｉ

都 市 計 画 事 業 費 Ｂ 合 計
土 地 区 画 整 理 事 業 費 Ｃ
地 方 債 償 還 額 Ｄ

負 担 金 そ の 他 Ｈ

都 市 計 画 税 収 入 額

都 市 計 画 事 業 費 等 都 市 計 画 事 業 費 等 の 財 源 内 訳
地 方 債 Ｆ
支 出 金 Ｇ

千円

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

基準財政収入額

基準財政需要額

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

千円

普通交付税額

特別交付税額

経常収支比率の推移

（経常収支比率）

経常経費充当一般財源等
×１００

歳入経常一般財源等 ＋ ※（減収補てん債特例分＋臨時財政対策債）

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

維持補修費

繰出金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

比率（％）

※ 各年度とも、投資・出資・貸付金については０％
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経常収支比率の推移

（経常収支比率）

経常経費充当一般財源等
×１００

歳入経常一般財源等 ＋ ※（減収補てん債特例分＋臨時財政対策債）

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

維持補修費

繰出金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

比率（％）

※ 各年度とも、投資・出資・貸付金については０％
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市の借入金の状況（令和４年度末現在）

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（単位：％）
　 　  年　度
区　分

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

公債費比率

起債制限比率

公債費負担比率

市 民 １ 人
当 た り の
借 入 額

土木債

億 万 千円

臨時財政対策債

億 万 千円

教育債

億 万 千円

総務債

億 万 千円

衛生債

億 万円

下水道債

億 万 千円

民生債

億 万 千円

消防債

億 万 千円

減税補てん債

億 万 千円

東京都

億 万 千円
財務省

億 万 千円

地方公共団体金融機構

億 万 千円

区市町村振興協会

億 万 千円

日本郵政

億 万 千円
銀行

億 万円

国土交通省

万 千円

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

千円

市民１人当たりの借入額

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

％

公債費比率等の推移

公債費比率

起債制限比率

公債費負担比率

億 万
千円

（目的別）

億 万
千円

（借入先別）
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償 還
期 間 利 率

（ 年 ） （ ％ ）

財 政 融 資
資 金

令和5年5月26日

振 興 基 金 令和5年3月31日

振 興 基 金 令和5年3月31日

振 興 基 金 令和5年3月31日

※　償還期間（　　）内書きは据置期間

合　　　　　　計

東小金井駅北口土地区画整理事業

都市計画道路３・４・８号線整備事業

公
的
資
金

総合体育館大規模改修事業

計

都
貸
付
金

令 和 ４ 年 度　　　借 入 市 債 の 内 訳

(単位：千円）

事 業 名 借 入 先区分 借 入 日市 債 額

一般廃棄物処理事業
（ごみ処理施設整備事業)

備 考

計
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収
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13,620千円

（単位：千円）

森林環境譲与税 他の財源

森林保全及び脱炭素行動について考える契機
となるよう、小金井第四小学校、東小学校及
び本町小学校にて講演会やワークショップ、
国産材を使用した樹名板の作成、間伐材を加
工した本棚の作成等を行った。
また、市民や事業者を対象とした環境フォー
ラムでの講演会及び市内在住・在学の子ども
を対象とした木材加工等体験型のワークショ
ップを開催したほか、市内中学生を対象に間
伐体験等を行い、森の大切さや地球温暖化対
策を学ぶと同時に森林保全の意識啓発を図っ
た。

木材利用・普及啓発の一環で、市民利用の高
い図書館書架の修繕等を実施した。

都市公園等の維持管理
に要する経費

市立公園に設置してある木製ベンチのうち、
老朽化や破損のため使用できなくなっている
ベンチの修繕を行った。

緑地等維持管理に要す
る経費

市内の緑地の保全及び緑化推進のため、市内
の環境緑地や保存樹木の所有者に奨励金を交
付したほか、保全緑地として指定するために
保存樹木及び保存生け垣の調査を行った。

森林環境譲与税の使途

※　森林環境譲与税は、市町村においては、間伐、人材育成・担い手の確保、木材利用の促進、普及啓発
　等の「森林整備及びその促進に関する費用」に充てることとされている。

財源内訳

令和４年度決算　森林環境譲与税

事業名 事業費 事業成果

環境啓発に要する経費

図書館事業に要する経
費

ワークショップや間伐体験の様子

修繕した緑分室児童書架
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（単位：千円）

国都支出金 地方債 その他

社会福祉

社会福祉費

老人福祉費

児童福祉費

生活保護費

社会保険

国民健康保険繰出金

介護保険事業繰出金

保健衛生

保健衛生費

後期高齢者医療特別会計繰出金

　施策をいう。）の一般財源に充てる。

小　　　計

小　　　計

小　　　計

合　　　計

※　引上げ分の地方消費税交付金は社会保障４経費（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する

事業名 事業費
（人件費を除く。）

特定財源
一般財源

地方消費税交付金（引上げ分）の社会保障財源化内訳

令和４年度決算　地方消費税交付金 2,868,797千円

うち　現 行 分 1,032,460千円

うち　引上げ分 1,836,337千円

１　自然と都市が調和した人に優しいまち（環境と都市基盤）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

環境対策事務に要する経費 環境政策課 市民が設置した太陽光発電機器その他の住宅用新エネルギー機器等の購入費用の一部を補助

環境対策事務に要する経費 環境政策課
市民等に対し次世代自動車（電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・燃料電池自動車）の購入費用
の一部を補助

環境啓発に要する経費 環境政策課
東京学芸大学と連携し、小金井第四小学校、東小学校、本町小学校での環境教育事業、子ども環境
ワークショップ、森林教育事業を実施

緑地等維持管理に要する経費 環境政策課 環境負荷の低減及び安全で安心な環境の整備を目的とし、公園灯のＬＥＤ化を実施

都市公園等の維持管理に要する経費 環境政策課 市立公園の管理に民間活力を導入するための支援を委託

都市公園等の整備に要する経費 環境政策課 三楽公園整備工事、梶野公園整備工事を実施

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課
３市（日野市・国分寺市・小金井市）による可燃ごみの共同処理を行うために、可燃ごみ処理施設の整備・
運営事業に要する費用を負担

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課
不燃・粗大ごみ及び資源物の処理について、循環型社会の形成に資する施設を再配置し、適正処理を
維持

清掃関連施設維持管理に要する経費 ごみ対策課 不燃・粗大ごみ積替え・保管施設稼働に伴い、運営管理及びリユース事業を委託

都道１３４号線整備に要する経費
都市計画課
道路管理課

拡幅整備に係る物件調査委託、工程計画策定委託、電線共同溝補修委託、引継補修工事等を実施

主要道路１５号線整備に要する経費 道路管理課 拡幅整備に係る引継図書作成委託、電線共同溝点検及び台帳作成委託、街路築造工事等を実施

都市計画事務に要する経費 都市計画課
平成１４年に策定し、平成２４年に見直しを行った小金井市都市計画マスタープランについて、令和４年８
月に新たな都市計画マスタープランを策定

都市計画道路３・４・８号線整備に要する
経費

都市計画課 拡幅整備に係る用地取得を実施

木造住宅耐震助成に要する経費 まちづくり推進課 小金井市耐震改修促進計画に基づき、木造住宅耐震化の普及を促進

ブロック塀等撤去助成に要する経費 まちづくり推進課 倒壊のおそれのある避難路に面するブロック塀等の撤去に要する費用の一部を助成

市営住宅維持管理に要する経費 まちづくり推進課 小金井市市営住宅長寿命化計画に基づき、３か年かけて浴室の改修工事を実施

道路新設改良に要する経費 道路管理課
電線共同溝修正設計、市道第３４５号線、市道第３６０号線、市道第４１３号線道路補修工事、市道第７８７
号線歩道拡幅工事、橋りょう長寿命化補修工事（大城堀橋・弁天橋・西之橋）等を実施

土地区画整理事業に要する経費 区画整理課 仮換地の指定、建物等移転、整地及び道路築造工事を実施

２　安心して過ごせる暮らしやすいまち（地域と経済）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

消防団活動に要する経費 地域安全課 消防団の防火帽（８３個）を買換え

災害対策に要する経費 地域安全課 備蓄計画に基づき、食糧、生活必需品、災害用トイレ、医薬品等を備蓄

観光振興に要する経費 経済課
シティプロモーションの推進及び滞在（時間消費）型サービスの創出の取組として、スタンプラリー、道草
市、こがねいコモンズに関するイベント等を実施

観光振興に要する経費 経済課 ３市（武蔵野市・三鷹市・小金井市）の交流人口の拡大を目的とした事業を実施

３　心豊かにのびのびと子どもが育つまち（子どもと教育）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

教育委員会事務局事務に要する経費 庶務課
児童数の増加及び３５人学級への対応のため、小金井第一小学校、小金井第三小学校、東小学校につ
いて増改築等基本計画を策定

学校施設整備に要する経費 庶務課 トイレ改修工事、屋上防水改修工事、給食室空調設備設置工事等を実施

教育振興に要する経費 学務課
市立小・中学校で運用するクロームブック端末について児童生徒増加分及び故障対応分を追加購入し、
また、教室増への対応としてアクセスポイントの増設等を実施

学校給食に要する経費 学務課 給食用強化磁器食器、回転釜、オーブンを購入

学校給食に要する経費 学務課
既に委託化している中学校５校、小学校５校に加え、令和４年４月から小金井第三小学校の給食調理を
委託

中学校部活動に要する経費 指導室 中学校部活動の今後の在り方について検討を行うため、部活動指導員を１人増員

指導室関連教育施設に要する経費 指導室 もくせい教室を東京学芸大学内の施設に完全移転し、不登校児童・生徒を支援

学校運営協議会に要する経費 指導室
地域とともにある学校づくりのため、新たに小金井第三小学校、小金井第四小学校、東小学校、南小学
校、小金井第一中学校に学校運営協議会を設置し、コミュニティ・スクールに指定

放課後子どもプラン事業に要する経費 生涯学習課 子どもの安全・安心な居場所作り並びに活動内容及び回数の更なる充実のため、事業を拡大

主な事業の概要
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１　自然と都市が調和した人に優しいまち（環境と都市基盤）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

環境対策事務に要する経費 環境政策課 市民が設置した太陽光発電機器その他の住宅用新エネルギー機器等の購入費用の一部を補助

環境対策事務に要する経費 環境政策課
市民等に対し次世代自動車（電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・燃料電池自動車）の購入費用
の一部を補助

環境啓発に要する経費 環境政策課
東京学芸大学と連携し、小金井第四小学校、東小学校、本町小学校での環境教育事業、子ども環境
ワークショップ、森林教育事業を実施

緑地等維持管理に要する経費 環境政策課 環境負荷の低減及び安全で安心な環境の整備を目的とし、公園灯のＬＥＤ化を実施

都市公園等の維持管理に要する経費 環境政策課 市立公園の管理に民間活力を導入するための支援を委託

都市公園等の整備に要する経費 環境政策課 三楽公園整備工事、梶野公園整備工事を実施

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課
３市（日野市・国分寺市・小金井市）による可燃ごみの共同処理を行うために、可燃ごみ処理施設の整備・
運営事業に要する費用を負担

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課
不燃・粗大ごみ及び資源物の処理について、循環型社会の形成に資する施設を再配置し、適正処理を
維持

清掃関連施設維持管理に要する経費 ごみ対策課 不燃・粗大ごみ積替え・保管施設稼働に伴い、運営管理及びリユース事業を委託

都道１３４号線整備に要する経費
都市計画課
道路管理課

拡幅整備に係る物件調査委託、工程計画策定委託、電線共同溝補修委託、引継補修工事等を実施

主要道路１５号線整備に要する経費 道路管理課 拡幅整備に係る引継図書作成委託、電線共同溝点検及び台帳作成委託、街路築造工事等を実施

都市計画事務に要する経費 都市計画課
平成１４年に策定し、平成２４年に見直しを行った小金井市都市計画マスタープランについて、令和４年８
月に新たな都市計画マスタープランを策定

都市計画道路３・４・８号線整備に要する
経費

都市計画課 拡幅整備に係る用地取得を実施

木造住宅耐震助成に要する経費 まちづくり推進課 小金井市耐震改修促進計画に基づき、木造住宅耐震化の普及を促進

ブロック塀等撤去助成に要する経費 まちづくり推進課 倒壊のおそれのある避難路に面するブロック塀等の撤去に要する費用の一部を助成

市営住宅維持管理に要する経費 まちづくり推進課 小金井市市営住宅長寿命化計画に基づき、３か年かけて浴室の改修工事を実施

道路新設改良に要する経費 道路管理課
電線共同溝修正設計、市道第３４５号線、市道第３６０号線、市道第４１３号線道路補修工事、市道第７８７
号線歩道拡幅工事、橋りょう長寿命化補修工事（大城堀橋・弁天橋・西之橋）等を実施

土地区画整理事業に要する経費 区画整理課 仮換地の指定、建物等移転、整地及び道路築造工事を実施

２　安心して過ごせる暮らしやすいまち（地域と経済）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

消防団活動に要する経費 地域安全課 消防団の防火帽（８３個）を買換え

災害対策に要する経費 地域安全課 備蓄計画に基づき、食糧、生活必需品、災害用トイレ、医薬品等を備蓄

観光振興に要する経費 経済課
シティプロモーションの推進及び滞在（時間消費）型サービスの創出の取組として、スタンプラリー、道草
市、こがねいコモンズに関するイベント等を実施

観光振興に要する経費 経済課 ３市（武蔵野市・三鷹市・小金井市）の交流人口の拡大を目的とした事業を実施

３　心豊かにのびのびと子どもが育つまち（子どもと教育）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

教育委員会事務局事務に要する経費 庶務課
児童数の増加及び３５人学級への対応のため、小金井第一小学校、小金井第三小学校、東小学校につ
いて増改築等基本計画を策定

学校施設整備に要する経費 庶務課 トイレ改修工事、屋上防水改修工事、給食室空調設備設置工事等を実施

教育振興に要する経費 学務課
市立小・中学校で運用するクロームブック端末について児童生徒増加分及び故障対応分を追加購入し、
また、教室増への対応としてアクセスポイントの増設等を実施

学校給食に要する経費 学務課 給食用強化磁器食器、回転釜、オーブンを購入

学校給食に要する経費 学務課
既に委託化している中学校５校、小学校５校に加え、令和４年４月から小金井第三小学校の給食調理を
委託

中学校部活動に要する経費 指導室 中学校部活動の今後の在り方について検討を行うため、部活動指導員を１人増員

指導室関連教育施設に要する経費 指導室 もくせい教室を東京学芸大学内の施設に完全移転し、不登校児童・生徒を支援

学校運営協議会に要する経費 指導室
地域とともにある学校づくりのため、新たに小金井第三小学校、小金井第四小学校、東小学校、南小学
校、小金井第一中学校に学校運営協議会を設置し、コミュニティ・スクールに指定

放課後子どもプラン事業に要する経費 生涯学習課 子どもの安全・安心な居場所作り並びに活動内容及び回数の更なる充実のため、事業を拡大

主な事業の概要
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４　一人ひとりが自分らしく生きることができるまち（文化と生涯学習）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

文化振興に要する経費 コミュニティ文化課
第２次小金井市芸術文化振興計画を推進するため、芸術文化振興計画推進委員会及びフォーラムを新
たに開催するほか、市内文化施設との連携により、事業を拡充

民間非営利団体に要する経費 コミュニティ文化課 職員の協働への理解を底上げするために研修を実施

地域学校協働活動推進事業に要する
経費

生涯学習課
小金井第三小学校・小金井第四小学校・東小学校・南小学校・小金井第一中学校で新たに地域学校協
働活動（地域未来塾など）を実施

スポーツ教室・各種大会に要する経費 生涯学習課 市民の健康増進を図るため、屋外で誰もが参加しやすいポールウォーキング教室を実施

スポーツ推進審議会に要する経費 生涯学習課 スポーツの推進に関する重要事項を調査審議するための審議会を設置し、スポーツ推進計画を策定

５　誰もがいきいきと暮らすことのできるまち（福祉と健康）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

福祉サービス総合支援事業に要する経
費

地域福祉課 小金井市成年後見制度利用促進基本計画に基づき、相談体制を充実

保健福祉総合計画推進事業に要する
経費

地域福祉課 令和５年度末を計画期間とする現計画（第２期）を改定

福祉総合相談窓口に要する経費 地域福祉課
福祉総合相談窓口に配置している地域住民の相談を包括的に受け止める場の整備のため包括化推進
員（地区担当）を増員

その他事務に要する経費 自立生活支援課
事業者による合理的な配慮の提供を努力義務から義務化することを機に、合理的な配慮の提供に必要
な費用の一部を助成

医療的ケア児支援事業に要する経費 自立生活支援課
医療を要する状態にある児童（医療的ケア児）及びその家族が適切な支援を受けられるよう、協議会を設
置

認知症高齢者グループホーム緊急整備
支援事業に要する経費

介護福祉課 認知症高齢者グループホームの整備に要する経費の一部を補助

産後ケア事業に要する経費 健康課 対象月齢の拡大及び自己負担額の低減を行い、産後も安心して子育てができる支援体制を確保

子育て世代包括支援センターに要する
経費

健康課 対象者と面談し、家庭状況の確認及び子育てニーズの把握を行うとともに、育児パッケージを配布

感染症予防関係に要する経費 健康課
新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえて、小金井市新型インフルエンザ等対策業務継続計画（ＢＣ
Ｐ）を修正

民間保育所助成に要する経費 保育課 児童及び職員の処遇改善並びに施設の運営を充実させるための費用の一部を補助

民間保育所等運営に要する経費 保育課 特定教育・保育施設及び特定地域型保育施設の運営費等の補助及び支弁を実施

子どもの権利推進に要する経費 児童青少年課 子どもの権利侵害に対する相談・救済を行うため、第三者的機関として、子どもオンブズパーソンを設置

６　開かれた市政で誰もが信頼し合えるまち（行政運営）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

公共施設マネジメント推進に要する経費 企画政策課
新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に伴い未利用となる跡地等について、今後市民参加により策定を予定
する活用計画の指針とするため、活用方策の庁内方針を作成

内部情報システムに要する経費 情報システム課 行政手続のデジタル化を推進するため、簡易版電子申請サービスを本格導入

文書事務に要する経費 総務課 文書倉庫敷地内のブロック塀改修工事等を実施

７　新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策関連事業

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

農業振興対策に要する経費 経済課
市内農業者の経営を支援するため、小金井市農業振興連合会が実施している環境負荷を低減した農業
用資材の購入費助成事業に対し、原油価格・物価高騰に伴う価格上昇相当分を上乗せ補助

商工振興に要する経費 経済課
市内事業者支援、市民の生活応援及び地域経済活性化のため、販路開拓に取り組む事業者の支援、こ
がねい地域応援券の発行、キャッシュレス決済ポイント還元事業を実施

生活困窮者自立相談支援事業に要す
る経費

地域福祉課 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の申請期限及び事業期間を延長

新型コロナウイルス感染症対策に要する
経費

自立生活支援課
介護福祉課
保育課

新型コロナウイルス感染症の影響下における感染症対策のための補助、物価高騰の負担を軽減するた
めの支援金等を交付

感染症予防関係に要する経費 健康課
自宅療養者及び濃厚接触者に対しパルスオキシメータ及び生活に必要な物品を供与するとともに、買物
支援事業への補助を実施するほか、ＰＣＲ検査を受ける軽症者のうち、医療機関への移動手段がないも
のを対象とした送迎サービスを実施

新型コロナウイルスワクチン接種に要す
る経費

健康課　他 新型コロナウイルスワクチン接種を迅速かつ適正に実施できる体制を構築し、接種を実施

子ども子育て応援事業に要する経費 子育て支援課
物価高騰の影響のため、０歳から１８歳までの者を対象に電子版商品券を支給することで、家計への負担
軽減を図り、子どもの学び及び生活を支援

教育振興に要する経費 学務課
各種教材コンテンツなどへのアクセスを可能とするため、児童・生徒１人に１台ずつのタブレット端末を配
備

学校給食に要する経費 学務課
物価高騰の影響による保護者負担を増やすことなく、これまでどおりの栄養バランスや量を保てるよう、学
校給食の食材費等の増額分を補助
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４　一人ひとりが自分らしく生きることができるまち（文化と生涯学習）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

文化振興に要する経費 コミュニティ文化課
第２次小金井市芸術文化振興計画を推進するため、芸術文化振興計画推進委員会及びフォーラムを新
たに開催するほか、市内文化施設との連携により、事業を拡充

民間非営利団体に要する経費 コミュニティ文化課 職員の協働への理解を底上げするために研修を実施

地域学校協働活動推進事業に要する
経費

生涯学習課
小金井第三小学校・小金井第四小学校・東小学校・南小学校・小金井第一中学校で新たに地域学校協
働活動（地域未来塾など）を実施

スポーツ教室・各種大会に要する経費 生涯学習課 市民の健康増進を図るため、屋外で誰もが参加しやすいポールウォーキング教室を実施

スポーツ推進審議会に要する経費 生涯学習課 スポーツの推進に関する重要事項を調査審議するための審議会を設置し、スポーツ推進計画を策定

５　誰もがいきいきと暮らすことのできるまち（福祉と健康）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

福祉サービス総合支援事業に要する経
費

地域福祉課 小金井市成年後見制度利用促進基本計画に基づき、相談体制を充実

保健福祉総合計画推進事業に要する
経費

地域福祉課 令和５年度末を計画期間とする現計画（第２期）を改定

福祉総合相談窓口に要する経費 地域福祉課
福祉総合相談窓口に配置している地域住民の相談を包括的に受け止める場の整備のため包括化推進
員（地区担当）を増員

その他事務に要する経費 自立生活支援課
事業者による合理的な配慮の提供を努力義務から義務化することを機に、合理的な配慮の提供に必要
な費用の一部を助成

医療的ケア児支援事業に要する経費 自立生活支援課
医療を要する状態にある児童（医療的ケア児）及びその家族が適切な支援を受けられるよう、協議会を設
置

認知症高齢者グループホーム緊急整備
支援事業に要する経費

介護福祉課 認知症高齢者グループホームの整備に要する経費の一部を補助

産後ケア事業に要する経費 健康課 対象月齢の拡大及び自己負担額の低減を行い、産後も安心して子育てができる支援体制を確保

子育て世代包括支援センターに要する
経費

健康課 対象者と面談し、家庭状況の確認及び子育てニーズの把握を行うとともに、育児パッケージを配布

感染症予防関係に要する経費 健康課
新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえて、小金井市新型インフルエンザ等対策業務継続計画（ＢＣ
Ｐ）を修正

民間保育所助成に要する経費 保育課 児童及び職員の処遇改善並びに施設の運営を充実させるための費用の一部を補助

民間保育所等運営に要する経費 保育課 特定教育・保育施設及び特定地域型保育施設の運営費等の補助及び支弁を実施

子どもの権利推進に要する経費 児童青少年課 子どもの権利侵害に対する相談・救済を行うため、第三者的機関として、子どもオンブズパーソンを設置

６　開かれた市政で誰もが信頼し合えるまち（行政運営）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

公共施設マネジメント推進に要する経費 企画政策課
新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に伴い未利用となる跡地等について、今後市民参加により策定を予定
する活用計画の指針とするため、活用方策の庁内方針を作成

内部情報システムに要する経費 情報システム課 行政手続のデジタル化を推進するため、簡易版電子申請サービスを本格導入

文書事務に要する経費 総務課 文書倉庫敷地内のブロック塀改修工事等を実施

７　新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策関連事業

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

農業振興対策に要する経費 経済課
市内農業者の経営を支援するため、小金井市農業振興連合会が実施している環境負荷を低減した農業
用資材の購入費助成事業に対し、原油価格・物価高騰に伴う価格上昇相当分を上乗せ補助

商工振興に要する経費 経済課
市内事業者支援、市民の生活応援及び地域経済活性化のため、販路開拓に取り組む事業者の支援、こ
がねい地域応援券の発行、キャッシュレス決済ポイント還元事業を実施

生活困窮者自立相談支援事業に要す
る経費

地域福祉課 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の申請期限及び事業期間を延長

新型コロナウイルス感染症対策に要する
経費

自立生活支援課
介護福祉課
保育課

新型コロナウイルス感染症の影響下における感染症対策のための補助、物価高騰の負担を軽減するた
めの支援金等を交付

感染症予防関係に要する経費 健康課
自宅療養者及び濃厚接触者に対しパルスオキシメータ及び生活に必要な物品を供与するとともに、買物
支援事業への補助を実施するほか、ＰＣＲ検査を受ける軽症者のうち、医療機関への移動手段がないも
のを対象とした送迎サービスを実施

新型コロナウイルスワクチン接種に要す
る経費

健康課　他 新型コロナウイルスワクチン接種を迅速かつ適正に実施できる体制を構築し、接種を実施

子ども子育て応援事業に要する経費 子育て支援課
物価高騰の影響のため、０歳から１８歳までの者を対象に電子版商品券を支給することで、家計への負担
軽減を図り、子どもの学び及び生活を支援

教育振興に要する経費 学務課
各種教材コンテンツなどへのアクセスを可能とするため、児童・生徒１人に１台ずつのタブレット端末を配
備

学校給食に要する経費 学務課
物価高騰の影響による保護者負担を増やすことなく、これまでどおりの栄養バランスや量を保てるよう、学
校給食の食材費等の増額分を補助



決　算　額

１
2・1・4-1 ２

３
４
５
６
７
８
９
１０
１１

１

２
３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

千円

＜事業成果＞

　女性総合相談を実施し、生活の中での悩み、問題等について、情
報の提供・適切な助言により、方向が見出せるよう支援した。

　新成人向けに、保険年金課、経済課及び選挙管理委員会事務局と
共同で冊子を発行し、男女平等都市宣言等について周知を図った。
　「女性に対する暴力をなくす運動」に合わせ、ＤＶ防止普及啓発の
ためのパネル展を開催した。

　再就職を希望している女性を対象に、再就職準備のためのセミナー
を開催した。

　「かたらい」を発行し、男女共同参画に関する情報を発信した。

　「Ⅰ（愛）あるコミュニケーション～自分も相手も尊重する伝え方～」
を題名とした講演及び賛同団体紹介を実施し、男女共同参画につい
て周知を図った。

　「ジェンダー平等」をテーマに講演会を開催し、男女共同参画社会
基本法及び市の男女共同参画施策について周知を図った。

　性的少数者の抱える生きづらさへの理解及び気持ちに寄り添った
対応方法を身に付けるため、職員研修を実施した。
　「思春期世代のＬＧＢＴＱ」をテーマに講演会を開催し、性の多様性
への理解促進を図った。
　性の多様性に関するパネル展を開催し、性の多様性への理解促進
を図った。
　多摩地域の近隣自治体と連携し、若年層当事者が抱える課題の研
究・解決に取り組んだ。

　 詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「企画政策
課」を参照

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

企画政策課
男女平等意識の育成に
要する経費

＜事業内容＞
　男女平等意識の育成のため、以下の事業を行う。

第３６回こがねいパレットの開催
情報誌「かたらい」第５６号・第５７号の発行
男女共同参画シンポジウムの開催
女性総合相談事業の実施
再就職準備セミナーの開催
男女平等都市宣言普及啓発冊子の発行
ＤＶ防止普及啓発パネル展の開催
性の多様性への理解促進研修会の実施
性の多様性への理解促進講座の開催
性の多様性への理解促進パネル展の開催
若年層セクシャル・マイノリティ支援事業の実施

性の多様性への理解促進パネル展の様子

決　算　額

2・1・4-2
１
２

１

２

2・1・8-1

2・1・8-2

　人口減少社会の進行及び新型コロナウイルス感染拡大を契機とした市
民サービスのパラダイムシフトに的確に対応し、市を持続可能な組織とす
るために、制度や組織、運営形態の変革に重点を置いた行財政改革２０
２５を策定する。
　また、第５次基本構想・前期基本計画の実現に向け、施策の目標達成
及び担当課自ら事務事業の見直しが行える仕組みを構築する。

千円

行財政改革事務に要す
る経費

＜事業内容＞

　詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「企画政策
課」を参照

行動計画の推進に要する
経費

＜事業内容＞
　男女平等社会の実現を目指し、行動計画を総合的かつ計画的に推進
するため、以下の事業を行う。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

企画・調整に要する経費

＜事業成果＞

千円
　男女平等推進審議会の開催
　苦情処理窓口及び男女平等苦情処理委員の設置

　男女平等に係る諸課題を審議するため、男女平等推進審議会を４回
開催した。
　小金井市男女平等基本条例（平成１５年条例第２８号）に基づく苦情
処理窓口及び苦情又は相談を適切かつ迅速に処理するため苦情処
理委員２人を設置した。

＜事業成果＞
千円

　行財政改革によりスマート自治体への転換及び多様な主体による市民
の福祉の増進を目指すため、自治体ＤＸの推進、公民連携・アウトソーシ
ングの推進、公共施設マネジメントの推進を重点取組として位置付けた行
財政改革２０２５について、行財政改革市民会議から市民目線の意見を
いただきながら、行財政再建推進本部において策定した。
　また、市議会議員との合同勉強会での検討を経て、行財政再建推進本
部にて構築した「施策評価」及び「事務事業評価」からなる新たな行政評
価システムによる行政評価の試行を開始し、長期計画審議会による「施策
評価」の第三者評価を経て結果を公表した。

　行財政改革市民会議、行財政再建推進本部及び長期計画審議会の議
題等の詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「企画
政策課」を参照
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決　算　額

2・1・4-2
１
２

１

２

2・1・8-1

2・1・8-2

　人口減少社会の進行及び新型コロナウイルス感染拡大を契機とした市
民サービスのパラダイムシフトに的確に対応し、市を持続可能な組織とす
るために、制度や組織、運営形態の変革に重点を置いた行財政改革２０
２５を策定する。
　また、第５次基本構想・前期基本計画の実現に向け、施策の目標達成
及び担当課自ら事務事業の見直しが行える仕組みを構築する。

千円

行財政改革事務に要す
る経費

＜事業内容＞

　詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「企画政策
課」を参照

行動計画の推進に要する
経費

＜事業内容＞
　男女平等社会の実現を目指し、行動計画を総合的かつ計画的に推進
するため、以下の事業を行う。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

企画・調整に要する経費

＜事業成果＞

千円
　男女平等推進審議会の開催
　苦情処理窓口及び男女平等苦情処理委員の設置

　男女平等に係る諸課題を審議するため、男女平等推進審議会を４回
開催した。
　小金井市男女平等基本条例（平成１５年条例第２８号）に基づく苦情
処理窓口及び苦情又は相談を適切かつ迅速に処理するため苦情処
理委員２人を設置した。

＜事業成果＞
千円

　行財政改革によりスマート自治体への転換及び多様な主体による市民
の福祉の増進を目指すため、自治体ＤＸの推進、公民連携・アウトソーシ
ングの推進、公共施設マネジメントの推進を重点取組として位置付けた行
財政改革２０２５について、行財政改革市民会議から市民目線の意見を
いただきながら、行財政再建推進本部において策定した。
　また、市議会議員との合同勉強会での検討を経て、行財政再建推進本
部にて構築した「施策評価」及び「事務事業評価」からなる新たな行政評
価システムによる行政評価の試行を開始し、長期計画審議会による「施策
評価」の第三者評価を経て結果を公表した。

　行財政改革市民会議、行財政再建推進本部及び長期計画審議会の議
題等の詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「企画
政策課」を参照
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決　算　額

2・1・8-6

2・1・8-8

2・1・14-1

　詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「企画政策
課」を参照

公共施設マネジメント推
進に要する経費

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

　新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に伴い未利用となる跡地等について、
今後市民参加により策定を予定する活用計画の指針とするため、活用方
策の庁内方針を作成する。
　また、公共施設等の全体を把握し、長期的な視点を持って、更新、統廃
合、長寿命化等を計画的に行うことにより、財政負担を軽減し、及び平準
化するとともに、公共施設等の最適な配置等に関する今後の方向性を示
すため、公共施設等総合管理計画の推進を図る。

事業内容及び成果

　詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「企画政策
課」を参照

　詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「企画政策
課」を参照

＜事業成果＞

新庁舎等建設に要する
経費

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

自治体ＤＸ推進に要する
経費

＜事業内容＞

千円

　市長が着工可能な成案を得られるよう、市長と市議会との意見交換を通
じて庁舎等複合施設建設事業の論点を整理することを目的として、庁舎
等建設に関する協議会を開催するなど、事業の進捗に努める。

事　業　名
款・項・目-事業番号

　デジタル技術を活用したデジタル・トランスフォーメーション（以下「ＤＸ」
という。）の推進により、市民サービスの利便性向上、行政における業務の
効率化の実現を目的としている。デジタル化については多様な技術、手
法等が存在し、専門性も高いことから、効率的にＤＸを推進するため、豊
富な経験と専門的知見を有する外部人材により、手続オンライン化に向け
た業務フローの見直し、ＤＸを推進するために必要な職員の意識醸成な
ど、ＤＸの推進に向けて具体的な技術的支援を受ける。
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決　算　額

１

２

３

４

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

広報秘書課 ＜事業内容＞
広報活動に要する経費
2・1・3-1

　市政に対する市民の理解及び協力の下、市民とともに歩む市政を推進
するため、広報活動を行う。主に、市報「こがねい」の発行、視覚障がい者
（１～６級）の方を対象とした「声の広報」の提供、市及び関係機関の主催
する行事等の広報掲示板への掲示、市ホームページの管理運用等を行
う。

千円

　広報掲示板
　市内９０か所に設置した広報掲示板にポスター等を掲示することによ
り、市政情報を地域に提供した。
　令和４年度広報掲示板整備実績  　　修繕１基

　令和４年度市報「こがねい」発行・配布実績、広報掲示板利用状況及び
印刷物配布実績、「声の広報」送付実績、市ホームページアクセス件数
は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書課」を参照

　市ホームページ
　各課対応ホームページ管理システムの導入により、各課がホームペー
ジを通じて直接情報発信できるようにすることで、情報の即時性の向上
を図りつつ、地域へ情報を提供した。

　市報「こがねい」発行
　市報「こがねい」を発行、全戸配布（小金井市シルバー人材センター
に委託）することにより、行政情報から生活情報まで広く情報を提供し
た。市報をホームページでも見られるようにするため、ＰＤＦ版を作成し
た。また、スマートフォン等で市報が見られるようにするため、閲覧用の
アプリケーションを利用し、情報を提供した。
　声の広報
　市報を朗読しデイジーＣＤ及びＣＤに収録した「声の広報」を、送付希
望のあった視覚障がい者（１～６級）の方に送ることにより、音声による
情報提供を行った。
　市ホームページにも音声データを掲載し、送付対象者以外にも音声
データを提供した。

＜事業成果＞
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決　算　額

１
２

2・1・2-4 ３
４

１

２

３

４

2・1・2-6

2・1・8-7

4・1・3-17（１）

　行政手続の効率化・省力化を図るため、電子申請・アンケートツール
が使用可能な簡易版電子申請サービスを導入した。

＜事業成果＞
千円

　次期住民情報システムの導入は、住民サービスに直結する住民情報シ
ステムの再構築・運用を委託する事業であるため、再構築に当たって、近
隣市である立川市、三鷹市及び日野市の三市が運用している東京自治
体クラウドへ合流し、共同システムの導入支援及び当該クラウドの要件等
の設計を委託し、システム構築を行った。
　・次期住民情報システム導入支援委託料　　　２２，６６６，０５０円

＜事業成果＞

千円

＜事業内容＞

　行政手続のデジタル化を推進するため、簡易版電子申請サービスを
本格導入する。

　文書管理システムの入替えに伴い、ペーパーレス化を含む働き方改
革の促進を図るため、電子決裁機能を追加した。
　グループウエアシステムの入替えに伴い、職員及び組織機関との情
報共有及びコミュニケーションの効率化を図るため、グループによる協
調作業や組織横断的な業務を支援するシステムを導入した。

基幹系システムに要する
経費 　基幹系システムの管理及び運用を行い、次期住民情報システム導入に

向けた設計構築を行う。

　財務会計システムの入替えに伴い、ペーパーレス化の促進及び文書
量の削減を図るため、電子決裁機能及び備品管理機能を追加した。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

情報システム課 ＜事業内容＞
内部情報システムに要す
る経費

　文書管理システムを設計構築し、システムの入替えを行う。
　グループウエアシステムを設計構築し、システムの入替えを行う。
　財務会計システムを設計構築し、システムの入替えを行う。

　・次期住民情報システム設計構築委託料　　　７９，９０４，０００円

地域情報化に要する経
費

千円

＜事業内容＞
　公共施設予約システムを設計構築し、システムの入替えを行う。

＜事業成果＞
　公共施設予約に係る市民の利便性向上及び受付等事務の効率化を図
るため、施設予約システムの設計・導入を行った。

　・基幹系システム修正委託料　　　　　　　　　　  ９０７，５００円
　・基幹系システム機器等借上料　　　　　　　 ２，３４９，６００円

新型コロナウイルスワクチ
ン接種に要する経費

千円

＜事業内容＞
　新型コロナウイルスワクチン接種事業に伴い、基幹系システムの改修及
び必要機器類を調達する。

＜事業成果＞
　新型コロナウイルスワクチン接種（５回目追加接種）における接種対象者
を基幹系システムへ台帳登録するプログラムの改修を行うとともに、ワクチ
ン接種に関する問合せを受け付けるコールセンター等へ設置するための
機器類を調達した。

情報システム課関係経費

決　算　額

１
２
３
４
５
６
７
８

１

２

３

４

５

６
７

８

１
2・1・3-3 ２

３

１

２
３

平和推進事業に要する
経費

＜事業内容＞

千円

　市民が自由に使用できる市民掲示板を整備し、市民の自由な意見交
流及び日常生活の利便に役立てた。

千円

　各種相談業務
　庁内案内業務
　「市政だより」の発行及び「町会長・自治会長連絡会」の開催
　「市民と市長の座談会」及び「みんなのタウンミーティング」の開催
　「市長への手紙」の実施
　「市民の声」投書箱の設置及び受付
　「市長へのファクス」「市長へのＥメール」の受付
　市民掲示板の整備

　令和４年度相談件数は「令和４年度事務報告書」内事務実績の「広
報秘書課」を参照

　市政に対して市民がどのような施策を望み、どのような意見を持って
いるか、市長が市民と直接対話し、市政に反映させることができた。

広聴・相談に要する経費
2・１・3-2

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　ファクス及びＥメールを利用することにより、２４時間いつでも「市民の
声」を受け付けることができた。

　令和４年度実績数は「令和４年度事務報告書」内事務実績の「広報
秘書課」を参照

＜事業成果＞

＜事業成果＞

　３～８の詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「広報
秘書課」を参照

　「市政だより」に市からのお知らせ及び官公署からの連絡事項を掲載
し、町会・自治会を通して地域住民に広く周知できた。「町会長・自治
会長連絡会」の開催により、町会・自治会からの意見・要望等を聴くこと
ができた。

　非核平和映画会、原爆写真パネル展等の催し及び横断幕の掲出を
実施し、「非核平和都市宣言」の趣旨を広く市民に知らせることができ
た。

　詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書
課」を参照

　戦争の記憶を風化させず後世に伝え、未来に平和を引き継いでいく
ため、平成２６年度に制定した小金井平和の日条例（平成２６年条例第
３０号）に基づき、記念行事を開催したことで平和意識の高揚を図ること
ができた。

　新型コロナウイルス感染症の影響により中止

　非核平和事業
　平和行事参加の旅
　小金井平和の日記念行事

　住民基本台帳から無作為に抽出した男女２，０００人に対して実施し
た。市政に対して市民がどのような意見を持っているか直接尋ね、市政
運営の資料として活用できた。
　市民の意見、要望、苦情等を把握し、市政に反映できた。
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決　算　額

１
２

2・1・2-4 ３
４

１

２

３

４

2・1・2-6

2・1・8-7

4・1・3-17（１）

　行政手続の効率化・省力化を図るため、電子申請・アンケートツール
が使用可能な簡易版電子申請サービスを導入した。

＜事業成果＞
千円

　次期住民情報システムの導入は、住民サービスに直結する住民情報シ
ステムの再構築・運用を委託する事業であるため、再構築に当たって、近
隣市である立川市、三鷹市及び日野市の三市が運用している東京自治
体クラウドへ合流し、共同システムの導入支援及び当該クラウドの要件等
の設計を委託し、システム構築を行った。
　・次期住民情報システム導入支援委託料　　　２２，６６６，０５０円

＜事業成果＞

千円

＜事業内容＞

　行政手続のデジタル化を推進するため、簡易版電子申請サービスを
本格導入する。

　文書管理システムの入替えに伴い、ペーパーレス化を含む働き方改
革の促進を図るため、電子決裁機能を追加した。
　グループウエアシステムの入替えに伴い、職員及び組織機関との情
報共有及びコミュニケーションの効率化を図るため、グループによる協
調作業や組織横断的な業務を支援するシステムを導入した。

基幹系システムに要する
経費 　基幹系システムの管理及び運用を行い、次期住民情報システム導入に

向けた設計構築を行う。

　財務会計システムの入替えに伴い、ペーパーレス化の促進及び文書
量の削減を図るため、電子決裁機能及び備品管理機能を追加した。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

情報システム課 ＜事業内容＞
内部情報システムに要す
る経費

　文書管理システムを設計構築し、システムの入替えを行う。
　グループウエアシステムを設計構築し、システムの入替えを行う。
　財務会計システムを設計構築し、システムの入替えを行う。

　・次期住民情報システム設計構築委託料　　　７９，９０４，０００円

地域情報化に要する経
費

千円

＜事業内容＞
　公共施設予約システムを設計構築し、システムの入替えを行う。

＜事業成果＞
　公共施設予約に係る市民の利便性向上及び受付等事務の効率化を図
るため、施設予約システムの設計・導入を行った。

　・基幹系システム修正委託料　　　　　　　　　　  ９０７，５００円
　・基幹系システム機器等借上料　　　　　　　 ２，３４９，６００円

新型コロナウイルスワクチ
ン接種に要する経費

千円

＜事業内容＞
　新型コロナウイルスワクチン接種事業に伴い、基幹系システムの改修及
び必要機器類を調達する。

＜事業成果＞
　新型コロナウイルスワクチン接種（５回目追加接種）における接種対象者
を基幹系システムへ台帳登録するプログラムの改修を行うとともに、ワクチ
ン接種に関する問合せを受け付けるコールセンター等へ設置するための
機器類を調達した。

情報システム課関係経費
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決　算　額

＜事業成果＞

千円

　文書倉庫敷地内（文書倉庫北西側）のブロック塀について新設工事を
行うとともに、附帯工事として同敷地内に設置されている老朽化した排水
溝蓋の取替え工事を実施したことにより、近隣住民、通行者等の安全性を
確保した。

　文書倉庫敷地内の法令に適合していないブロック塀について、安全性
の確保のため、令和２年度及び令和３年度に撤去等を行った。撤去後に
ブロック塀を建設する住居について建設準備の目途が立ったため、新設
工事等を行う。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

総務課 ＜事業内容＞
文書事務に要する経費
2・1・2-1
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決　算　額

＜事業成果＞

千円

　文書倉庫敷地内（文書倉庫北西側）のブロック塀について新設工事を
行うとともに、附帯工事として同敷地内に設置されている老朽化した排水
溝蓋の取替え工事を実施したことにより、近隣住民、通行者等の安全性を
確保した。

　文書倉庫敷地内の法令に適合していないブロック塀について、安全性
の確保のため、令和２年度及び令和３年度に撤去等を行った。撤去後に
ブロック塀を建設する住居について建設準備の目途が立ったため、新設
工事等を行う。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

総務課 ＜事業内容＞
文書事務に要する経費
2・1・2-1

決　算　額

9・1・2-2

千円

消防団活動に要する経
費

地域安全課

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

＜事業内容＞

本団用　防火帽 第１～第５分団用　防火帽

　消防団の活動等に必要な環境を整備する。

＜事業成果＞
　消防力の増強を図ることを目的に、一般社団法人自治総合センターの
コミュニティ助成事業を活用し、防火帽８３個を購入した。
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決　算　額

2・１・10-3

2・１・10-4

　芸術文化振興計画推進委員会を新設し、委員会にて事業内容やフォー
ラムについて検討することができた。
　また、新たな試みとして、はけの森美術館と芸術文化振興計画推進事
業が連携し、プロのダンサーによる身体表現のワークショップ「ダンス保育
園！！」を開催した。小さな子どもがいると足が遠のいてしまいがちな美
術館に心置きなく来館してもらうきっかけとなることを目的としたもので、親
子合わせて８８人が参加し、芸術に触れる機会となった。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

コミュニティ文化課 ＜事業内容＞
文化振興に要する経費

千円

　第２次芸術文化振興計画を推進するため、芸術文化振興計画推進委
員会及びフォーラムを新たに開催する。
　また、市内文化施設との連携により、事業の拡充を図る。

＜事業成果＞

　職員の協働への理解を底上げするため、「対話で進める場づくり」を
テーマとした協働研修を実施する。

　協働を進める第一歩として「対話」で場を作れる職員を増やしたいという
テーマから、多くの職員に参加してもらうため、２回に分けて研修を実施し
た。
　どちらも「対話で進める場づくり」をテーマに研修を行い、１回目は係長
職者を対象とした研修、２回目はあらゆる職層での研修を実施した。
　研修を通じて協働は「対話」から始まり、対話をしながら、共通の目標に
向かって物事を進めていくということを知ってもらうきっかけとなった。また
「対話」への苦手意識が薄くなって、対話の質を上げることで、協働にもよ
り取り組みやすくなることを研修で学んでもらうことができた。

協働理解促進研修

民間非営利団体に要す
る経費

千円

＜事業内容＞

＜事業成果＞

決　算　額

１

２

購入備蓄品

３

４

千円

　災害応急体制の充実を図るため、生活必需品や食糧などの主要救
助物資の充実・増強を図った。

288本カ セ ッ ト ガ ス
ガ ソ リ ン 缶 168リットル 灯 油 缶 112リットル

生 理 用 ナ プ キ ン 3,240枚 哺 乳 び ん

　市民の自発的な防災組織である自主防災組織に、防災対策を推進
するための補助金を交付し、自主防災組織の育成・援助に努めた。

　小金井市地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業交付要綱（令
和３年要綱第５９号）に基づき補助金を交付することで、自主防災組織
が発電機・蓄電池等を購入する際の費用負担を軽減した。

ア ル コ ー ル 消 毒 液 160リットル ヘ ル メ ッ ト 70個
粉 末 消 火 器 80本

180本
哺 乳 び ん 用 乳 首 30個

毛 布 100枚 調 製 粉 乳 28缶
調製粉乳（アレルギー用） 28箱 液 体 ミ ル ク 168缶

ア ル フ ァ ー 米 8,600食 ビ ス ケ ッ ト ・ ラ イ ス ク ッ キー 11,120食
非 常 用 保 存 水 18,120リットル 簡易トイレ便袋セット 2,500回分

投 光 器 2台
マ ン ホ ー ル ト イ レ 30基 備 蓄 倉 庫 3棟

　令和４年度自主防災組織補助金支給額は、「令和４年度事務報告書」
内事務実績の「地域安全課」を参照

災害対策に要する経費
9・1・3-1

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　災害対策の策定、災害予防、応急復旧、避難体制の確保、備蓄品の充
実等を図る。

＜事業成果＞
　震災対策用として、応急資機材の充実・増強を図った。
発 電 機 2台
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決　算　額

2・１・10-3

2・１・10-4

　芸術文化振興計画推進委員会を新設し、委員会にて事業内容やフォー
ラムについて検討することができた。
　また、新たな試みとして、はけの森美術館と芸術文化振興計画推進事
業が連携し、プロのダンサーによる身体表現のワークショップ「ダンス保育
園！！」を開催した。小さな子どもがいると足が遠のいてしまいがちな美
術館に心置きなく来館してもらうきっかけとなることを目的としたもので、親
子合わせて８８人が参加し、芸術に触れる機会となった。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

コミュニティ文化課 ＜事業内容＞
文化振興に要する経費

千円

　第２次芸術文化振興計画を推進するため、芸術文化振興計画推進委
員会及びフォーラムを新たに開催する。
　また、市内文化施設との連携により、事業の拡充を図る。

＜事業成果＞

　職員の協働への理解を底上げするため、「対話で進める場づくり」を
テーマとした協働研修を実施する。

　協働を進める第一歩として「対話」で場を作れる職員を増やしたいという
テーマから、多くの職員に参加してもらうため、２回に分けて研修を実施し
た。
　どちらも「対話で進める場づくり」をテーマに研修を行い、１回目は係長
職者を対象とした研修、２回目はあらゆる職層での研修を実施した。
　研修を通じて協働は「対話」から始まり、対話をしながら、共通の目標に
向かって物事を進めていくということを知ってもらうきっかけとなった。また
「対話」への苦手意識が薄くなって、対話の質を上げることで、協働にもよ
り取り組みやすくなることを研修で学んでもらうことができた。

協働理解促進研修

民間非営利団体に要す
る経費

千円

＜事業内容＞

＜事業成果＞

決　算　額

１

２

購入備蓄品

３

４

千円

　災害応急体制の充実を図るため、生活必需品や食糧などの主要救
助物資の充実・増強を図った。

288本カ セ ッ ト ガ ス
ガ ソ リ ン 缶 168リットル 灯 油 缶 112リットル

生 理 用 ナ プ キ ン 3,240枚 哺 乳 び ん

　市民の自発的な防災組織である自主防災組織に、防災対策を推進
するための補助金を交付し、自主防災組織の育成・援助に努めた。

　小金井市地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業交付要綱（令
和３年要綱第５９号）に基づき補助金を交付することで、自主防災組織
が発電機・蓄電池等を購入する際の費用負担を軽減した。

ア ル コ ー ル 消 毒 液 160リットル ヘ ル メ ッ ト 70個
粉 末 消 火 器 80本

180本
哺 乳 び ん 用 乳 首 30個

毛 布 100枚 調 製 粉 乳 28缶
調製粉乳（アレルギー用） 28箱 液 体 ミ ル ク 168缶

ア ル フ ァ ー 米 8,600食 ビ ス ケ ッ ト ・ ラ イ ス ク ッ キー 11,120食
非 常 用 保 存 水 18,120リットル 簡易トイレ便袋セット 2,500回分

投 光 器 2台
マ ン ホ ー ル ト イ レ 30基 備 蓄 倉 庫 3棟

　令和４年度自主防災組織補助金支給額は、「令和４年度事務報告書」
内事務実績の「地域安全課」を参照

災害対策に要する経費
9・1・3-1

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　災害対策の策定、災害予防、応急復旧、避難体制の確保、備蓄品の充
実等を図る。

＜事業成果＞
　震災対策用として、応急資機材の充実・増強を図った。
発 電 機 2台
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決　算　額

6・1・3-1

１

２

１

２

３ 　コロナ禍における原油価格・物価高騰により、事業活動に影響を受け
ている市内事業者を支援するとともに、市民の生活応援及び地域経済
の活性化を図るため、小金井市商工会において、キャッシュレス決済ポ
イント還元事業を実施した。

キャッシュレス決済ポイント還元額 48,373,891円

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている市内の消費喚起及び
キャッシュレス決済普及促進のため、市民に二次元コードが印刷された
カードタイプのこがねい地域応援券を発行及び配付し、１人１枚当たり
４，０００円を付与した。

発行枚数 発行総額 利用金額 利用率

124,062枚 496,248,000円 455,680,700円 91.8％

申請件数 支給件数 支給金額

小規模事業者サポート補助金 57件 56件 8,576千円

　都市農地保全支援プロジェクト補助金
　都市農地保全を積極的に推進するため、地域や環境に配慮した基
盤整備に係る事業（簡易直売所整備１件）に対して補助を行った。

　令和４年度農業振興連合会の事業内容は、「令和４年度事務報告
書」内事務実績の「経済課」を参照

　商工業の活性化の推進及び創造的産業の育成に向けて、商工会・商
店会への補助、起業家育成支援等を行う。

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けつつも、販路開拓等に取り
組む事業者を支援するため、国の小規模事業者持続化補助金の上乗
せ補助を実施した。

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

経済課 ＜事業内容＞
農業振興対策に要する
経費

　農業振興対策事業の推進及び農業経営の改善、向上を図る事業に対
する補助、農地の持つ多面的機能を活用し、都市農地の保全を推進す
る。

千円

商工振興に要する経費
7・1・2-1

＜事業内容＞

<支給実績>

千円

　農業振興連合会補助金
＜事業成果＞

　農産物生産団体の育成や補助、農業をＰＲする農業祭等イベントの
実施、農業への理解や関心を深めることを目的とした農業絵画コン
クールの実施、農業絵画コンクール入賞作品を活用した食育カレン
ダーの作成等を行った。
　また、原油価格高騰等に伴う価格上昇の負担軽減のため、環境負荷
を低減した農業用資材の購入費助成事業に対し、原油価格高騰等に
伴う価格上昇相当分を上乗せして補助した。
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決　算　額

１

２

３

となりまちフォトラリー 参加者11人

道草市 3回

　３市（武蔵野市、三鷹市、小金井市）の交流人口の拡大を目的とした
３市を巡る「となりまちフォトラリー」を実施した。実施に当たっては、３市
の「おすすめスポット」を公募したほか、公募市民による企画部を設置
し、「おすすめスポット」を参考にしつつフィールドワークを実施しなが
ら、「文学・アニメ」、「音」、「ピクニック」をテーマとしたラリーを企画し、
実施した。
おすすめスポット募集 投稿172投稿（21人）
となりまちラリー企画部 参加者22人

第69回小金井桜まつり 3月25日、26日 都立小金井公園

　まちの賑わい創出を図るため、シティプロモーションの推進及び滞在
（時間消費）型サービスの創出の取組として、こがねいコモンズに関す
るイベント等を実施した。
体験型・参加型イベント 5回

9月9日～12日 宮地楽器ホール

第73回小金井市農業祭 11月12日、13日 フェスティバルコート他

第20回名物市 3月11日 武蔵小金井駅南口

第68回小金井の四季の観光写真コンクール・写真展

　観光振興を図り文化向上の発展に寄与することを目的としている小金井
市観光まちおこし協会及び阿波踊り振興協議会に補助金を交付し観光
行政の振興を図る。

　小金井市観光まちおこし協会が実施する、観光事業の多角化と地域
活動の橋渡しとしてのまちおこし事業の取組に対し、補助を行った。

実施日 場所

＜事業成果＞

観光振興に要する経費
7・1・3-1

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号
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決　算　額

　

２，６５０，０００円
３，３６７，０００円
１，８５０，０００円

⑴　燃料電池コージェネレーションシステム
⑵　太陽光発電システム
⑶　蓄電システム
⑷　太陽熱ソーラーシステム

　住宅用新エネルギー機器等普及促進補助金
　良好な環境を次世代に継承していくため、自然環境の保全及び快適な
生活環境を確保する。二酸化炭素の排出削減に効果のある設備を導入
する者に対し、その設置費用の一部を補助することにより、二酸化炭素削
減に向けた行動を促進する。

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

環境政策課 ＜事業内容＞
環境対策事務に要する
経費

３０，０００円
２，１４８，０００円

　・普通自動車３１件、軽自動車１８件

　市域から排出される温室効果ガス排出量削減に取り組んでおり、地球
温暖化対策を加速させるため、令和４年１月１日に小金井市気候非常事
態宣言を発出し、２０５０年までにゼロカーボンシティの実現を目指す。
　二酸化炭素を排出しない次世代自動車を購入した者へ補助金を交付
することにより、次世代自動車の普及促進及び市域の脱炭素社会の構築
を図る。

4・1・5-3

　補助実績
＜事業成果＞

（５３件）
（３７件）
（３７件）
 （１件）

２，８００，０００円 （２８件）

（内訳）

（２７件）

　・個人４７件、法人２件

＜事業内容＞

⑸　断熱窓

　次世代自動車普及促進補助金

　次世代自動車普及促進のため、環境フォーラムで燃料電池自動車の試
乗会を実施

⑵　プラグインハイブリッド自動車 ２，１００，０００円 （２１件）

＜事業成果＞

⑴　電気自動車
　補助実績
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決　算　額

4・1・5-4 １

２

３

４

１

２

３

４

　間伐体験等を通じて、森林の大切さを学び、地球温暖化防止対策に
ついての意識醸成を図ることができた。

　森林教育事業

　子ども環境ワークショップ

＜事業成果＞
　省エネチャレンジ
　一般家庭及び事業所に日頃のエネルギー使用について考え、省エ
ネ行動に取り組んでもらうきっかけを提供できた。

事業内容及び成果

　市内在住・在学の中学生を対象に、森林体験（間伐体験、造材搬出
体験）を行い、森林の大切さを学習する。
　子ども環境ワークショップ

　地球温暖化、環境保全に関するテーマについてのワークショップを開
催し、日頃の生活の中で、環境保全を意識した行動を考えてもらうきっ
かけを提供できた。

　環境教育事業
　森林保全の講演会、ワークショップ等を実施し、身近な緑の大切さを
学習する機会を提供できた。
　森林教育事業

　環境教育事業

　３歳以上の子ども及びその保護者を対象に、環境に関するテーマに
ついて親子参加型のワークショップを開催し、環境啓発を図る。

事　業　名
款・項・目-事業番号

環境教育事業　樹名板作製

環境啓発に要する経費

千円

＜事業内容＞
　省エネチャレンジ

　小金井第四小学校、東小学校、本町小学校において、森林保全の
講演会、ワークショップ等を実施し、身近な緑の大切さを学習する。

森林教育事業　間伐体験

　温室効果ガス排出量削減のために、一般家庭及び事業所に省エネ
チャレンジに取り組んでもらい、電気・ガス使用量の削減率に応じてさく
らギフトカードを贈呈する。
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決　算　額

8・4・5-4

8・4・5-5

事　業　名
款・項・目-事業番号

　９緑地１２基の公園灯をＬＥＤランプに交換したことにより、電気使用量の
削減及び二酸化炭素排出削減ができ、夜間における公園内の照度不足
が解消され、公園の安全性が向上した。

緑地ＬＥＤ灯具交換修繕 ９９０，０００円

事業内容及び成果

千円

緑地等維持管理に要す
る経費

＜事業内容＞

　様々な関係団体や民間事業者との意見交換会及び市民説明会を通じ
て得られた意見を踏まえ、適切な事業者を選定するための募集資料を作
成した。

　公園灯ＬＥＤ化事業に要する経費
　市立公園の公園灯で使用されている水銀灯、蛍光灯を消費電力が少な
く長寿命であるＬＥＤランプに交換する。
　また、経年劣化の著しい公園灯の柱を交換する。

＜事業成果＞

都市公園等の維持管理
に要する経費

千円

＜事業内容＞
　全ての市立公園、滄浪泉園緑地及び環境楽習館について、包括的に
指定管理者制度を導入するに当たり、施設の質及び魅力の更なる向上を
図るため、事業者募集に係る資料を作成する。

＜事業成果＞

市立公園民間活力導入支援委託料 ３，８１７，０００円

決　算　額

１
8・4・5-6

２

１

２ 梶野公園

　梶野公園整備工事は、令和３年度に東小金井駅土地区画整理事業
により梶野公園南側の都市計画道路３・４・１６号線が整備されたことに
伴い、拡張した公園南側にフェンス及び出入口を設置するとともに、園
路を整備し、利用者の更なる利便性及び安全性の向上を図る。

三楽公園整備工事費 １１，５６６，５００円

三楽公園

千円

　令和３年度に取得した公園北側緑地部分と既存公園部分の一体的
な利用に当たり、支障となる樹木及びフェンスの撤去が完了したが、ト
イレ等の整備には至らなかったため、令和５年度に更なる公園機能の
向上に向けた整備を継続する。

　三楽公園整備工事は、令和３年度に用地取得した三楽公園北側緑
地と公園の既存部分が一体として利用できるように敷地を整備し、既存
の公園施設の機能の向上を図る。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

都市公園等の整備に要
する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞

  区画整理事業により拡幅された公園南側に緊急車両用及び来園者
用の出入口を新たに設置し、園路を整備したことで、防災機能及び利
便性が向上した。

梶野公園整備工事費 ２０，００７，９００円

三楽公園北側緑地部分

梶野公園南側整備後の様子
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決　算　額

8・4・5-4

8・4・5-5

事　業　名
款・項・目-事業番号

　９緑地１２基の公園灯をＬＥＤランプに交換したことにより、電気使用量の
削減及び二酸化炭素排出削減ができ、夜間における公園内の照度不足
が解消され、公園の安全性が向上した。

緑地ＬＥＤ灯具交換修繕 ９９０，０００円

事業内容及び成果

千円

緑地等維持管理に要す
る経費

＜事業内容＞

　様々な関係団体や民間事業者との意見交換会及び市民説明会を通じ
て得られた意見を踏まえ、適切な事業者を選定するための募集資料を作
成した。

　公園灯ＬＥＤ化事業に要する経費
　市立公園の公園灯で使用されている水銀灯、蛍光灯を消費電力が少な
く長寿命であるＬＥＤランプに交換する。
　また、経年劣化の著しい公園灯の柱を交換する。

＜事業成果＞

都市公園等の維持管理
に要する経費

千円

＜事業内容＞
　全ての市立公園、滄浪泉園緑地及び環境楽習館について、包括的に
指定管理者制度を導入するに当たり、施設の質及び魅力の更なる向上を
図るため、事業者募集に係る資料を作成する。

＜事業成果＞

市立公園民間活力導入支援委託料 ３，８１７，０００円

決　算　額

１
8・4・5-6

２

１

２ 梶野公園

　梶野公園整備工事は、令和３年度に東小金井駅土地区画整理事業
により梶野公園南側の都市計画道路３・４・１６号線が整備されたことに
伴い、拡張した公園南側にフェンス及び出入口を設置するとともに、園
路を整備し、利用者の更なる利便性及び安全性の向上を図る。

三楽公園整備工事費 １１，５６６，５００円

三楽公園

千円

　令和３年度に取得した公園北側緑地部分と既存公園部分の一体的
な利用に当たり、支障となる樹木及びフェンスの撤去が完了したが、ト
イレ等の整備には至らなかったため、令和５年度に更なる公園機能の
向上に向けた整備を継続する。

　三楽公園整備工事は、令和３年度に用地取得した三楽公園北側緑
地と公園の既存部分が一体として利用できるように敷地を整備し、既存
の公園施設の機能の向上を図る。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

都市公園等の整備に要
する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞

  区画整理事業により拡幅された公園南側に緊急車両用及び来園者
用の出入口を新たに設置し、園路を整備したことで、防災機能及び利
便性が向上した。

梶野公園整備工事費 ２０，００７，９００円

三楽公園北側緑地部分

梶野公園南側整備後の様子
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決　算　額

１
4・2・2-1

２

１

２

塵芥処理に要する経費
4・2・2-2 １

２

１

２

　令和４年度廃棄物処理の実績は、「令和４年度事務報告書」内事務実
績の「ごみ対策課」を参照

　一般家庭等から排出される可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を
行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。
　粗大ごみ等収集に要する経費
　一般家庭から排出される粗大ごみの収集運搬を行い、生活環境の保
全及び公衆衛生の向上を図る。

　可燃、不燃ごみ収集に要する経費
　分別された可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を迅速かつ堅実に
行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与した。

　粗大ごみ等収集に要する経費
　収集運搬を円滑に行うことで適正な処理が図られ、市民サービスの向
上に寄与した。

　令和４年度粗大ごみの収集量は、「令和４年度事務報告書」内事務実
績の「ごみ対策課」を参照

千円

＜事業内容＞
　市内から発生する廃棄物を適正に処理するとともに、可燃ごみ処理施
設の整備・運営事業を推進する。

＜事業成果＞

　二枚橋焼却場跡地に整備を進めていた不燃・粗大ごみ積替え・保管
施設については、令和３年４月からの工事が終了し、小金井市野川ク
リーンセンターとして、令和４年７月２９日竣工、令和４年８月１日から本格
稼働を開始した。
　中間処理場跡地に整備する資源物処理施設については、令和４年７
月末の中間処理場稼働停止後、令和４年１０月から敷地内建物の解体
工事に着手した。また、工事等に関する市民説明会を令和４年６月及び
令和５年２月に実施した。

塵芥収集に要する経費 　可燃、不燃ごみ収集に要する経費

　令和４年度可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集量は、「令和４年度事務
報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照

＜事業成果＞

　不燃、粗大ごみ及び資源物の処理について、施設の老朽化等を考慮
し、循環型社会の形成に資する施設の再配置を進め、適正処理の維持
を図る。

　可燃ごみ処理施設の設置及び運営等を共同して行うことを目的に設立
した浅川清流環境組合（構成市：日野市、国分寺市、小金井市）では、
可燃ごみ処理施設において、可燃ごみを滞りなく処理することができた。
本市は、組合構成団体として与えられた責任を果たした。

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

ごみ対策課 ＜事業内容＞

千円

決　算　額

4・2・2-3

4・2・2-4

　中間処理場については、清掃関連施設整備基本計画に基づき、中間処
理場跡地に、資源物処理施設の建設を進めるため、令和４年７月末に稼
働を停止した。

中間処理場維持管理に
要する経費

千円

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　二枚橋焼却場跡地にて、不燃・粗大ごみ等の適正な処理を推進するとと
もに、近隣住民との良好な協議体制の維持及び施設の維持管理に努め
る。また、リユース事業として、小金井市野川クリーンセンターに搬入された
粗大ごみから再生可能な家具類の補修等を行い、市が地域情報サイト「ジ
モティー」にリユース品を掲載し、市民へ無償譲渡を行う「ゆづる輪」の試
行実施を開始する。

＜事業成果＞

小金井市野川クリーンセンター

　令和４年度事務状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「ごみ
対策課」を参照

　小金井市野川クリーンセンターについては、令和４年８月１日から本格稼
働を開始した。不燃・粗大ごみ等が搬入され、施設内で積替えを行い、民
間処理施設へ搬出している。また、災害廃棄物一時保管場所の供用も開
始し、平時はバスケットボールコートとして開放している。

　「ゆづる輪」の試行実施により、開始から半年でおおよそ１ｔのごみ減量に
つながった。

清掃関連施設維持管理
に要する経費

＜事業内容＞

　令和４年度事務状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「ごみ
対策課」を参照

千円

　都市環境衛生の向上に資するよう、不燃系ごみの適正な処理を推進す
るとともに、近隣住民との良好な協議体制の維持及び施設の維持管理に
努める。

＜事業成果＞
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決　算　額

4・2・2-3

4・2・2-4

　中間処理場については、清掃関連施設整備基本計画に基づき、中間処
理場跡地に、資源物処理施設の建設を進めるため、令和４年７月末に稼
働を停止した。

中間処理場維持管理に
要する経費

千円

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　二枚橋焼却場跡地にて、不燃・粗大ごみ等の適正な処理を推進するとと
もに、近隣住民との良好な協議体制の維持及び施設の維持管理に努め
る。また、リユース事業として、小金井市野川クリーンセンターに搬入された
粗大ごみから再生可能な家具類の補修等を行い、市が地域情報サイト「ジ
モティー」にリユース品を掲載し、市民へ無償譲渡を行う「ゆづる輪」の試
行実施を開始する。

＜事業成果＞

小金井市野川クリーンセンター

　令和４年度事務状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「ごみ
対策課」を参照

　小金井市野川クリーンセンターについては、令和４年８月１日から本格稼
働を開始した。不燃・粗大ごみ等が搬入され、施設内で積替えを行い、民
間処理施設へ搬出している。また、災害廃棄物一時保管場所の供用も開
始し、平時はバスケットボールコートとして開放している。

　「ゆづる輪」の試行実施により、開始から半年でおおよそ１ｔのごみ減量に
つながった。

清掃関連施設維持管理
に要する経費

＜事業内容＞

　令和４年度事務状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「ごみ
対策課」を参照

千円

　都市環境衛生の向上に資するよう、不燃系ごみの適正な処理を推進す
るとともに、近隣住民との良好な協議体制の維持及び施設の維持管理に
努める。

＜事業成果＞
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決　算　額

4・2・2-5

4・2・2-6

＜事業成果＞

　資源循環型社会の形成に向け、資源物の分別回収及び資源化の推進
を行う。

＜事業内容＞

ごみ減量啓発に要する経
費

　令和４年度資源物回収量及び集団回収の実績は、「令和４年度事務報
告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照

千円

ごみ分別アプリ ごみ減量啓発チラシ

　ごみ減量及び分別の徹底に向けて、生ごみ減量化処理機器購入費補
助金の交付、啓発ツールの活用、ごみゼロ化推進員との協働による活動
の推進等を行う。また、食品ロスの削減に向けた新たな取組として、食品ロ
ス削減推進協力店において食品ロスになりそうな食品・食材を値引きして
出品し、ユーザー登録した市民等が購入する「小金井カメすけ」の実証実
験を開始する。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　資源物の分別回収、生ごみ及び剪定枝等有機性資源の有効活用、自治
会、子供会等による集団回収の実施等により、循環型社会の形成に向け
て限りある資源の有効活用が図られた。

＜事業内容＞

　生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付、ごみ・リサイクルカレン
ダー及びごみ減量啓発チラシの全戸配布、ごみゼロ化推進員との協働に
よる啓発活動のほか、スマートフォン用ごみ分別アプリの配信や小金井カメ
すけの実証実験により、市民のごみ減量意識の高まりを維持・拡大するとと
もに、ごみの減量及び分別の徹底が図られた。

　令和４年度生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付実績及びごみ
ゼロ化推進員活動状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「ごみ
対策課」を参照

＜事業成果＞

千円

資源ごみ回収に要する経
費

決　算　額

3・1・1-2

3・1・1-3

3・1・1-5

円
円
円
円
円
円
円
円

合　　　　　　　計 円

要保護者緊急援護費支給事業
事務所及び事業実施場所の賃借
に要する経費

円

事務所及び事業実施場所の維持
管理に要する経費

円

心身障害者団体補助事業
ボランティア活動推進事業
ふれあいのまちづくり事業

旅費
事業費
緊急福祉資金貸付事業

＜事業成果＞
　小金井市社会福祉協議会職員の人件費及び事業費に対し助成すると
ともに、ボランティアによるまちづくり推進事業、地域福祉総合推進事業等
に取り組み、永続的・自主的なボランティア活動が地域に根付くための基
盤強化を図った。

社会福祉協議会補助金
項　　　　　　目 補　助　金

人件費

　令和４年度民生委員・児童委員関係の協議会開催状況等については、
「令和４年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

社会福祉協議会に要す
る経費

千円

＜事業内容＞
　地域住民が主体となった組織的運営により、福祉のまちづくりを目指し
て、地域社会における社会福祉活動の調査研究、連絡調整、普及宣伝、
総合的企画促進等を行う。

　市内に６４人（令和５年３月３１日現在）の委員を配置し、地域の福祉向
上に努めた。

民生委員等に要する経
費

千円

＜事業内容＞
　民生委員・児童委員が、生活困窮者、高齢者、心身障がい者、児童、母
子等、援助を必要とする方に対して、相談、指導、助言等を行う。

＜事業成果＞
　地域住民の社会福祉への関心を高め、参加を促すとともに、行政の画
一性及び限界を補い、きめ細やかな社会福祉サービスの提供のため、調
査、相談、指導、助言等の活動を行い、もって社会福祉の増進に努めた。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

地域福祉課 ＜事業内容＞
社会福祉委員に要する
経費

　地域の人からの相談を行政につなげること及び調整、指導、助言等の
活動により、社会福祉の増進に努める。

＜事業成果＞
千円
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決　算　額

3・1・1-2

3・1・1-3

3・1・1-5

円
円
円
円
円
円
円
円

合　　　　　　　計 円

要保護者緊急援護費支給事業
事務所及び事業実施場所の賃借
に要する経費

円

事務所及び事業実施場所の維持
管理に要する経費

円

心身障害者団体補助事業
ボランティア活動推進事業
ふれあいのまちづくり事業

旅費
事業費
緊急福祉資金貸付事業

＜事業成果＞
　小金井市社会福祉協議会職員の人件費及び事業費に対し助成すると
ともに、ボランティアによるまちづくり推進事業、地域福祉総合推進事業等
に取り組み、永続的・自主的なボランティア活動が地域に根付くための基
盤強化を図った。

社会福祉協議会補助金
項　　　　　　目 補　助　金

人件費

　令和４年度民生委員・児童委員関係の協議会開催状況等については、
「令和４年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

社会福祉協議会に要す
る経費

千円

＜事業内容＞
　地域住民が主体となった組織的運営により、福祉のまちづくりを目指し
て、地域社会における社会福祉活動の調査研究、連絡調整、普及宣伝、
総合的企画促進等を行う。

　市内に６４人（令和５年３月３１日現在）の委員を配置し、地域の福祉向
上に努めた。

民生委員等に要する経
費

千円

＜事業内容＞
　民生委員・児童委員が、生活困窮者、高齢者、心身障がい者、児童、母
子等、援助を必要とする方に対して、相談、指導、助言等を行う。

＜事業成果＞
　地域住民の社会福祉への関心を高め、参加を促すとともに、行政の画
一性及び限界を補い、きめ細やかな社会福祉サービスの提供のため、調
査、相談、指導、助言等の活動を行い、もって社会福祉の増進に努めた。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

地域福祉課 ＜事業内容＞
社会福祉委員に要する
経費

　地域の人からの相談を行政につなげること及び調整、指導、助言等の
活動により、社会福祉の増進に努める。

＜事業成果＞
千円
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決　算　額

3・1・1-7

負担金・補助金
3・1・1-14 １

２

１

・ ・
・ ・
・ ・
・
・

２

　福祉全般を対象とした福祉サービス苦情調整委員制度により、小金井
市福祉サービス苦情調整委員設置条例（平成１５年条例第８号）に基づき
設置された２人の福祉オンブズマンが、利用者からの苦情等を受けて、公
正な第三者的機関として市及び関係者からの事情聴取、調査等を行う。

＜事業成果＞
　市民から寄せられた苦情等の内容に関して、個々の事情に応じて、説
明・助言、調査・照会、当事者間の調整、他機関への紹介等を行い、相
談事例等の解決に努めた。

事業内容及び成果

　市内８つの福祉団体に対して、地域活動の発展及び育成の見地から
補助金（１団体当たり７５，０００円から８０，０００円まで）を交付した。

　小金井市遺族会

　令和４年度福祉サービス苦情調整委員関係については、「令和４年度
事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

千円

＜事業内容＞
　福祉団体補助
　社会福祉の増進及び地域活動の発展・育成に資する。

　小金井市身体障害者福祉協会
　小金井市手をつなぐ親の会

　福祉サービス第三者評価受審費補助
　福祉サービス提供事業者が、第三者機関による評価を受け、その評
価を公表することで、サービスの質の向上を図る。また、福祉サービス
利用者は受審結果の情報を得ることで、自分に合ったサービスを選択
することができ、利用者本位のサービスの提供が推進された。

　令和４年度福祉サービス第三者評価受審費補助関係については、「令
和４年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　福祉サービス第三者評価受審費補助
　小金井市内に事業所がある福祉サービス提供事業者が、東京都福
祉サービス評価推進機構が認証した評価機関による福祉サービス第
三者評価を受審した場合に、その受審費の一部を補助する。

＜事業成果＞

　小金井市母子寡婦福祉会
　小金井市視力障害者の会 　小金井市聴覚障害者協会
　小金井市精神障害者家族会（あじさい会）

　福祉団体補助

事　業　名
款・項・目-事業番号

福祉サービス苦情調整委
員に要する経費

＜事業内容＞

千円

　小金井地区肝友会

決　算　額

3・1・1-16

3・1・1-19

3・1・1-24

　権利擁護及び成年後見制度に関する様々なサポート、相談等に対応
し、社会福祉の増進を図った。

＜事業内容＞

　認知症高齢者、知的障がいのある方、精神に障がいのある方、判断能
力に不安のある方等の尊厳及び権利を守るため、利用者サポート、専門
相談並びに成年後見制度利用に関する相談及び助成を行う。また、成年
後見関係機関等との連絡会を開催し、関係機関の連携を行う。

＜事業成果＞

　令和４年度権利擁護センター運営関係については、「令和４年度事務
報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

事業内容及び成果

　避難行動要支援者名簿作成及び個別支援プラン作成に向けた取組を
実施するなど、災害時等に支援を必要とする高齢者、障がいのある方等
が必要な支援を受けられるための体制を整備する。また、救急医療災害
支援情報キットの配布を行い、高齢者、障がいのある方等が救急及び災
害時において適切な医療及び支援を受けられる環境を整備する。

＜事業成果＞
　新型コロナウイルス感染症の影響により、活動が大幅に制限されたもの
の、避難行動要支援者名簿を更新し、消防署、警察署、民生委員・児童
委員、自主防災組織等と情報を共有するなど災害に備えた地域の協力
体制づくりの推進を図ることができた。また、高齢者、障がいのある方等に
救急医療災害支援情報キットを給付することにより、救急及び災害時にお
いて適切な医療及び支援を受けられる環境を整備することができた。

事　業　名
款・項・目-事業番号

低所得者・離職者対策事
業に要する経費

＜事業内容＞
　学習塾等受講料及び高校・大学等の受験料について無利子で貸付け
を行い、一定所得以下の世帯の中学３年生及び高校３年生を支援する。
高校・大学等に入学できた場合、申請することで貸付金の返済が全額免
除される。

福祉サービス総合支援事
業に要する経費

＜事業内容＞

千円

災害時避難行動要支援
者支援事業に要する経
費

＜事業成果＞
　学習塾などの費用及び受験費用を貸し付けることにより、一定所得以下
の世帯の子どもの教育環境を整えることができた。

　令和４年度低所得者・離職者対策事業の状況については、「令和４年度
事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

千円

千円
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決　算　額

3・1・1-7

負担金・補助金
3・1・1-14 １

２

１

・ ・
・ ・
・ ・
・
・

２

　福祉全般を対象とした福祉サービス苦情調整委員制度により、小金井
市福祉サービス苦情調整委員設置条例（平成１５年条例第８号）に基づき
設置された２人の福祉オンブズマンが、利用者からの苦情等を受けて、公
正な第三者的機関として市及び関係者からの事情聴取、調査等を行う。

＜事業成果＞
　市民から寄せられた苦情等の内容に関して、個々の事情に応じて、説
明・助言、調査・照会、当事者間の調整、他機関への紹介等を行い、相
談事例等の解決に努めた。

事業内容及び成果

　市内８つの福祉団体に対して、地域活動の発展及び育成の見地から
補助金（１団体当たり７５，０００円から８０，０００円まで）を交付した。

　小金井市遺族会

　令和４年度福祉サービス苦情調整委員関係については、「令和４年度
事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

千円

＜事業内容＞
　福祉団体補助
　社会福祉の増進及び地域活動の発展・育成に資する。

　小金井市身体障害者福祉協会
　小金井市手をつなぐ親の会

　福祉サービス第三者評価受審費補助
　福祉サービス提供事業者が、第三者機関による評価を受け、その評
価を公表することで、サービスの質の向上を図る。また、福祉サービス
利用者は受審結果の情報を得ることで、自分に合ったサービスを選択
することができ、利用者本位のサービスの提供が推進された。

　令和４年度福祉サービス第三者評価受審費補助関係については、「令
和４年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　福祉サービス第三者評価受審費補助
　小金井市内に事業所がある福祉サービス提供事業者が、東京都福
祉サービス評価推進機構が認証した評価機関による福祉サービス第
三者評価を受審した場合に、その受審費の一部を補助する。

＜事業成果＞

　小金井市母子寡婦福祉会
　小金井市視力障害者の会 　小金井市聴覚障害者協会
　小金井市精神障害者家族会（あじさい会）

　福祉団体補助

事　業　名
款・項・目-事業番号

福祉サービス苦情調整委
員に要する経費

＜事業内容＞

千円

　小金井地区肝友会

決　算　額

3・1・1-16

3・1・1-19

3・1・1-24

　権利擁護及び成年後見制度に関する様々なサポート、相談等に対応
し、社会福祉の増進を図った。

＜事業内容＞

　認知症高齢者、知的障がいのある方、精神に障がいのある方、判断能
力に不安のある方等の尊厳及び権利を守るため、利用者サポート、専門
相談並びに成年後見制度利用に関する相談及び助成を行う。また、成年
後見関係機関等との連絡会を開催し、関係機関の連携を行う。

＜事業成果＞

　令和４年度権利擁護センター運営関係については、「令和４年度事務
報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

事業内容及び成果

　避難行動要支援者名簿作成及び個別支援プラン作成に向けた取組を
実施するなど、災害時等に支援を必要とする高齢者、障がいのある方等
が必要な支援を受けられるための体制を整備する。また、救急医療災害
支援情報キットの配布を行い、高齢者、障がいのある方等が救急及び災
害時において適切な医療及び支援を受けられる環境を整備する。

＜事業成果＞
　新型コロナウイルス感染症の影響により、活動が大幅に制限されたもの
の、避難行動要支援者名簿を更新し、消防署、警察署、民生委員・児童
委員、自主防災組織等と情報を共有するなど災害に備えた地域の協力
体制づくりの推進を図ることができた。また、高齢者、障がいのある方等に
救急医療災害支援情報キットを給付することにより、救急及び災害時にお
いて適切な医療及び支援を受けられる環境を整備することができた。

事　業　名
款・項・目-事業番号

低所得者・離職者対策事
業に要する経費

＜事業内容＞
　学習塾等受講料及び高校・大学等の受験料について無利子で貸付け
を行い、一定所得以下の世帯の中学３年生及び高校３年生を支援する。
高校・大学等に入学できた場合、申請することで貸付金の返済が全額免
除される。

福祉サービス総合支援事
業に要する経費

＜事業内容＞

千円

災害時避難行動要支援
者支援事業に要する経
費

＜事業成果＞
　学習塾などの費用及び受験費用を貸し付けることにより、一定所得以下
の世帯の子どもの教育環境を整えることができた。

　令和４年度低所得者・離職者対策事業の状況については、「令和４年度
事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

千円

千円

― 47 ―



決　算　額

3・1・1-28

3・1・1-31

１

２
３

3・1・1-32

　気軽に相談できる福祉総合相談窓口として周知を行い、多様な福祉相
談に対応した。包括化推進員（地区担当）１人を増員し相談体制の強化を
図り、特に従来の支援では対応が困難な複合的な課題を抱える相談につ
いては、関係機関と連携・協働して包括的な支援を行うとともに、支援の
終結まで見守っている。

　令和４年度福祉総合相談窓口の状況については、「令和４年度事務報
告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　生活困窮者の自立に向け、包括的かつ継続的な相談支援を行うととも
に、住居確保給付金及び新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支
援金の支給、家計管理及び債務整理に関する支援並びに子どもの学習
支援を行う。

＜事業成果＞

　令和４年度地域福祉推進委員会開催状況については、「令和４年度事
務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

生活困窮者自立相談支
援事業に要する経費

＜事業内容＞

千円

　令和４年度生活困窮者自立相談支援の状況については、「令和４年度
事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

保健福祉総合計画推進
事業に要する経費

＜事業成果＞
　保健福祉総合計画改定の審議、地域福祉計画の進捗状況の確認及
び評価を行うため、地域福祉推進委員会を３回開催した。
　令和３年度実績報告書を作成した。
　保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査を実施した。

千円

＜事業内容＞
　保健福祉の推進に当たり、小金井市保健福祉総合計画の着実な実施
及び進行管理並びに取組状況の評価を行う。
　令和５年度末を計画期間とする現計画（第２期）の改定を行う。

　生活困窮者の自立に向けた相談支援を行ったほか、住居確保給付金
等の支給による就職活動の支援、家計改善及び債務整理に向けた支援
並びに子どもの進学支援を行うことができた。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

福祉総合相談窓口に要
する経費

千円

＜事業内容＞
　福祉総合相談窓口を設置し、全ての市民を対象に複合的で複雑な課
題の解決に向けた総合支援を行う。

＜事業成果＞

決　算　額

地域福祉基金積立金
3・1・9-1

3・1・11-1

地域福祉課関係経費
3・1・12-1（2）

地域福祉課関係経費
3・1・13-1（2）

千円

　地域福祉施策の推進を図るための安定的な財源の確保に資するため、
基金を積み立てる。

＜事業成果＞

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

＜事業内容＞

　１世帯５万円の給付を行い、支援を行うことができた。

　令和４年度価格高騰緊急支援給付金給付状況については、「令和４年
度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　令和４年度住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付状況に
ついては、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業内容＞
　（仮称）新福祉会館の利用申込み、貸出しに関する手続等について検
討・協議するため、（仮称）新福祉会館管理運営計画策定委員会を開催
し、（仮称）新福祉会館管理運営計画を策定する。

（仮称）新福祉会館に要
する経費

千円

＜事業成果＞
　庁舎等複合施設建設事業について、物価高騰等による市財政への影
響等を考慮して、今後の方向性等を検討することになったため、（仮称）
新福祉会館管理運営計画策定委員会の開催を延期し、（仮称）新福祉会
館管理運営計画の策定に至らなかった。

　積立元金として９９７，０００円、積立利子として１４，８３９円の地域福祉基
金を積み立てた。

住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金
給付に要する経費

千円

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面
した方が、速やかに生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民税非課税
世帯等に対して１世帯当たり１０万円を「プッシュ型」で給付する。

＜事業成果＞
　１世帯１０万円の給付を行い、支援を行うことができた。

＜事業内容＞

価格高騰緊急支援給付
金給付に要する経費

千円

　電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増により、様々な困難に直
面した方が、速やかに生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民税非課
税世帯等に対して１世帯当たり５万円を「プッシュ型」で給付する。

＜事業内容＞

＜事業成果＞
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決　算　額

3・1・1-28

3・1・1-31

１

２
３

3・1・1-32

　気軽に相談できる福祉総合相談窓口として周知を行い、多様な福祉相
談に対応した。包括化推進員（地区担当）１人を増員し相談体制の強化を
図り、特に従来の支援では対応が困難な複合的な課題を抱える相談につ
いては、関係機関と連携・協働して包括的な支援を行うとともに、支援の
終結まで見守っている。

　令和４年度福祉総合相談窓口の状況については、「令和４年度事務報
告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　生活困窮者の自立に向け、包括的かつ継続的な相談支援を行うととも
に、住居確保給付金及び新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支
援金の支給、家計管理及び債務整理に関する支援並びに子どもの学習
支援を行う。

＜事業成果＞

　令和４年度地域福祉推進委員会開催状況については、「令和４年度事
務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

生活困窮者自立相談支
援事業に要する経費

＜事業内容＞

千円

　令和４年度生活困窮者自立相談支援の状況については、「令和４年度
事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

保健福祉総合計画推進
事業に要する経費

＜事業成果＞
　保健福祉総合計画改定の審議、地域福祉計画の進捗状況の確認及
び評価を行うため、地域福祉推進委員会を３回開催した。
　令和３年度実績報告書を作成した。
　保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査を実施した。

千円

＜事業内容＞
　保健福祉の推進に当たり、小金井市保健福祉総合計画の着実な実施
及び進行管理並びに取組状況の評価を行う。
　令和５年度末を計画期間とする現計画（第２期）の改定を行う。

　生活困窮者の自立に向けた相談支援を行ったほか、住居確保給付金
等の支給による就職活動の支援、家計改善及び債務整理に向けた支援
並びに子どもの進学支援を行うことができた。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

福祉総合相談窓口に要
する経費

千円

＜事業内容＞
　福祉総合相談窓口を設置し、全ての市民を対象に複合的で複雑な課
題の解決に向けた総合支援を行う。

＜事業成果＞

決　算　額

地域福祉基金積立金
3・1・9-1

3・1・11-1

地域福祉課関係経費
3・1・12-1（2）

地域福祉課関係経費
3・1・13-1（2）

千円

　地域福祉施策の推進を図るための安定的な財源の確保に資するため、
基金を積み立てる。

＜事業成果＞

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

＜事業内容＞

　１世帯５万円の給付を行い、支援を行うことができた。

　令和４年度価格高騰緊急支援給付金給付状況については、「令和４年
度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　令和４年度住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付状況に
ついては、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業内容＞
　（仮称）新福祉会館の利用申込み、貸出しに関する手続等について検
討・協議するため、（仮称）新福祉会館管理運営計画策定委員会を開催
し、（仮称）新福祉会館管理運営計画を策定する。

（仮称）新福祉会館に要
する経費

千円

＜事業成果＞
　庁舎等複合施設建設事業について、物価高騰等による市財政への影
響等を考慮して、今後の方向性等を検討することになったため、（仮称）
新福祉会館管理運営計画策定委員会の開催を延期し、（仮称）新福祉会
館管理運営計画の策定に至らなかった。

　積立元金として９９７，０００円、積立利子として１４，８３９円の地域福祉基
金を積み立てた。

住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金
給付に要する経費

千円

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面
した方が、速やかに生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民税非課税
世帯等に対して１世帯当たり１０万円を「プッシュ型」で給付する。

＜事業成果＞
　１世帯１０万円の給付を行い、支援を行うことができた。

＜事業内容＞

価格高騰緊急支援給付
金給付に要する経費

千円

　電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増により、様々な困難に直
面した方が、速やかに生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民税非課
税世帯等に対して１世帯当たり５万円を「プッシュ型」で給付する。

＜事業内容＞

＜事業成果＞
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決　算　額

１

２

３

　障害福祉サービス事業所等の職員及び利用者のPCR検査等の受検
に必要となる経費について補助することにより、新型コロナウイルス感
染拡大防止の取組を支援した。
　長期化する新型コロナウイルス感染症の影響下において、原油価格・
物価高騰に直面する障害福祉サービス事業所等に対し、価格高騰等
に伴う価格上昇相当分を補助し、事業の安定的な運営を支援した。

　新型コロナウイルス感染症の影響下における感染症対策のための補
助、物価高騰の負担を軽減するための支援金等を交付する。

＜事業内容＞新型コロナウイルス感染
症対策に要する経費
3・1・2-32

＜事業成果＞
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図りつつ事業運営を継
続する障害福祉サービス事業所等に対し、運営に要する経費を補助
することで、事業の安定的な運営を支援した。

医療的ケア児支援事業に
要する経費

千円

　医療的ケア児が、その心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉、
教育、子育て等の各関連分野の支援を受けられるよう、関係機関との連
絡調整を行うため、小金井市医療的ケア児支援連携推進協議会を設置
する。

＜事業成果＞
　令和４年１１月及び令和５年２月に開催し、議事録を市ホームページに
掲載した。また、次年度に予定している、医療的ケア児支援コーディネー
ターの業務について検討を行った。

＜事業内容＞

その他事務に要する経費
3・1・2-11

千円

　障害のある人もない人も共に学び共に生きる社会を目指す小金井市条
例（平成３０年条例第２８号）の改正に伴い、事業所による合理的な配慮の
提供を努力義務から義務化としたことから、事業所の負担を減らすために
合理的な配慮の提供に必要な費用の一部を助成する。また、合理的な配
慮の提供店の目印となるステッカーを作成する。

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

自立生活支援課 ＜事業内容＞

千円

　助成事業について１件の交付決定を行い、合理的な配慮の提供による
障害者差別の解消が推進された。

3・1・2-33

決　算　額

3・3・2-1

3・3・3-1

＜事業成果＞
　被保護世帯に対して、生活の安定及び自立の助長を図ることができた。

　令和４年度生活保護法外援護の状況については、「令和４年度事務報
告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　生活困窮のため最低限度の生活を維持できない方々に対し、必要に応
じて生活・住宅・教育・医療・介護・出産・生業・葬祭扶助を行うとともに、
自立のための扶助を行う。

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

生活保護扶助に要する
経費

　令和４年度生活保護関係の状況については、「令和４年度事務報告書」
内事務実績の「地域福祉課」を参照

生活保護法外援護に要
する経費

＜事業内容＞

千円

千円

＜事業内容＞
　被保護世帯に対し、入浴券及び図書券の給付、就職支度金及び自立
促進事業による自立支援に要する経費の一部の支給等、生活保護法（昭
和２５年法律第１４４号）に定められている以外の援護を行う。

　被保護世帯に対して、最低生活の保障及び自立の助長を図ることがで
きた。

― 50 ―



決　算　額

１

２

３

　障害福祉サービス事業所等の職員及び利用者のPCR検査等の受検
に必要となる経費について補助することにより、新型コロナウイルス感
染拡大防止の取組を支援した。
　長期化する新型コロナウイルス感染症の影響下において、原油価格・
物価高騰に直面する障害福祉サービス事業所等に対し、価格高騰等
に伴う価格上昇相当分を補助し、事業の安定的な運営を支援した。

　新型コロナウイルス感染症の影響下における感染症対策のための補
助、物価高騰の負担を軽減するための支援金等を交付する。

＜事業内容＞新型コロナウイルス感染
症対策に要する経費
3・1・2-32

＜事業成果＞
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図りつつ事業運営を継
続する障害福祉サービス事業所等に対し、運営に要する経費を補助
することで、事業の安定的な運営を支援した。

医療的ケア児支援事業に
要する経費

千円

　医療的ケア児が、その心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉、
教育、子育て等の各関連分野の支援を受けられるよう、関係機関との連
絡調整を行うため、小金井市医療的ケア児支援連携推進協議会を設置
する。

＜事業成果＞
　令和４年１１月及び令和５年２月に開催し、議事録を市ホームページに
掲載した。また、次年度に予定している、医療的ケア児支援コーディネー
ターの業務について検討を行った。

＜事業内容＞

その他事務に要する経費
3・1・2-11

千円

　障害のある人もない人も共に学び共に生きる社会を目指す小金井市条
例（平成３０年条例第２８号）の改正に伴い、事業所による合理的な配慮の
提供を努力義務から義務化としたことから、事業所の負担を減らすために
合理的な配慮の提供に必要な費用の一部を助成する。また、合理的な配
慮の提供店の目印となるステッカーを作成する。

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

自立生活支援課 ＜事業内容＞

千円

　助成事業について１件の交付決定を行い、合理的な配慮の提供による
障害者差別の解消が推進された。

3・1・2-33

決　算　額

3・3・2-1

3・3・3-1

＜事業成果＞
　被保護世帯に対して、生活の安定及び自立の助長を図ることができた。

　令和４年度生活保護法外援護の状況については、「令和４年度事務報
告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　生活困窮のため最低限度の生活を維持できない方々に対し、必要に応
じて生活・住宅・教育・医療・介護・出産・生業・葬祭扶助を行うとともに、
自立のための扶助を行う。

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

生活保護扶助に要する
経費

　令和４年度生活保護関係の状況については、「令和４年度事務報告書」
内事務実績の「地域福祉課」を参照

生活保護法外援護に要
する経費

＜事業内容＞

千円

千円

＜事業内容＞
　被保護世帯に対し、入浴券及び図書券の給付、就職支度金及び自立
促進事業による自立支援に要する経費の一部の支給等、生活保護法（昭
和２５年法律第１４４号）に定められている以外の援護を行う。

　被保護世帯に対して、最低生活の保障及び自立の助長を図ることがで
きた。
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決　算　額

１

２

３

＜事業成果＞
　令和５年８月の開設に向け、令和４年度においては工事進捗率が７２％
に達した。

認知症高齢者グループホーム完成イメージ図

　介護事業所等の職員及び利用者のPCR検査等の受検に必要となる
経費について補助することにより、新型コロナウイルス感染拡大防止の
取組を支援した。
　長期化する新型コロナウイルス感染症の影響下において、原油価格・
物価高騰に直面する介護事業所等に対し、価格高騰等に伴う価格上
昇相当分を補助し、事業の安定的な運営を支援した。

認知症高齢者グループ
ホーム緊急整備支援事
業に要する経費
3・1・4-45

千円

＜事業内容＞
　認知症高齢者が、家庭的な環境の中、専門知識と技術を持つ職員によ
り日常生活における支援を受けながら生活することで、精神的に安定し、
認知症の進行を緩やかにすることによって、安定した生活ができる認知症
高齢者グループホームの整備に要する費用を補助する。

新型コロナウイルス感染
症対策に要する経費
3・1・4-43

千円

　新型コロナウイルス感染症の影響下における感染症対策のための補
助、物価高騰の負担を軽減するための支援金等を交付する。

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図りつつ事業運営を継
続する介護事業所等に対し、運営に要する経費を補助することで、事
業の安定的な運営を支援した。

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

介護福祉課 ＜事業内容＞

決　算　額

4・1・1-33

　利用人数（延べ人数）
　日帰り：１４３人
　宿泊：　　３８人
　令和５年２月から１施設追加して実施（計２施設）

＜事業成果＞
　令和４年度より対象月齢を生後４か月から１歳未満までの子とその母に
拡大するとともに、産後ケアの利用料を減額及び多胎児加算を撤廃した
ことで、市民にとって利便性が向上し、事業全体の利用人数の増加につ
ながった。心身のケア、育児サポート等を行ったことで、子育て支援の充
実を図った。

千円

4・1・1-32

　産後ケア事業では、産後１年未満の母子に対して心身のケア、育児サ
ポート等を行うことにより、産後に母親が安心して子育てをすることができ
る支援体制を確保し、子育て支援の充実を図る。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

健康課 ＜事業内容＞
産後ケア事業に要する経
費

＜事業内容＞
　３歳未満の双子などの多胎児を養育する家庭を対象に、面談を実施し
て、多胎児家庭の抱える負担を軽減し、安心して子育てをする環境を整
える。面談後は、タクシーチケットとしても利用できるこども商品券を配布
する。

＜事業成果＞

子育て世代包括支援セン
ターに要する経費

千円

　３歳未満の多胎児を養育する全家庭に対し、地区担当保健師が面談又
は訪問を実施し、育児状況に応じた情報提供及びサービス紹介をし、育
児負担の軽減を図った。面談終了時に、こども商品券を配布した。
　（令和４年度面談数）
　０歳児：２２件
　１歳児：１１件
　２歳児：１５件
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決　算　額

4・1・1-33

　利用人数（延べ人数）
　日帰り：１４３人
　宿泊：　　３８人
　令和５年２月から１施設追加して実施（計２施設）

＜事業成果＞
　令和４年度より対象月齢を生後４か月から１歳未満までの子とその母に
拡大するとともに、産後ケアの利用料を減額及び多胎児加算を撤廃した
ことで、市民にとって利便性が向上し、事業全体の利用人数の増加につ
ながった。心身のケア、育児サポート等を行ったことで、子育て支援の充
実を図った。

千円

4・1・1-32

　産後ケア事業では、産後１年未満の母子に対して心身のケア、育児サ
ポート等を行うことにより、産後に母親が安心して子育てをすることができ
る支援体制を確保し、子育て支援の充実を図る。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

健康課 ＜事業内容＞
産後ケア事業に要する経
費

＜事業内容＞
　３歳未満の双子などの多胎児を養育する家庭を対象に、面談を実施し
て、多胎児家庭の抱える負担を軽減し、安心して子育てをする環境を整
える。面談後は、タクシーチケットとしても利用できるこども商品券を配布
する。

＜事業成果＞

子育て世代包括支援セン
ターに要する経費

千円

　３歳未満の多胎児を養育する全家庭に対し、地区担当保健師が面談又
は訪問を実施し、育児状況に応じた情報提供及びサービス紹介をし、育
児負担の軽減を図った。面談終了時に、こども商品券を配布した。
　（令和４年度面談数）
　０歳児：２２件
　１歳児：１１件
　２歳児：１５件
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決　算　額

１

２

３

４

１

２

３

４

小児インフルエンザ予防
接種に要する経費
4・1・3-18

千円

4・1・3-4

千円

　生活に必要な物品の買物を代行する新型コロナウイルス感染症自宅
療養者等買物支援事業を実施する公益社団法人小金井市シルバー
人材センターに対して、経費の一部を補助する。

　自宅療養者等にパルスオキシメータ及び生活に必要な物品を供与す
ることにより、同居家族等による支援を受けることが困難な者について
支援を行った。

＜事業内容＞

　業務継続計画の基本的な考え方として、修正の趣旨、概要、防災関
連計画との位置付け等について、新型コロナウイルス感染症対策を踏
まえて、市体制の活動内容（事務分掌）及び非常時の業務継続体制等
を見直し、新型コロナウイルス感染症対応により新たに発生する業務を
含めて、各部課における業務優先区分を修正した。
　また、業務継続に向けた環境整備として、職員の感染予防・拡大防
止策及び庁舎内での感染予防・拡大防止策を追記した。

　新型コロナウイルス感染症及びインフルエンザの同時流行を防ぐことで、
医療機関のひっ迫を避けることを目的とし、インフルエンザ予防接種費用
のうち、高齢者については全部を、小児については一部を負担する。

＜事業成果＞

4・1・2-2

＜事業成果＞

　自宅療養中の新型コロナウイルス感染症の陽性患者及び陽性患者
の濃厚接触者で外出を自粛する者に、パルスオキシメータ及び生活に
必要な物品を供与する。

事業内容及び成果

　インフルエンザ予防接種費用を負担することで、予防接種の接種率が
上がり、医療機関のひっ迫を防ぐことができた。

事　業　名
款・項・目-事業番号

　新型インフルエンザ等の流行期に、限られた人員で、小金井市新型
インフルエンザ等対策行動計画に掲げた業務及び市民生活に欠かせ
ない業務を遂行するために平成２８年３月に策定した小金井市新型イ
ンフルエンザ等対策業務継続計画（ＢＣＰ）を、新型コロナウイルス感染
症（COVID-１９）の発生を踏まえて修正する。

　買物支援事業の実施により、同居家族等による支援を受けることが困
難な者に対して必要な支援を行うことができた。
　ＰＣＲ検査を受ける軽症者のうち、医療機関への移動手段がない者を
対象とした送迎サービスを実施した。

千円

感染症予防関係に要す
る経費

＜事業内容＞

　ＰＣＲ検査を受ける軽症者のうち、医療機関への移動手段がない者を
対象とした送迎サービスを実施する。

インフルエンザ予防接種
に要する経費

決　算　額

新型コロナウイルスワクチ
ン接種に要する経費
健康課関係経費

＜事業成果＞
　新型コロナウイルスワクチンの接種を希望する市民等が迅速かつ適正
に接種を受けられるよう、接種体制を構築した。集団接種会場・大規模接
種会場を開設するとともに、市内の接種実施医療機関の協力の下、接種
を実施した。

　令和４年度の接種者数は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「健
康課」を参照

＜事業内容＞

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

千円

　新型コロナウイルスワクチンの接種を市民等へ行うに当たって、市内医
療機関での接種体制の確保、集団接種会場・大規模接種会場の開設・
運営等の接種体制を構築し、ワクチン接種を希望する市民等に接種を実
施する。

4・1・3-17（2）
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決　算　額

新型コロナウイルスワクチ
ン接種に要する経費
健康課関係経費

＜事業成果＞
　新型コロナウイルスワクチンの接種を希望する市民等が迅速かつ適正
に接種を受けられるよう、接種体制を構築した。集団接種会場・大規模接
種会場を開設するとともに、市内の接種実施医療機関の協力の下、接種
を実施した。

　令和４年度の接種者数は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「健
康課」を参照

＜事業内容＞

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

千円

　新型コロナウイルスワクチンの接種を市民等へ行うに当たって、市内医
療機関での接種体制の確保、集団接種会場・大規模接種会場の開設・
運営等の接種体制を構築し、ワクチン接種を希望する市民等に接種を実
施する。

4・1・3-17（2）
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決　算　額

3・2・1-2

3・2・1-3

3・2・1-4

＜事業成果＞
　児童育成手当を支給することにより、児童の心身の健やかな成長に寄与
した。

　令和４年度児童育成手当支給状況については、「令和４年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞

千円

　児童扶養手当を支給することにより、父又は母と生計を同じくしていない
児童が育成される家庭の生活の安定及び自立の促進に寄与するととも
に、児童の福祉の増進を図った。

　令和４年度児童扶養手当支給状況については、「令和４年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

児童育成手当支給に要
する経費

＜事業内容＞

千円

　児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与する
とともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に寄与した。

　令和４年度児童手当支給状況については、「令和４年度事務報告書」内
事務実績の「子育て支援課」を参照

　２０歳未満の障がい児及び父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、
又は父母が離婚もしくはこれと同様の状態にある１８歳に達した日の属する
年度の末日以前の児童を養育している保護者に対して児童育成手当を支
給する。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

子育て支援課 ＜事業内容＞
児童手当支給に要する
経費

　中学校修了前（１５歳到達後最初の３月３１日）までの児童を養育している
保護者に対して児童手当を支給する。また、児童手当の所得要件に該当
しない保護者に対して特例給付を支給する。

千円

児童扶養手当支給に要
する経費

＜事業内容＞
　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育している保護者に対して児童扶養手当を
支給する。

＜事業成果＞
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決　算　額

3・2・1-2

3・2・1-3

3・2・1-4

＜事業成果＞
　児童育成手当を支給することにより、児童の心身の健やかな成長に寄与
した。

　令和４年度児童育成手当支給状況については、「令和４年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞

千円

　児童扶養手当を支給することにより、父又は母と生計を同じくしていない
児童が育成される家庭の生活の安定及び自立の促進に寄与するととも
に、児童の福祉の増進を図った。

　令和４年度児童扶養手当支給状況については、「令和４年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

児童育成手当支給に要
する経費

＜事業内容＞

千円

　児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与する
とともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に寄与した。

　令和４年度児童手当支給状況については、「令和４年度事務報告書」内
事務実績の「子育て支援課」を参照

　２０歳未満の障がい児及び父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、
又は父母が離婚もしくはこれと同様の状態にある１８歳に達した日の属する
年度の末日以前の児童を養育している保護者に対して児童育成手当を支
給する。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

子育て支援課 ＜事業内容＞
児童手当支給に要する
経費

　中学校修了前（１５歳到達後最初の３月３１日）までの児童を養育している
保護者に対して児童手当を支給する。また、児童手当の所得要件に該当
しない保護者に対して特例給付を支給する。

千円

児童扶養手当支給に要
する経費

＜事業内容＞
　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育している保護者に対して児童扶養手当を
支給する。

＜事業成果＞

決　算　額

3・2・1-5

3・2・1-6

3・2・1-11

愛育手当支給に要する
経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　公的補助が受けられる施設を除く保育・幼児教育施設に在籍している幼
児（４月１日時点で３～５歳）の保護者に対して愛育手当を支給する。

＜事業成果＞
　乳幼児に係る医療費の一部を助成することにより、乳幼児の保健の向上
及び健やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。

　令和４年度乳幼児医療費助成状況については、「令和４年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　愛育手当を支給することにより、未来を担う幼児の健全な育成に寄与し
た。

　令和４年度小金井市愛育手当支給状況については、「令和４年度事務
報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

乳幼児医療費助成事業
に要する経費

千円

＜事業内容＞
　６歳到達後最初の３月３１日までの乳幼児を養育している保護者に対し、
乳幼児に係る医療費の一部を助成する。

育児支援ヘルパー派遣
事業に要する経費

千円

＜事業内容＞
　安静を要する妊婦がいる家庭又は出産直後の産婦を介助する者がいな
い家庭において、産前から出産後４か月以内（多胎児家庭は対象児が３歳
未満まで）の一定期間、育児支援ヘルパーを派遣し、子育ての負担を軽
減する。

＜事業成果＞
　子育てに関する相談に応じながら、家事・育児の支援を行うことにより、子
育て家庭の負担を軽減し、母体の保護及び回復を促進することができた。

　令和４年度育児支援ヘルパー派遣状況については、「令和４年度事務
報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照
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決　算　額

3・2・1-12

3・2・1-13

3・2・1-14

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

子ども家庭支援センター
運営に要する経費

＜事業成果＞

　子育て支援事業の一環として記念品を贈呈する。

　児童を一時的に養育することが困難になった家庭への支援を行い、児童
福祉の向上に寄与した。

　令和４年度子どもショートステイ利用状況については、「令和４年度事務
報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業内容＞

千円

　子ども及び家庭の支援に係る総合的な相談、児童虐待防止の取組、子
ども及び家庭の支援に携わる関係機関との連携並びに調整、親と子が安
心して過ごせる場の提供及び交流、地域の子育てグループ等の活動支
援、子育てボランティアの育成、子育て情報の提供等を行うとともに、育児
の相互援助活動を行う会員組織である、ファミリー・サポート・センターを管
理する。

＜事業内容＞

子どもショートステイ事業
に要する経費

千円

＜事業内容＞
　保護者が疾病等により、児童を一時的に養育することが困難になった場
合に、保護者に代わり当該児童を施設で短期的に養育（宿泊）する。

　子ども及びその家族が安心して健康に生活できる地域づくりを目指し、
子育てに係る相談業務の充実を図り、要保護児童対策地域協議会を開催
して各関係機関とのネットワークを強めるなど、子ども家庭支援センターの
機能強化を行い、子育て家庭の支援を図った。
　また、ファミリー・サポート・センターについては、多数の会員登録があり、
子育て支援の多様なニーズに応えることができた。

　令和４年度子ども家庭支援センター運営状況については、「令和４年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞
　小学校新１年生の保護者１，１６０人に対し、子育て応援記念品として、図
書カード２，０００円分を贈呈した。

その他事務に要する経費

千円

＜事業成果＞

決　算　額

3・2・1-15

3・2・1-17

　児童に係る医療費の一部を助成することにより、児童の保健の向上及び
健やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。

義務教育就学児医療費
助成事業に要する経費

＜事業内容＞
　義務教育就学期にある児童を養育している保護者に対し、児童に係る医
療費の一部を助成する。

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

のびゆくこどもプラン小金
井推進事業に要する経
費

＜事業内容＞

3・2・1-16

千円

　のびゆくこどもプラン小金井（第２期小金井市子ども・子育て支援事業計
画）の進捗確認を行う。

＜事業成果＞

　令和４年度義務教育就学児医療費助成状況については、「令和４年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

養育支援訪問事業に要
する経費

＜事業内容＞
　養育支援が必要な家庭を訪問して専門相談を行うとともに、育児支援ヘ
ルパーを派遣し、育児及び家事援助を行うことにより、適切な養育の実施
を確保する。

千円

＜事業成果＞

　令和４年度子ども・子育て会議の開催状況については、「令和４年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞
　専門的相談並びに育児及び家事の援助を通じて、適切な養育ができる
よう促した。

　令和４年度養育支援訪問事業の状況については、「令和４年度事務報
告」内事務実績の「子育て支援課」を参照
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決　算　額

3・2・1-12

3・2・1-13

3・2・1-14

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

子ども家庭支援センター
運営に要する経費

＜事業成果＞

　子育て支援事業の一環として記念品を贈呈する。

　児童を一時的に養育することが困難になった家庭への支援を行い、児童
福祉の向上に寄与した。

　令和４年度子どもショートステイ利用状況については、「令和４年度事務
報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業内容＞

千円

　子ども及び家庭の支援に係る総合的な相談、児童虐待防止の取組、子
ども及び家庭の支援に携わる関係機関との連携並びに調整、親と子が安
心して過ごせる場の提供及び交流、地域の子育てグループ等の活動支
援、子育てボランティアの育成、子育て情報の提供等を行うとともに、育児
の相互援助活動を行う会員組織である、ファミリー・サポート・センターを管
理する。

＜事業内容＞

子どもショートステイ事業
に要する経費

千円

＜事業内容＞
　保護者が疾病等により、児童を一時的に養育することが困難になった場
合に、保護者に代わり当該児童を施設で短期的に養育（宿泊）する。

　子ども及びその家族が安心して健康に生活できる地域づくりを目指し、
子育てに係る相談業務の充実を図り、要保護児童対策地域協議会を開催
して各関係機関とのネットワークを強めるなど、子ども家庭支援センターの
機能強化を行い、子育て家庭の支援を図った。
　また、ファミリー・サポート・センターについては、多数の会員登録があり、
子育て支援の多様なニーズに応えることができた。

　令和４年度子ども家庭支援センター運営状況については、「令和４年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞
　小学校新１年生の保護者１，１６０人に対し、子育て応援記念品として、図
書カード２，０００円分を贈呈した。

その他事務に要する経費

千円

＜事業成果＞

決　算　額

3・2・1-15

3・2・1-17

　児童に係る医療費の一部を助成することにより、児童の保健の向上及び
健やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。

義務教育就学児医療費
助成事業に要する経費

＜事業内容＞
　義務教育就学期にある児童を養育している保護者に対し、児童に係る医
療費の一部を助成する。

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

のびゆくこどもプラン小金
井推進事業に要する経
費

＜事業内容＞

3・2・1-16

千円

　のびゆくこどもプラン小金井（第２期小金井市子ども・子育て支援事業計
画）の進捗確認を行う。

＜事業成果＞

　令和４年度義務教育就学児医療費助成状況については、「令和４年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

養育支援訪問事業に要
する経費

＜事業内容＞
　養育支援が必要な家庭を訪問して専門相談を行うとともに、育児支援ヘ
ルパーを派遣し、育児及び家事援助を行うことにより、適切な養育の実施
を確保する。

千円

＜事業成果＞

　令和４年度子ども・子育て会議の開催状況については、「令和４年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞
　専門的相談並びに育児及び家事の援助を通じて、適切な養育ができる
よう促した。

　令和４年度養育支援訪問事業の状況については、「令和４年度事務報
告」内事務実績の「子育て支援課」を参照
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決　算　額

3・2・1-20

小金井子育て・子育ち支
援ネットワーク協議会助
成に要する経費

千円

　第９回子育てメッセこがねい及び講演会・学習会を開催したことにより、参
加団体も増え、団体間の相互連携も深まった。

子ども子育て応援事業に
要する経費

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

　物価高騰の影響のため、０歳から１８歳までの者を対象に電子版商品券
を支給することで、家計への負担軽減を図り、子どもの学び及び生活の支
援を行う。

　子育て関係機関（施設）及び子育て・子育ち支援活動に取り組む市民活
動団体を構成員とする小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会に対
して、運営に要する経費の補助を行うことで、子育て関係機関（施設）、子
育て・子育ち支援活動団体の相互援助、総合的な情報発信等を支援し、
地域の子育て環境を整え、子どもたちの健やかな成長に資する。

子どもの居場所づくりに
要する経費

＜事業内容＞
　子どもの居場所を運営する団体に対し、その経費の一部を補助すること
により、地域の子どもたちに食事、学習、交流の場を提供する取組につい
て、安定的な実施環境を整備し、地域に根差した活動を支援する。

3・2・１-27

千円

3・2・１-34

　１０団体に子ども食堂推進事業補助金を交付し、財政上の支援を行っ
た。

＜事業成果＞

＜事業成果＞

＜事業成果＞

　０歳から１８歳までの者、１９，２３８人に対し、電子版商品券クオカードＰａ
ｙ５，０００円分を贈呈した。

千円

＜事業成果＞
　施設入所により保護した母子家庭の社会適応及び児童の健全育成を
図った。

　令和４年度母子生活支援施設入所費用支弁状況については、「令和４
年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

母子生活支援施設入所
措置に要する経費

＜事業内容＞
　母子家庭の母が様々な理由により、児童の養育を十分にできない場合、
施設入所により保護し、居室の提供及び母子指導員による生活指導を行
う。

3・2・2-4

千円
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決　算　額

3・2・1-20

小金井子育て・子育ち支
援ネットワーク協議会助
成に要する経費

千円

　第９回子育てメッセこがねい及び講演会・学習会を開催したことにより、参
加団体も増え、団体間の相互連携も深まった。

子ども子育て応援事業に
要する経費

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

　物価高騰の影響のため、０歳から１８歳までの者を対象に電子版商品券
を支給することで、家計への負担軽減を図り、子どもの学び及び生活の支
援を行う。

　子育て関係機関（施設）及び子育て・子育ち支援活動に取り組む市民活
動団体を構成員とする小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会に対
して、運営に要する経費の補助を行うことで、子育て関係機関（施設）、子
育て・子育ち支援活動団体の相互援助、総合的な情報発信等を支援し、
地域の子育て環境を整え、子どもたちの健やかな成長に資する。

子どもの居場所づくりに
要する経費

＜事業内容＞
　子どもの居場所を運営する団体に対し、その経費の一部を補助すること
により、地域の子どもたちに食事、学習、交流の場を提供する取組につい
て、安定的な実施環境を整備し、地域に根差した活動を支援する。

3・2・１-27

千円

3・2・１-34

　１０団体に子ども食堂推進事業補助金を交付し、財政上の支援を行っ
た。

＜事業成果＞

＜事業成果＞

＜事業成果＞

　０歳から１８歳までの者、１９，２３８人に対し、電子版商品券クオカードＰａ
ｙ５，０００円分を贈呈した。

千円

＜事業成果＞
　施設入所により保護した母子家庭の社会適応及び児童の健全育成を
図った。

　令和４年度母子生活支援施設入所費用支弁状況については、「令和４
年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

母子生活支援施設入所
措置に要する経費

＜事業内容＞
　母子家庭の母が様々な理由により、児童の養育を十分にできない場合、
施設入所により保護し、居室の提供及び母子指導員による生活指導を行
う。

3・2・2-4

千円

決　算　額

3・2・6-3

＜事業成果＞
　ひとり親家庭にホームヘルパーを派遣し、日常生活の支援等必要な
サービスを行い、ひとり親家庭の生活の安定及び福祉の向上を図った。

　令和４年度ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業利用状況について
は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の保健の向上に寄
与するとともに、ひとり親家庭等の福祉の増進を図った。

　令和４年度ひとり親家庭等医療費助成状況については、「令和４年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞

事　業　名
款・項・目-事業番号

ひとり親家庭等医療費助
成事業に要する経費

3・2・6-1

千円

＜事業内容＞

＜事業内容＞
　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育しているひとり親家庭等に対し、医療費の
一部を助成する。

千円

ひとり親家庭ホームヘル
プサービス事業に要する
経費

事業内容及び成果

　就業・就学等の自立を促進するために必要とする場合又は日常生活を
営むのに著しく支障があるひとり親家庭に対して、一定の期間ホームヘル
パーを派遣し、生活の安定及び福祉の向上を図る。
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決　算　額

3・2・1-8

3・2・1-25

3・2・1-29

第6回 2月14日 子育て支援

第4回 12月14日 食育
第5回 1月24日 安全管理・災害への備え

第2回 10月25日 保育の内容
第3回 11月22日 配慮を必要とする子どもの支援

実施日 テーマ
第1回 10月11日 子どもの権利

千円

＜事業内容＞
　小金井市保育の質のガイドラインに謳われている「目指す保育・大切に
したい保育に必要なこと」の内容に沿って、市内の保育者間での共通理
解を深めるとともに、より実践的な活用に結び付けていくことを目的とした
研修を実施する。

＜事業成果＞
　年６回のＷＥＢ研修を実施し、延べ６８人が参加した。

　保育所運営費支弁状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「保
育課」を参照

保育従事職員宿舎借上
支援事業に要する経費

千円

＜事業内容＞
　保育従事職員用の宿舎の借上げを行う市内民間保育所等に対して、建
物賃借料等の費用の一部を補助する。

＜事業成果＞
　市内民間保育所等が保育従事職員用に借り上げた宿舎に係る建物賃
借料等に補助を行うことにより、保育従事職員の人材確保及び離職防止
を図ることができた。

保育の質のガイドライン活
用に要する経費

千円
＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

保育課 ＜事業内容＞
民間保育所助成に要す
る経費

　民間保育所等に対し補助を行い、保育内容の充実及び児童福祉の増
進を図る。

　民間保育所運営費等の補助により、民間保育所等における保育内容の
充実及び児童の処遇改善に寄与し、保育の需要にこたえることができた。
また、給食費の補助を行うなど、市民の多様なニーズに対応し、保育サー
ビスの向上を図る取組を充実させることができた。併せて、施設職員の賃
金改善に係る取組の充実も図った。

決　算　額

3・2・9-1（2）

公的年金給付等受給者区分

＜事業内容＞

児童扶養手当受給者区分

千円

子育て支援課関係経費

事　業　名
款・項・目-事業番号

子育て世帯生活支援特
別給付金給付に要する
経費

人数 支給額（千円）

　子育て世帯におけるコロナ禍の影響を緩和し、児童の健やかな成長に寄
与した。

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、低所得の子育て世
帯の実情を踏まえた生活の支援を行うため、令和４年４月分の児童扶養手
当受給者及び同手当受給者と同程度の収入状態にあるひとり親世帯、さ
らに児童手当又は特別児童扶養手当受給者のうち、令和４年度分住民税
均等割非課税の方及びそれらの方と同様の収入状態にある世帯（その他
世帯）に対して、児童１人につき５万円を支給する（国制度）。

＜事業成果＞

事業内容及び成果

件数
ひとり親世帯

計

その他世帯

家計急変者区分

件数 人数 支給額（千円）
児童手当・特別児童扶養手当受給者区分

家計急変者区分

計
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決　算　額

3・2・1-8

3・2・1-25

3・2・1-29

第6回 2月14日 子育て支援

第4回 12月14日 食育
第5回 1月24日 安全管理・災害への備え

第2回 10月25日 保育の内容
第3回 11月22日 配慮を必要とする子どもの支援

実施日 テーマ
第1回 10月11日 子どもの権利

千円

＜事業内容＞
　小金井市保育の質のガイドラインに謳われている「目指す保育・大切に
したい保育に必要なこと」の内容に沿って、市内の保育者間での共通理
解を深めるとともに、より実践的な活用に結び付けていくことを目的とした
研修を実施する。

＜事業成果＞
　年６回のＷＥＢ研修を実施し、延べ６８人が参加した。

　保育所運営費支弁状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「保
育課」を参照

保育従事職員宿舎借上
支援事業に要する経費

千円

＜事業内容＞
　保育従事職員用の宿舎の借上げを行う市内民間保育所等に対して、建
物賃借料等の費用の一部を補助する。

＜事業成果＞
　市内民間保育所等が保育従事職員用に借り上げた宿舎に係る建物賃
借料等に補助を行うことにより、保育従事職員の人材確保及び離職防止
を図ることができた。

保育の質のガイドライン活
用に要する経費

千円
＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

保育課 ＜事業内容＞
民間保育所助成に要す
る経費

　民間保育所等に対し補助を行い、保育内容の充実及び児童福祉の増
進を図る。

　民間保育所運営費等の補助により、民間保育所等における保育内容の
充実及び児童の処遇改善に寄与し、保育の需要にこたえることができた。
また、給食費の補助を行うなど、市民の多様なニーズに対応し、保育サー
ビスの向上を図る取組を充実させることができた。併せて、施設職員の賃
金改善に係る取組の充実も図った。

決　算　額

3・2・9-1（2）

公的年金給付等受給者区分

＜事業内容＞

児童扶養手当受給者区分

千円

子育て支援課関係経費

事　業　名
款・項・目-事業番号

子育て世帯生活支援特
別給付金給付に要する
経費

人数 支給額（千円）

　子育て世帯におけるコロナ禍の影響を緩和し、児童の健やかな成長に寄
与した。

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、低所得の子育て世
帯の実情を踏まえた生活の支援を行うため、令和４年４月分の児童扶養手
当受給者及び同手当受給者と同程度の収入状態にあるひとり親世帯、さ
らに児童手当又は特別児童扶養手当受給者のうち、令和４年度分住民税
均等割非課税の方及びそれらの方と同様の収入状態にある世帯（その他
世帯）に対して、児童１人につき５万円を支給する（国制度）。

＜事業成果＞

事業内容及び成果

件数
ひとり親世帯

計

その他世帯

家計急変者区分

件数 人数 支給額（千円）
児童手当・特別児童扶養手当受給者区分

家計急変者区分

計
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決　算　額

保育課関係経費
3・2・1-32（1）

１

２

３

3・2・1-35

3・2・2-2

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　保育所の運営及び保育内容の充実に要する経費を支弁し、児童の健
全育成を図った。また、施設職員の賃金改善に係る取組を充実すること
により、人材の確保及び保育の質の向上に寄与し、児童福祉の増進を図
ることができた。

　保育所運営費支弁状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「保
育課」を参照

新型コロナウイルス感染
症対策に要する経費

＜事業内容＞

千円

　市内認証保育所１園が令和５年４月から認可保育園へ移行した（定員２
０名）。市内認可保育園１園の改修費を補助した（４年計画の２年目）。

民間保育所等運営に要
する経費

千円

＜事業内容＞
　子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の規定に基づき、特定
教育・保育施設、特定地域型保育施設等に対し、入所した児童の保育を
行うために必要な経費を支弁する。

　職員が新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図りながら事業を継
続的に実施していくために必要な経費及び衛生用品等の購入等に必
要となる経費について補助することにより、安全かつ安心な保育環境の
確保を支援した。
　新型コロナウイルスの感染拡大により認証保育所等が臨時休園等を
行った期間に、利用者負担の日割り等による軽減又は返還等を行った
施設の減収分を市が補填することで、施設の安定的な運営の確保を支
援するとともに、間接的に利用者の負担軽減につなげた。

＜事業内容＞
　認証保育所の認可化及び認可保育園の改修に要する経費を補助し、
保育施設等の整備を行う。

保育施設開設及び改修
等に要する経費

千円

　新型コロナウイルス感染症の影響下における感染症対策のための補
助、物価高騰の負担を軽減するための支援金等を交付する。

＜事業成果＞
　長期化する新型コロナウイルス感染症の影響下において、原油価格・
物価高騰に直面する保育事業者等に対し、価格高騰等に伴う価格上
昇相当分を補助し、事業の安定的な継続を支援した。

事業内容及び成果

決　算　額

3・2・1-31

子どもの権利推進に要す
る経費

　子どもの権利侵害に対する相談・救済を行う第三者的機関として、子ど
もオンブズパーソンを設置する。

　令和４年度相談活動実績は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の
「児童青少年課」を参照

　令和４年９月に子どもオンブズパーソン相談室を開設。相談室による相
談対応及び救済活動を行うとともに、併せて子どもの権利の普及啓発を
実施することにより、子どものみならず市全体への子どもの権利を守る文
化及び社会づくりに資することができた。

＜事業成果＞
千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

児童青少年課 ＜事業内容＞

　入所児童数が増加している学童保育所のスペース不足等を解消するた
め、南小学校区域に学童保育所を増設し、定員拡充を図った。併せて、
賃金改善に係る取組の充実を図った。

学童保育所運営に要す
る経費
3・2・5-2

千円

＜事業内容＞
　保護者の就労等により、放課後日常的に保育を受けられない小学校低
学年の児童に対して、適切な指導の下で成長及び発達を促す。

＜事業成果＞
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決　算　額

3・2・1-31

子どもの権利推進に要す
る経費

　子どもの権利侵害に対する相談・救済を行う第三者的機関として、子ど
もオンブズパーソンを設置する。

　令和４年度相談活動実績は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の
「児童青少年課」を参照

　令和４年９月に子どもオンブズパーソン相談室を開設。相談室による相
談対応及び救済活動を行うとともに、併せて子どもの権利の普及啓発を
実施することにより、子どものみならず市全体への子どもの権利を守る文
化及び社会づくりに資することができた。

＜事業成果＞
千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

児童青少年課 ＜事業内容＞

　入所児童数が増加している学童保育所のスペース不足等を解消するた
め、南小学校区域に学童保育所を増設し、定員拡充を図った。併せて、
賃金改善に係る取組の充実を図った。

学童保育所運営に要す
る経費
3・2・5-2

千円

＜事業内容＞
　保護者の就労等により、放課後日常的に保育を受けられない小学校低
学年の児童に対して、適切な指導の下で成長及び発達を促す。

＜事業成果＞
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決　算　額

都市計画課関係経費

8・4・1-3

8・4・3-1（1）

8・2・3-2（1）

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

都市計画課 ＜事業内容＞
都道１３４号線整備に要
する経費

千円

都市計画事務に要する
経費

＜事業内容＞

千円

　都市計画マスタープラン策定
　都市計画マスタープランは、平成１４年３月に、おおむね２０年後の小金
井市のまちの将来像を示すものとして策定し、その後、平成２４年３月に、
第４次小金井市基本構想（平成２３年３月策定）を踏まえ見直しを行って
いる。当初策定からおおむね２０年を迎えるため、次期都市計画マスター
プランを策定する。

　都道１３４号線整備（第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業）
　本事業は、平成２９年４月１日に東京都及び本市で締結した協定書に基
づく東京都からの委託事業であり、整備対象は、都市計画道路３・４・３号
線及び都市計画道路３・４・１号線である。
　この事業の目的は、都道１３４号線の前原坂上交差点の東約２０ｍから
東へ幅員１６ｍ、延長約４７５ｍ区間（都市計画道路３・４・３号線）及び東
町四丁目西交差点を中心とした幅員１６ｍ、延長約２５０ｍ区間（都市計画
道路３・４・１号線）の道路拡幅整備を行い、東西交通の円滑化、地域住
民の交通安全及び防災機能の向上を図るものである。

＜事業成果＞
　（都市計画道路３・４・１号線）事業用地（第１工区～第４工区）の用地取
得は完了している。令和４年度は、第５工区の土地鑑定評価及び物件調
査を実施した。事業用地（第１工区～第５工区）の用地取得率は約８６％
である。

　令和４年度は、策定委員会（３回）及び庁内検討委員会（２回）での協議
を経て、策定委員会委員長から都市計画マスタープラン案について市長
へ報告され、その後、同案について都市計画審議会での諮問・答申を経
て、令和４年８月に、都市計画マスタープランを策定した。

＜特記事項＞
　（都市計画道路３・４・１号線）基本協定における整備期間は、平成２９年
度から令和８年度までの１０か年である。

＜事業成果＞

都市計画道路３・４・８号
線整備に要する経費

　令和４年度は、土地開発公社で先行取得した２画地５７．４９㎡を取得
し、用地取得率は約５３％となった。

＜事業内容＞
　都市計画道路３・４・８号線整備
　当該道路は、東小金井駅の東に位置し、南北に通じる幅員１６ｍの都市
計画道路である。事業区間を２期に分けて整備を進めており、第１期事業
区間は、北大通りから東小金井駅北口土地区画整理事業区域までの延
長約２７２ｍ、第２期事業区間は、東小金井駅北口土地区画整理事業区
域南側から富士見通りまでの延長約１０８ｍである。これを整備することに
より、交通の円滑化、地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

都市計画課関係経費

千円

＜事業成果＞
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決　算　額

8・4・1-9

8・4・1-12

8・5・1-1

　令和４年度耐震診断、耐震改修等の一部助成、耐震相談及び簡易耐
震診断件数は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の｢まちづくり推進
課」を参照

千円

　ブロック塀等の所有者に対し、地震発生時に倒壊のおそれのある避難
路に面するブロック塀等の撤去に要する費用の一部の助成を行った。

　令和４年度ブロック塀等撤去助成件数は、「令和４年度事務報告書」内
事務実績の「まちづくり推進課」を参照

＜事業成果＞

　地震発生時に倒壊のおそれのある避難路に面するブロック塀等の撤去に
要する費用の一部を助成する。

　昭和６２年に建て替えを行った市営住宅の長寿命化を図るため、小金
井市市営住宅長寿命化計画に基づき、浴室等の改修工事を行う。

　老朽化した配管の交換、浴室及び洗面所の床材の交換、浴室及び洗
面所の改修等を行った（１２戸）。

＜事業内容＞

千円

市営住宅維持管理に要
する経費

＜事業成果＞

市営住宅浴室等改修工事終了後

ブロック塀等撤去助成に
要する経費

＜事業内容＞

　木造住宅の所有者に対し、耐震診断、耐震改修等に要する費用の一部
の助成を行った。また、耐震相談窓口の設置、無料簡易耐震診断、木造
住宅耐震化リーフレットの配布及び「小金井市木造住宅の耐震化に関す
る支援事業のご案内」の改定を行い、耐震改修等を促進した。

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

まちづくり推進課 ＜事業内容＞
木造住宅耐震助成に要
する経費

事業内容及び成果

　昭和５６年５月３１日以前に着工した木造住宅の耐震診断、耐震改修等
に要する費用の一部を助成する。
　耐震相談窓口を設置し、耐震改修を促進する。
　無料簡易耐震診断を実施する。
　木造住宅耐震化リーフレットの配布を実施する。
　「小金井市木造住宅の耐震化に関する支援事業のご案内」の改定を行
う。

千円
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決　算　額

8・5・1-3

１

２

　低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを養育している者その他
の住宅確保要配慮者が、民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する
施策を推進する。

＜事業内容＞

　令和４年度の居住支援相談窓口の相談件数は、「令和４年度事務報
告書」内事務実績の｢まちづくり推進課」を参照

＜事業成果＞

事業内容及び成果

居住支援に要する経費

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

　小金井市居住支援協議会の設置（令和４年４月１５日）
　住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関し必
要な措置について協議するため、居住支援協議会を設置した。
⑴　第１回小金井市居住支援協議会（令和４年４月１５日）
⑵　第２回小金井市居住支援協議会（令和４年６月２４日）

　居住支援相談窓口の設置（令和４年７月１日）

決　算　額

8・2・3-1

道路管理課関係経費
8・2・3-2（2）

＜事業成果＞
　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環
境の整備を図った。

千円

都道１３４号線整備に要
する経費

＜事業内容＞

　経年劣化等に伴う路面の補修及び橋りょう長寿命化計画に位置付けら
れた橋りょうの補修工事を行った。また、小金井市無電柱化推進計画に
基づき、安全及び景観の観点から、対象路線における電線共同溝修正
設計を実施した。

千円

市道第１３６号線（ムサコ通り）無電柱化イメージ

＜事業成果＞

　都道１３４号線（連雀通り）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地域
住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

道路管理課 ＜事業内容＞
道路新設改良に要する
経費

　生活道路等を安全で快適に通行できるよう、維持補修工事等及び無電
柱化を推進するための検討を行う。

一般都道１３４号恋ヶ窪新田三鷹線（連雀通り）
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決　算　額

8・5・1-3

１

２

　低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを養育している者その他
の住宅確保要配慮者が、民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する
施策を推進する。

＜事業内容＞

　令和４年度の居住支援相談窓口の相談件数は、「令和４年度事務報
告書」内事務実績の｢まちづくり推進課」を参照

＜事業成果＞

事業内容及び成果

居住支援に要する経費

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

　小金井市居住支援協議会の設置（令和４年４月１５日）
　住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関し必
要な措置について協議するため、居住支援協議会を設置した。
⑴　第１回小金井市居住支援協議会（令和４年４月１５日）
⑵　第２回小金井市居住支援協議会（令和４年６月２４日）

　居住支援相談窓口の設置（令和４年７月１日）

決　算　額

8・2・3-1

道路管理課関係経費
8・2・3-2（2）

＜事業成果＞
　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環
境の整備を図った。

千円

都道１３４号線整備に要
する経費

＜事業内容＞

　経年劣化等に伴う路面の補修及び橋りょう長寿命化計画に位置付けら
れた橋りょうの補修工事を行った。また、小金井市無電柱化推進計画に
基づき、安全及び景観の観点から、対象路線における電線共同溝修正
設計を実施した。

千円

市道第１３６号線（ムサコ通り）無電柱化イメージ

＜事業成果＞

　都道１３４号線（連雀通り）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地域
住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

道路管理課 ＜事業内容＞
道路新設改良に要する
経費

　生活道路等を安全で快適に通行できるよう、維持補修工事等及び無電
柱化を推進するための検討を行う。

一般都道１３４号恋ヶ窪新田三鷹線（連雀通り）
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決　算　額

道路管理課関係経費
8・2・3-3（2）

　主要地方道１５号線（小金井街道）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑
化、地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

＜事業内容＞

主要地方道１５号府中清瀬線（小金井街道）

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞
　都市計画道路に係る工事等を実施し、道路機能の充実を図るとともに、
快適な都市環境の整備を図った。

主要地方道１５号線整備
に要する経費

令令
和和

４４
年年

度度
箇箇

所所
図図

９９

７
９９

１１
００

資
料
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号
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 事
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 名
　

　
等

延
長

（
ｍ

）
幅

員
（
ｍ

）

①
市
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３
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路
補

修
工

事
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３
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線
道

路
補

修
工

事
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７
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線
歩
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工

事

④
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３
６

０
号

線
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路
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修
工

事

⑤
橋
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ょ
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長

寿
命

化
補

修
工

事
（
大

城
堀

橋
）

⑥
橋

り
ょ

う
長

寿
命

化
補

修
工

事
（
弁

天
橋

）

⑦
橋

り
ょ

う
長

寿
命

化
補

修
工

事
（
西

之
橋

）

⑧
電

線
共

同
溝

修
正

設
計

委
託

⑨
都

道
１

３
４

号
線

整
備

に
要

す
る

経
費

⑩
主

要
地

方
道

１
５

号
線

整
備
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要

す
る

経
費
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決　算　額

道路管理課関係経費
8・2・3-3（2）

　主要地方道１５号線（小金井街道）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑
化、地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

＜事業内容＞

主要地方道１５号府中清瀬線（小金井街道）

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞
　都市計画道路に係る工事等を実施し、道路機能の充実を図るとともに、
快適な都市環境の整備を図った。

主要地方道１５号線整備
に要する経費

令令
和和

４４
年年

度度
箇箇
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ょ
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修
工
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（
弁
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ょ
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決　算　額

１

8・1・1-3

２

２

小金井市公共交通マップ

　バス事業者及びタクシー事業者の計１２者に対し、支援金を交付し、
地域の公共交通事業者の事業継続に寄与することができた。

　詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「交通対策
課」を参照

　再編事業の最終年度としてパブリックコメント等を行い、小金井市コ
ミュニティバス「ＣｏＣｏバス」再編計画及びＣｏＣｏバス運行ガイドラインを
策定する。また、再編運行開始に向けて、周知、準備等を行う。

＜事業成果＞

　原油価格・物価高騰の影響を受けている公共交通事業者に対して、
その事業活動の継続を支援し、市民の日常生活における移動手段を
確保するため、公共交通事業者継続支援金を交付する。

ＣｏＣｏバス再編周知チラシ

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

交通対策課 ＜事業内容＞
公共交通施策に要する
経費

千円

　令和４年８月に小金井市コミュニティバス「ＣｏＣｏバス」再編計画及び
ＣｏＣｏバス運行ガイドラインを策定した。
　令和５年４月の再編運行開始に向け、市報による３回のカラー記事の
掲載を始め、小金井市公共交通マップ及び周知チラシの全戸配布、Ｐ
Ｒ動画の配信など、変更内容の十分な周知及び利用促進に努めた。
　また、新運賃制度及びルート変更に対応するため運賃機改修、バス
停の盤面交換、新設工事等を行った。

決　算　額

１
２
３

＜事業成果＞

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

区画整理課 ＜事業内容＞
土地区画整理事業に要
する経費

　東小金井駅北口駅前は、周辺の基盤整備がなされないまま一部宅地化
が進んだ状況であり、駅至近の距離には貨物駅跡地等の大規模低未利
用地もあることから、地区特性を踏まえた適正な対応を図る必要がある。
計画的な都市基盤整備、土地の有効利用等を図り、本市の東部地区の
地域中心核としてふさわしい魅力ある市街地環境を創出するため土地区
画整理事業を行う。

千円

8・4・2‐1

　仮換地指定に伴い、建物、工作物等の移転を行った。
　整地及び道路築造工事を行った。
　まちづくりニュースを発行することによって、地権者及び市民の事業
に関する疑問及び不安を軽減し、より一層の事業に対する理解を得る
ように努めた。

土地区画整理事業で整備する東小金井駅北口駅前イメージ図
※　今後、関係機関との調整等により変更となる場合がある。
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決　算　額

１
２
３

＜事業成果＞

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

区画整理課 ＜事業内容＞
土地区画整理事業に要
する経費

　東小金井駅北口駅前は、周辺の基盤整備がなされないまま一部宅地化
が進んだ状況であり、駅至近の距離には貨物駅跡地等の大規模低未利
用地もあることから、地区特性を踏まえた適正な対応を図る必要がある。
計画的な都市基盤整備、土地の有効利用等を図り、本市の東部地区の
地域中心核としてふさわしい魅力ある市街地環境を創出するため土地区
画整理事業を行う。

千円

8・4・2‐1

　仮換地指定に伴い、建物、工作物等の移転を行った。
　整地及び道路築造工事を行った。
　まちづくりニュースを発行することによって、地権者及び市民の事業
に関する疑問及び不安を軽減し、より一層の事業に対する理解を得る
ように努めた。

土地区画整理事業で整備する東小金井駅北口駅前イメージ図
※　今後、関係機関との調整等により変更となる場合がある。
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決　算　額

10・1・2-5

10・2・4-1

　

千円

本町小学校（屋上防水）

緑小学校トイレ改修工事
南小学校屋内消火栓設備配管改修工事

合計

本町小学校受変電設備改修工事
本町小学校プールシャワー壁改修工事
本町小学校図書室等改修工事

東小学校キュービクル擁壁改修工事
本町小学校トイレ改修工事
本町小学校屋上防水等改修工事

小金井第二小学校プール循環ろ過設備改修工事
小金井第二小学校給食室空調設備設置工事
東小学校トイレ改修工事

＜事業成果＞
工事請負費 （単位：円）
小金井第一小学校トイレ改修工事
小金井第一小学校普通教室カーテンレール設置工事

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

庶務課 ＜事業内容＞
　児童数の増加及び３５人学級への対応のため、小金井第一小学校、小
金井第三小学校、東小学校について増改築等基本計画策定の支援を委
託する。

教育委員会事務局事務
に要する経費

　小金井第一小学校、小金井第三小学校及び東小学校の各校において、
児童数・学級数の推計等を踏まえ、学級数急増への対応を適切に進めて
いくため、校舎の建て替え計画の再検討、増築等に関する増改築等基本
計画を策定した。

＜事業内容＞

千円
＜事業成果＞

学校施設整備に要する
経費 　小金井第一小学校トイレ改修工事ほか１２件の改修工事を行う。

決　算　額

10・3・4-1

（単位：円）
緑中学校プールシャワー壁改修工事
緑中学校給食室空調設備設置工事

緑中学校（給食室空調）

＜事業内容＞

工事請負費

南中学校トイレ改修工事

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

合計

学校施設整備に要する
経費

千円

　緑中学校給食室空調設備設置工事ほか２件の改修工事を行う。

＜事業成果＞
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決　算　額

10・3・4-1

（単位：円）
緑中学校プールシャワー壁改修工事
緑中学校給食室空調設備設置工事

緑中学校（給食室空調）

＜事業内容＞

工事請負費

南中学校トイレ改修工事

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

合計

学校施設整備に要する
経費

千円

　緑中学校給食室空調設備設置工事ほか２件の改修工事を行う。

＜事業成果＞
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決　算　額

10・2・2-1

１

10・3・2-1

２

10・2・3-3

10・3・3-3 １

２

３

緑小学校
南小学校
東中学校

強化磁器食器、回転釜
強化磁器食器
回転釜
回転釜

　新型コロナウイルス感染症の影響の長期化による原油価格・物価高
騰の中、保護者負担を増やすことなく、これまでどおり栄養バランスや
量を保てるよう、市立小・中学校が管理する学校給食費に食材費の補
填（小学校１食当たり１５円、中学校１食当たり１９円）を行った。

南中学校 スチームコンベクションオーブン

購入品

　既に委託化している中学校５校及び小学校５校に加え、令和４年４月
から新たに小金井第三小学校の給食調理の委託化を行った。

　「安全でおいしく温かい給食」を基本理念として、手作りを基本とした自
校方式を実現するため、安全な食材を使用して衛生管理に留意しつつ、
給食業務運営を行う。

＜事業成果＞
　給食調理業務の民間委託によって生み出された財源を活用し、次の
備品を購入し、定期的な大型備品の入替えを行い、強化磁器食器の
補充を行った。

学校名
小金井第二小学校

⑴　小学校配備分　５０７台
⑵　中学校配備分　２２３台

学校給食に要する経費

千円

＜事業内容＞

教育振興に要する経費

千円

　小・中学校の教育内容の充実を図るため、各学校に配備する教材整備
等を行い、教育の質の向上及び学校教育環境の改善を図る。

＜事業成果＞
　学級増に伴い増加した教室にアクセスポイントを整備した。
⑴　小学校配備分　１３教室
⑵　中学校配備分　　４教室

　小中学校の児童・生徒及び指導に当たる教員にタブレット端末を配
備し、指導の充実に寄与した。

学校給食に要する経費

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

学務課 ＜事業内容＞
教育振興に要する経費

千円
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決　算　額

10・2・2-1

１

10・3・2-1

２

10・2・3-3

10・3・3-3 １

２

３

緑小学校
南小学校
東中学校

強化磁器食器、回転釜
強化磁器食器
回転釜
回転釜

　新型コロナウイルス感染症の影響の長期化による原油価格・物価高
騰の中、保護者負担を増やすことなく、これまでどおり栄養バランスや
量を保てるよう、市立小・中学校が管理する学校給食費に食材費の補
填（小学校１食当たり１５円、中学校１食当たり１９円）を行った。

南中学校 スチームコンベクションオーブン

購入品

　既に委託化している中学校５校及び小学校５校に加え、令和４年４月
から新たに小金井第三小学校の給食調理の委託化を行った。

　「安全でおいしく温かい給食」を基本理念として、手作りを基本とした自
校方式を実現するため、安全な食材を使用して衛生管理に留意しつつ、
給食業務運営を行う。

＜事業成果＞
　給食調理業務の民間委託によって生み出された財源を活用し、次の
備品を購入し、定期的な大型備品の入替えを行い、強化磁器食器の
補充を行った。

学校名
小金井第二小学校

⑴　小学校配備分　５０７台
⑵　中学校配備分　２２３台

学校給食に要する経費

千円

＜事業内容＞

教育振興に要する経費

千円

　小・中学校の教育内容の充実を図るため、各学校に配備する教材整備
等を行い、教育の質の向上及び学校教育環境の改善を図る。

＜事業成果＞
　学級増に伴い増加した教室にアクセスポイントを整備した。
⑴　小学校配備分　１３教室
⑵　中学校配備分　　４教室

　小中学校の児童・生徒及び指導に当たる教員にタブレット端末を配
備し、指導の充実に寄与した。

学校給食に要する経費

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

学務課 ＜事業内容＞
教育振興に要する経費

千円

決　算　額

１
10・1・3-2

２

１

２

10・1・3-8

10・1・3-10

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

指導室 ＜事業内容＞
教育相談に要する経費

千円

　児童・生徒、保護者及び教員を対象とした学校教育相談の一環とし
て、専門的知識及び経験を有するスクールカウンセラーを全市立小中
学校に配置する。

　虐待、いじめ及び不登校の未然防止並びに特別な支援を必要とする
児童・生徒を取り巻く環境の改善を図るため、学校、関係機関等を巡回
するスクールソーシャルワーカーを配置する。

＜事業成果＞
　児童・生徒、保護者及び教員の相談に応じる体制の充実を図ることが
できた。

　特別な支援を必要とする児童・生徒が置かれた環境への働きかけ及
び子ども家庭支援センター等関係機関とのネットワークの構築及び連
携を取ることができた。

健全育成に要する経費

千円

＜事業内容＞
　小金井市いじめ防止対策推進条例（令和２年条例第３３号）第１２条の
規定により設置される小金井市教育委員会いじめ問題対策委員会にお
いて、いじめの防止等のための対策の推進について調査審議し、答申す
るほか、重大事態が発生した場合には、調査を行い、その結果を教育委
員会に報告する。

＜事業成果＞
　いじめ問題対策委員会を２回開催する中で、いじめに関するアンケート
のモデルを作成するとともに、小金井市いじめ防止基本方針の改定に向
けての検討を行うなど、いじめ防止対策のより一層の充実を図った。

中学校部活動に要する
経費

千円

＜事業内容＞
　学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第７８条の２に基づ
く部活動指導員を配置し、教員の働き方改革の推進及び部活動における
指導の充実を図る。

＜事業成果＞
　全市立中学校に配置した部活動指導員による技術的な指導及び助言、
生徒引率並びに顧問のサポートが行われたことにより、部活動の活動内
容が充実したとともに、顧問教員の勤務時間の削減等、働き方改革に寄
与することができた。
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決　算　額

10・1・3-11

１
10・1・3-17

２

３

１

２

３

その他教育指導等に要
する経費

＜事業内容＞

　小学校・中学校の外国語授業の一部に英語を母語とするＡＬＴを配置
することで、発音、会話等の教育を効果的に行うとともに、異文化コミュニ
ケーション能力の向上及び国際理解の推進を図ることができた。

千円

＜事業内容＞

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

語学指導に要する経費

千円

　市立小中学校の外国語授業の内容を充実させるため、外国人英語指
導助手（ＡＬＴ）を配置し、発音、会話等の教育を効果的に行う。

　スクール・サポート・スタッフ
　教員の負担軽減を図り、児童・生徒への指導、教材研究等に注力で
きる体制を整備するため、授業準備等をサポートする人材を配置する。

　副校長の負担軽減
　副校長の負担軽減を図り、学校運営・人材育成等に注力できる体制
を整備するため、会計年度任用職員（１日４時間・週５日勤務）を配置
する。

　浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設バス見学
　小学校２校の４年生を対象に、自分たちの住む町から出る可燃ごみ
がどのように処理されているか、また、日野市・国分寺市と協力して処
理していることを理解してもらう。

＜事業成果＞
　浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設バス見学
　施設の方の説明を受けながら直接施設を見学することで、教室では
得られない学習効果を得ることができた。また、市が借り上げたバスを
利用することで、限られた時間で効率的に見学できた。

　スクール・サポート・スタッフ
　全ての市立小中学校に配置し、授業準備などの一部に従事させたこ
とで、教員の働き方改革の面で、一定の成果が得られた。

　副校長の負担軽減
　全ての市立小中学校に配置し、副校長を補佐させることで、副校長
の働き方改革の面で、一定の成果が得られた。
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決　算　額

10・1・3-11

１
10・1・3-17

２

３

１

２

３

その他教育指導等に要
する経費

＜事業内容＞

　小学校・中学校の外国語授業の一部に英語を母語とするＡＬＴを配置
することで、発音、会話等の教育を効果的に行うとともに、異文化コミュニ
ケーション能力の向上及び国際理解の推進を図ることができた。

千円

＜事業内容＞

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

語学指導に要する経費

千円

　市立小中学校の外国語授業の内容を充実させるため、外国人英語指
導助手（ＡＬＴ）を配置し、発音、会話等の教育を効果的に行う。

　スクール・サポート・スタッフ
　教員の負担軽減を図り、児童・生徒への指導、教材研究等に注力で
きる体制を整備するため、授業準備等をサポートする人材を配置する。

　副校長の負担軽減
　副校長の負担軽減を図り、学校運営・人材育成等に注力できる体制
を整備するため、会計年度任用職員（１日４時間・週５日勤務）を配置
する。

　浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設バス見学
　小学校２校の４年生を対象に、自分たちの住む町から出る可燃ごみ
がどのように処理されているか、また、日野市・国分寺市と協力して処
理していることを理解してもらう。

＜事業成果＞
　浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設バス見学
　施設の方の説明を受けながら直接施設を見学することで、教室では
得られない学習効果を得ることができた。また、市が借り上げたバスを
利用することで、限られた時間で効率的に見学できた。

　スクール・サポート・スタッフ
　全ての市立小中学校に配置し、授業準備などの一部に従事させたこ
とで、教員の働き方改革の面で、一定の成果が得られた。

　副校長の負担軽減
　全ての市立小中学校に配置し、副校長を補佐させることで、副校長
の働き方改革の面で、一定の成果が得られた。

決　算　額

１
10・1・3-18

２

１

２

事　業　名
款・項・目-事業番号

指導室関連教育施設に
要する経費

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

　幼児から高校生までの子ども及びその保護者の教育に関する悩みや
不安などについて、電話、面接等による教育相談を実施し、支援を行
う。

　心理的要因等により登校できない児童・生徒に対して、個々の状況
に応じた必要な支援を行い、不登校児童・生徒の社会的自立に資す
る。

　もくせい教室

事業内容及び成果

　教育相談所
　令和４年度相談件数等については、「令和４年度事務報告書」内事
務実績の「指導室」を参照

　教育相談所

　もくせい教室

　東京学芸大学と連携し、施設を同大学敷地内に移転するとともに、家
具の寄贈を受けるなど、施設面の充実を図った。また、同大学のボラン
ティア学生の参画等を得ることで、運営面も充実させることができた。

　令和４年度実績等については、「令和４年度事務報告書」内事務実
績の「指導室」を参照

もくせい教室
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決　算　額

10･4･1-9

10･4･1-10
　令和２年度からコミュニティ・スクールの実施に合わせて、地域学校協働
活動推進事業を開始。地域学校協働活動は、幅広い地域住民、企業・団
体等の参画により、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支え、地域
を創生するための活動で、授業等の支援、課外活動の支援、放課後の活
動等を行う。令和４年度は小学校７校（小金井第一小学校、小金井第三
小学校、小金井第四小学校、東小学校、前原小学校、緑小学校、南小学
校）、中学校２校（小金井第一中学校、南中学校）で活動を実施する。

　令和４年度活動状況の詳細は、「令和４年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

＜事業成果＞

ボランティア

　※新型コロナウイルス感染症の影響により、実施回数が予定より減少

　令和４年度活動状況の詳細は、「令和４年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

地域学校協働活動推進
事業に要する経費

千円

7,218人

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

生涯学習課 ＜事業内容＞
放課後子どもプラン事業
に要する経費

　平成１９年度から文部科学省及び東京都の補助事業として実施。放課
後子どもプラン事業は、「放課後子ども教室推進事業（放課後子ども教
室）」及び「放課後児童健全育成事業（学童保育）」の２事業を一体的又
は連携して実施する事業である。「放課後子ども教室」は放課後、週末等
に小学校の校庭・教室などの施設を活用し、地域の方及び保護者の参画
を得て、子どもたちが学習・スポーツ・文化活動等を通して地域社会と交
流し、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進し、安全・安心な子ど
もの居場所づくりを実施する。学童保育所と連携しながら事業を進める。

1,268回 108,601人

＜事業成果＞

千円

＜事業内容＞

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のための消毒活動、うさぎ小屋の清
掃、夏休みの水まき、清掃活動等の校内の環境整備、授業、行事、課外
活動の補助、地域防犯活動等を行った。また、補講教室等の地域未来塾
を小学校４校で実施した。

有償スタッフ 実施回数 参加者
90人

決　算　額

１
10・1・3-20

２

１

２

10・1・3-21

　特別支援学級（小学校３校及び中学校２校）及び全校の特別支援教
室において、個別指導計画に基づく指導を行う。また、通常学級にお
いても、発達障害等の事情を有する子どもたちを支援する会計年度任
用職員を配置する。

　特別支援教育研修会・講習会等の実施
　教職員を対象とした特別支援教育に関する研修会及び児童・生徒を
対象とした子どもたちの可能性の幅を広げる講習会などを実施する。

　教職員においては、特別支援教育を推進する上での最新情報及び
子どもへの見立てに係る新たな視点を得るなどしたほか、児童・生徒に
おいては、今まで馴染みの薄かった分野に対する興味・関心を呼び起
こすきっかけ作りを行うことができた。

千円

　地域とともにある学校づくりを目指して、地方教育行政の組織及び運営
に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）に基づく学校運営協議会を設置
し、学校、地域及び保護者が主体的に児童・生徒の育成に取り組む。

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　特別支援教育の充実
　特別支援学級に特別支援学級介助員を、通常学級に特別支援教育
学習指導員又は特別支援教育支援員を配置することで、各校の状況
に応じた指導体制の充実を図ることができた。また、特別支援教室につ
いては、在籍校教員と巡回指導教員との連携により、特別な配慮を要
する児童・生徒への効果的な支援を実施できた。

　特別支援教育研修会・講習会等の実施

学校運営協議会に要す
る経費

＜事業内容＞

　コミュニティ・スクール制度について、従来の小金井第一小学校、前原
小学校、緑小学校及び南中学校に加え、新たに小金井第三小学校、小
金井第四小学校、東小学校、南小学校及び小金井第一中学校に導入し
た。
　コミュニティスクール制度導入各校において、学校運営協議会を開催
し、学校経営方針、学校評価、学校関係者評価、地域学校協働活動等
について協議を行い、地域とともにある学校づくりを推進することができ
た。

事　業　名
款・項・目-事業番号

特別支援教育に要する
経費

＜事業内容＞

千円

　特別支援教育の充実

事業内容及び成果
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決　算　額

10･4･1-9

10･4･1-10
　令和２年度からコミュニティ・スクールの実施に合わせて、地域学校協働
活動推進事業を開始。地域学校協働活動は、幅広い地域住民、企業・団
体等の参画により、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支え、地域
を創生するための活動で、授業等の支援、課外活動の支援、放課後の活
動等を行う。令和４年度は小学校７校（小金井第一小学校、小金井第三
小学校、小金井第四小学校、東小学校、前原小学校、緑小学校、南小学
校）、中学校２校（小金井第一中学校、南中学校）で活動を実施する。

　令和４年度活動状況の詳細は、「令和４年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

＜事業成果＞

ボランティア

　※新型コロナウイルス感染症の影響により、実施回数が予定より減少

　令和４年度活動状況の詳細は、「令和４年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

地域学校協働活動推進
事業に要する経費

千円

7,218人

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

生涯学習課 ＜事業内容＞
放課後子どもプラン事業
に要する経費

　平成１９年度から文部科学省及び東京都の補助事業として実施。放課
後子どもプラン事業は、「放課後子ども教室推進事業（放課後子ども教
室）」及び「放課後児童健全育成事業（学童保育）」の２事業を一体的又
は連携して実施する事業である。「放課後子ども教室」は放課後、週末等
に小学校の校庭・教室などの施設を活用し、地域の方及び保護者の参画
を得て、子どもたちが学習・スポーツ・文化活動等を通して地域社会と交
流し、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進し、安全・安心な子ど
もの居場所づくりを実施する。学童保育所と連携しながら事業を進める。

1,268回 108,601人

＜事業成果＞

千円

＜事業内容＞

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のための消毒活動、うさぎ小屋の清
掃、夏休みの水まき、清掃活動等の校内の環境整備、授業、行事、課外
活動の補助、地域防犯活動等を行った。また、補講教室等の地域未来塾
を小学校４校で実施した。

有償スタッフ 実施回数 参加者
90人

決　算　額

１
10・1・3-20

２

１

２

10・1・3-21

　特別支援学級（小学校３校及び中学校２校）及び全校の特別支援教
室において、個別指導計画に基づく指導を行う。また、通常学級にお
いても、発達障害等の事情を有する子どもたちを支援する会計年度任
用職員を配置する。

　特別支援教育研修会・講習会等の実施
　教職員を対象とした特別支援教育に関する研修会及び児童・生徒を
対象とした子どもたちの可能性の幅を広げる講習会などを実施する。

　教職員においては、特別支援教育を推進する上での最新情報及び
子どもへの見立てに係る新たな視点を得るなどしたほか、児童・生徒に
おいては、今まで馴染みの薄かった分野に対する興味・関心を呼び起
こすきっかけ作りを行うことができた。

千円

　地域とともにある学校づくりを目指して、地方教育行政の組織及び運営
に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）に基づく学校運営協議会を設置
し、学校、地域及び保護者が主体的に児童・生徒の育成に取り組む。

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　特別支援教育の充実
　特別支援学級に特別支援学級介助員を、通常学級に特別支援教育
学習指導員又は特別支援教育支援員を配置することで、各校の状況
に応じた指導体制の充実を図ることができた。また、特別支援教室につ
いては、在籍校教員と巡回指導教員との連携により、特別な配慮を要
する児童・生徒への効果的な支援を実施できた。

　特別支援教育研修会・講習会等の実施

学校運営協議会に要す
る経費

＜事業内容＞

　コミュニティ・スクール制度について、従来の小金井第一小学校、前原
小学校、緑小学校及び南中学校に加え、新たに小金井第三小学校、小
金井第四小学校、東小学校、南小学校及び小金井第一中学校に導入し
た。
　コミュニティスクール制度導入各校において、学校運営協議会を開催
し、学校経営方針、学校評価、学校関係者評価、地域学校協働活動等
について協議を行い、地域とともにある学校づくりを推進することができ
た。

事　業　名
款・項・目-事業番号

特別支援教育に要する
経費

＜事業内容＞

千円

　特別支援教育の充実

事業内容及び成果
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決　算　額

１
10・5・1-2

２

10・5・1-3

10・5・1-4

千円

スポーツ推進委員に要す
る経費

＜事業内容＞

千円

　スポーツ推進委員定例会９回、研修会９回を実施した。また、「小金井市
スポーツ推進委員協議会だより」を１回発行した。

　各研修会に参加することによりスポーツ推進委員の資質の向上を図
る。

＜事業成果＞

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　各種スポーツ教室の指導、レクリエーション活動等の応援、ニュース
ポーツの技術を習得し普及する。

千円

　スポーツの普及、健康増進及び地域の交流を図ることを目的に各種ス
ポーツ教室及び各種大会を実施する。

＜事業内容＞

＜事業成果＞

＜事業成果＞

　令和４年度スポーツ推進委員定例会議及び研修会の内容については、
「令和４年度事務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

市民体育祭に要する経費
　市民を対象にスポーツを通じ健康の維持増進を図ることを目的に、ス
ポーツ・レクリエーションを含む団体が大会を実施する。

　２７種目の大会を実施し、延べ６，２２３人が参加した。

　市民体育祭の詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

スポーツ教室・各種大会
に要する経費

　シニアスポーツフェスティバル、野川駅伝大会、水泳教室等の各事業及
び大会選手派遣事業を実施した。

　令和４年度各種スポーツ教室及び大会の参加者数は、「令和４年度事
務報告書」内事務実績の「生涯学習課」参照

決　算　額

10・5・1-5

10・5・1-6

10・5・1-9

　令和３年度に設置したスポーツ推進審議会を、６回開催した。
　スポーツ推進計画について審議し、パブリックコメントを経て令和４年度
末に「第２次小金井市スポーツ推進計画」を策定した。

＜事業内容＞スポーツ推進審議会に要
する経費

千円

＜事業内容＞

　（公財）小金井市体育協会は、３４団体を擁し、市民が気軽に参加できる
各種大会を開催し、市のスポーツ振興に大きな役割を果たした。
　ＮＰＯ法人黄金井倶楽部は、地域住民が主体の団体であり、市民の生
涯スポーツを通じて、各自の健康、体力の維持・向上を図るための事業を
行った。

＜事業成果＞

　スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第３１条に基づき、スポーツ推
進審議会を設置し、小金井市スポーツ推進計画その他のスポーツ推進に
関する重要事項を調査審議する。

スポーツ開放・学校開放
に要する経費

＜事業内容＞
　市内の体育施設等を広く市民に開放し、スポーツを楽しむ場所を提供
する。スポーツ個人開放校・一中クラブハウス開放・南中テニスコート夜間
開放事業を実施する。また、毎週土曜日に小・中学生を対象とした土曜ス
ポーツクラブ及びプール無料開放（栗山公園健康運動センター）を実施
する。

千円

＜事業成果＞

＜事業成果＞

千円

　（公財）小金井市体育協会及び総合型地域スポーツクラブＮＰＯ法人黄
金井倶楽部に対する事業費及び事務費を補助する。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　スポーツ個人開放校では、市民が気軽にスポーツを楽しめるように市立
小・中学校４校の体育館等を開放し、卓球・バドミントン・剣道・柔道の４種
目を指定し、実施した。

　令和４年スポーツ開放校利用者数等は、「令和４年度事務報告書」内事
務実績の「生涯学習課」を参照

負担金・補助金
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決　算　額

１
10・5・1-2

２

10・5・1-3

10・5・1-4

千円

スポーツ推進委員に要す
る経費

＜事業内容＞

千円

　スポーツ推進委員定例会９回、研修会９回を実施した。また、「小金井市
スポーツ推進委員協議会だより」を１回発行した。

　各研修会に参加することによりスポーツ推進委員の資質の向上を図
る。

＜事業成果＞

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　各種スポーツ教室の指導、レクリエーション活動等の応援、ニュース
ポーツの技術を習得し普及する。

千円

　スポーツの普及、健康増進及び地域の交流を図ることを目的に各種ス
ポーツ教室及び各種大会を実施する。

＜事業内容＞

＜事業成果＞

＜事業成果＞

　令和４年度スポーツ推進委員定例会議及び研修会の内容については、
「令和４年度事務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

市民体育祭に要する経費
　市民を対象にスポーツを通じ健康の維持増進を図ることを目的に、ス
ポーツ・レクリエーションを含む団体が大会を実施する。

　２７種目の大会を実施し、延べ６，２２３人が参加した。

　市民体育祭の詳細については、「令和４年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

スポーツ教室・各種大会
に要する経費

　シニアスポーツフェスティバル、野川駅伝大会、水泳教室等の各事業及
び大会選手派遣事業を実施した。

　令和４年度各種スポーツ教室及び大会の参加者数は、「令和４年度事
務報告書」内事務実績の「生涯学習課」参照

決　算　額

10・5・1-5

10・5・1-6

10・5・1-9

　令和３年度に設置したスポーツ推進審議会を、６回開催した。
　スポーツ推進計画について審議し、パブリックコメントを経て令和４年度
末に「第２次小金井市スポーツ推進計画」を策定した。

＜事業内容＞スポーツ推進審議会に要
する経費

千円

＜事業内容＞

　（公財）小金井市体育協会は、３４団体を擁し、市民が気軽に参加できる
各種大会を開催し、市のスポーツ振興に大きな役割を果たした。
　ＮＰＯ法人黄金井倶楽部は、地域住民が主体の団体であり、市民の生
涯スポーツを通じて、各自の健康、体力の維持・向上を図るための事業を
行った。

＜事業成果＞

　スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第３１条に基づき、スポーツ推
進審議会を設置し、小金井市スポーツ推進計画その他のスポーツ推進に
関する重要事項を調査審議する。

スポーツ開放・学校開放
に要する経費

＜事業内容＞
　市内の体育施設等を広く市民に開放し、スポーツを楽しむ場所を提供
する。スポーツ個人開放校・一中クラブハウス開放・南中テニスコート夜間
開放事業を実施する。また、毎週土曜日に小・中学生を対象とした土曜ス
ポーツクラブ及びプール無料開放（栗山公園健康運動センター）を実施
する。

千円

＜事業成果＞

＜事業成果＞

千円

　（公財）小金井市体育協会及び総合型地域スポーツクラブＮＰＯ法人黄
金井倶楽部に対する事業費及び事務費を補助する。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　スポーツ個人開放校では、市民が気軽にスポーツを楽しめるように市立
小・中学校４校の体育館等を開放し、卓球・バドミントン・剣道・柔道の４種
目を指定し、実施した。

　令和４年スポーツ開放校利用者数等は、「令和４年度事務報告書」内事
務実績の「生涯学習課」を参照

負担金・補助金
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決　算　額

10・5・2-1

10・5・2-2

10・5・2-3

10・5・2-4

　栗山公園健康運動センター内の各施設を一般開放（個人・団体）及び
各種団体に貸出しを行った（延べ８２，４３７人）。

　令和４年度利用状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「生涯
学習課」を参照

栗山公園健康運動セン
ター維持管理に要する経
費

　テニスコート（市内延べ３９，２８３人、市外延べ２，１９７人）の貸出しを
行った。

＜事業成果＞

小金井市テニスコート場
維持管理に要する経費

千円

＜事業内容＞
　栗山公園健康運動センターを市民のスポーツ等の使用に供し、活動の
確保及び環境の整備を行う。施設の運営及び管理については、指定管
理者によるものとする。

＜事業成果＞

　上水公園運動施設等を市民のスポーツ、レクリエーションの使用に供
し、活動の場の確保及び環境の整備を行う。

　総合グラウンド２面（延べ２６，８７９人）及びテニスコート２面（延べ８，１９５
人）並びに一中テニスコート２面（延べ１，８０８人）の貸出しを行った。ま
た、テニスコート２面、一中テニスコート２面について、クレーコートの整備
等の整備工事を行った。

　令和４年度利用状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「生涯
学習課」を参照

総合体育館維持管理に
要する経費 　総合体育館を市民のスポーツ及びレクリエーションの使用に供し、活動

の場の確保及び環境の整備を行う。施設の運営及び管理については、指
定管理者によるものとする。

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

上水公園運動施設等維
持管理に要する経費

千円

＜事業成果＞

＜事業内容＞

　総合体育館の各施設を一般開放（個人・団体）及び各種団体に貸出し
を行った（延べ１８９，９４１人）。

　令和４年度利用状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「生涯
学習課」を参照

　令和４年度利用状況は、「令和４年度事務報告書」内事務実績の「生涯
学習課」を参照

＜事業成果＞

千円

＜事業内容＞
　テニスコート場を市民のスポーツの使用に供し、活動の場の確保及び環
境の整備を行う。

決　算　額

10・4・2-9

＜事業成果＞
　複数講座において、公職者・職員を対象として試験配信を実施。おお
むね良好であり、課題・問題点の洗い出しも含め、本稼働に向けた情報
収集が出来た。

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

公民館 ＜事業内容＞
その他公民館事業に要
する経費

　小金井市公民館中長期計画「集い、学び、つながる、地域の拠点(ひろ
ば）」の将来像を実現するため、講座管理システムを導入し、公民館へ集
うことを基本としながら、遠隔地の講師による講座実施が可能になるととも
に、アフターコロナ、ウイズコロナも見据え、諸事情により講座に参加でき
ない市民であっても講座参加が可能になるなど、公民館主催講座の充実
を図る。

システム機器設置状況 システム試行配信の様子
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決　算　額

10・4・2-9

＜事業成果＞
　複数講座において、公職者・職員を対象として試験配信を実施。おお
むね良好であり、課題・問題点の洗い出しも含め、本稼働に向けた情報
収集が出来た。

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

公民館 ＜事業内容＞
その他公民館事業に要
する経費

　小金井市公民館中長期計画「集い、学び、つながる、地域の拠点(ひろ
ば）」の将来像を実現するため、講座管理システムを導入し、公民館へ集
うことを基本としながら、遠隔地の講師による講座実施が可能になるととも
に、アフターコロナ、ウイズコロナも見据え、諸事情により講座に参加でき
ない市民であっても講座参加が可能になるなど、公民館主催講座の充実
を図る。

システム機器設置状況 システム試行配信の様子
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決　算　額

2・4・3-1

2・4・3-2

2・4・4-1

2・4・5-1

2・4・6-1

男 女 計男 女 計 男 女 計

千円

＜事業内容＞
　小金井市議会議員辞職に伴い、補欠選挙を令和４年１１月２７日投票、
即日開票を行う。

＜事業成果＞
当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票(％)

市長選挙啓発に要する
経費

千円

市議会議員補欠選挙に
要する経費

男 女 計男 女 計 男 女 計

市長選挙に要する経費

千円

　小金井市長退職に伴い、令和４年１１月２７日投票、即日開票を行う。

当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票(％)

参議院議員選挙啓発に
要する経費

千円

計 男 女 計
投票(％)

男 女 計 男 女

計
投票者数（人） 投票率(％)

男 女 計 男 女 計 男 女

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

選挙管理委員会事務局 ＜事業内容＞
参議院議員選挙に要す
る経費

　参議院議員任期満了に伴い、令和４年７月１０日投票、即日開票を行
う。

東京都選出選挙

＜事業成果＞

＜事業成果＞
千円

＜事業内容＞

当日有権者数（人）

比例代表選出選挙
当日有権者数（人） 投票者数（人）

国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計
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国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計
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令和４年度小金井市国民健康保険特別会計決算概要

国民健康保険制度は、被用者保険制度とともに国民皆保険制度を支える医療保険制

度の基盤として、地域住民への医療の提供及び健康の保持増進に寄与する重要な役割

を果たしていますが、他の医療保険に比べて年齢構成及び医療費水準が高く、所得水

準が低いという構造的な課題を抱えています。また、高齢化の進展及び医療技術の高

度化等により医療費が増大し、厳しい財政状況が続いています。

本市の国民健康保険においては、社会保険適用拡大、団塊の世代の後期高齢者医療

制度への移行等に伴い、被保険者数は減少し、前期高齢者の割合及び被保険者１人当

たりの保険給付費も若干減少していますが、長期的に被保険者数は更に減少し、国民

健康保険税の調定額も減少する一方で、国民健康保険事業費納付金が増加傾向にある

ことから、依然として厳しい財政運営が続いており、財政の健全化は喫緊の課題とな

っています。

そのため、保健事業の拡充及び医療費の適正化を推進するとともに国民健康保険税

率の見直しを行い、徴収に力を入れるなど国保財政の健全化に努めた結果、令和３年

度に引き続き実質収支が黒字となりました。

本市の状況ですが、年間平均被保険者数は２万１，７５８人で、これを前年度と比

較すると５８６人の減となりました。

予算規模は、当初予算１０４億２，６９７万７千円に４回の補正予算３億２，３５

１万３千円を加え、予算総額は１０７億５，０４９万円となりました。これに対する

決算額は、歳入総額が１０７億７，３０５万６千円で前年度対比０．６％の増、歳出

総額が１０５億６，８６１万７千円で前年度対比０．４％の増となりました。この結

果、歳入歳出差引となる形式収支は、２億４４３万９千円で、翌年度への繰越財源が

ないため、実質収支も同額となりました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 国民健康保険税は、収入額が２４億７，５３１万９千円で前年度対比２．３％の

増になりました。主な要因は、税率改定の実施及び収入率が堅調であったことによ

るものです。

収入率（純収入額ベース）は、現年課税分が９７．５％で前年度を０．２ポイン

ト下回りました。また、滞納繰越分は４１．７％で前年度を５．６ポイント上回り、

全体では９４．７％で前年度対比１．１ポイントの増となりました。

国民健康保険税の徴収業務は、納税課において、市税と統合して徴収業務を実施

することにより、体制の強化を図るとともに、新型コロナウイルス感染症の影響に

より収入が減少した被保険者等に国民健康保険税の減免を実施し、滞納解消に努め

ました。
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令令和和４４年年度度国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計決決算算款款別別構構成成

国民健康保険税

億 万 円

（ ）

使用料及び手数料

万 円

（ ）

都支出金

億 万 円

（ ）

財産収入

円

（ ）

繰入金

億 万 円

（ ）

繰越金

億 万 円

（ ）

諸収入

万 円

（ ）

国庫支出金

万 円

（ ）

総務費

億 万 円

（ ）

保険給付費

億 万 円

（ ）

国民健康保険事業費納付金

億 万 円

（ ）

保健事業費

億 万 円

（ ）

基金積立金

万 円

（ ）

公債費

億 万 円

（ ）

諸支出金

億 万 円

（ ）

予備費

億 万 円

（ ）

繰上充用金

万 円

（ ）

歳 出
億 万 円

歳 入
億 万 円

② 国庫支出金は、５万２千円で９９．９％の減となりました。令和３年度までは新

型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者等に係る国民健康保

険税の減免実績に応じて受ける財政支援が、災害臨時特例補助金から一部交付され

ていたところ、令和４年度から東京都国民健康保険保険給付費等交付金（特別調整

交付金分）から交付されることとなったため、減額となったものです。

③ 都支出金は、６９億４，２２０万７千円で前年度対比２．４％の減となりました。

被保険者数の減少に伴い保険給付費総額が前年度比で減少したことによるものです。

④ 繰入金は、１１億３，６２４万７千円で前年度対比１３．８％の増となりました。

保険基盤安定繰入金が前年度対比０．２％の増、未就学児均等割保険料繰入金が皆

増、職員給与費等繰入金が３．９％の減、出産育児一時金繰入金が１３．４％の減、

その他一般会計繰入金が３２．９％の増となったことによるものです。

⑤ 繰越金は、１億８，３３９万２千円で前年度対比５１．６％の増となりました。

⑥ 諸収入は、３，５８０万５千円で前年度対比７０．４％の増となりました。

次に歳出の主な内容は、次のとおりです。

① 総務費は、１億７，７９７万７千円で前年度対比３．６％の減となりました。こ

の主な要因は、保険証の一斉更新（隔年）の経費が減となったことによるものです。

② 保険給付費は、６５億９１８万円で前年度対比３．２％の減となりました。主な

内訳では、療養諸費が５６億８，５２８万１千円で前年度対比２．６％の減、高額

療養費が７億７，６６８万６千円で前年度対比７．１％の減、出産育児諸費が２，

８６３万８千円で前年度対比１３．６％の減となりました。主に団塊の世代が後期

高齢者医療制度に移行することにより、被保険者数が減少傾向にあることによるも

のです。

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、傷病手当金として３４

２万円を給付しました。

③ 国民健康保険事業費納付金は、東京都が市区町村に支払う保険給付に係る費用の

財源となり、東京都が確定した額を納付するもので、３５億９，９００万１千円で

前年度対比７．１％の増となりました。

④ 保健事業費は、１億２，５４５万６千円で前年度対比２．３％の減となりました。

健幸チャレンジ事業の参加者数を拡大して実施したものの、特定健康診査委託料が

７，１５６万７千円で前年度比４．４％の減となったことによるものです。

⑤ 基金積立金は、１，８３４万１千円で、前年度対５１．６％の増となりました。

⑥ 諸支出金は、１億３，８６６万２千円で前年度対比１６．０％の増となりました。

主な要因は、普通交付金等の返還金の増によるものです。

今後は、東京都の策定した東京都国民健康保険運営方針及び小金井市国民健康保険

財政健全化計画に沿いながら、国や都の動向等を注視し、財政運営の改善に努め、国

民皆保険制度の根幹をなす国民健康保険制度の維持を図ってまいります。
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令令和和４４年年度度国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計決決算算款款別別構構成成

国民健康保険税

億 万 円

（ ）

使用料及び手数料

万 円

（ ）

都支出金

億 万 円

（ ）

財産収入

円

（ ）

繰入金

億 万 円

（ ）

繰越金

億 万 円

（ ）

諸収入

万 円

（ ）

国庫支出金

万 円

（ ）

総務費

億 万 円

（ ）

保険給付費

億 万 円

（ ）

国民健康保険事業費納付金

億 万 円

（ ）

保健事業費

億 万 円

（ ）

基金積立金

万 円

（ ）

公債費

億 万 円

（ ）

諸支出金

億 万 円

（ ）

予備費

億 万 円

（ ）

繰上充用金

万 円

（ ）

歳 出
億 万 円

歳 入
億 万 円

② 国庫支出金は、５万２千円で９９．９％の減となりました。令和３年度までは新

型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者等に係る国民健康保

険税の減免実績に応じて受ける財政支援が、災害臨時特例補助金から一部交付され

ていたところ、令和４年度から東京都国民健康保険保険給付費等交付金（特別調整

交付金分）から交付されることとなったため、減額となったものです。

③ 都支出金は、６９億４，２２０万７千円で前年度対比２．４％の減となりました。

被保険者数の減少に伴い保険給付費総額が前年度比で減少したことによるものです。

④ 繰入金は、１１億３，６２４万７千円で前年度対比１３．８％の増となりました。

保険基盤安定繰入金が前年度対比０．２％の増、未就学児均等割保険料繰入金が皆

増、職員給与費等繰入金が３．９％の減、出産育児一時金繰入金が１３．４％の減、

その他一般会計繰入金が３２．９％の増となったことによるものです。

⑤ 繰越金は、１億８，３３９万２千円で前年度対比５１．６％の増となりました。

⑥ 諸収入は、３，５８０万５千円で前年度対比７０．４％の増となりました。

次に歳出の主な内容は、次のとおりです。

① 総務費は、１億７，７９７万７千円で前年度対比３．６％の減となりました。こ

の主な要因は、保険証の一斉更新（隔年）の経費が減となったことによるものです。

② 保険給付費は、６５億９１８万円で前年度対比３．２％の減となりました。主な

内訳では、療養諸費が５６億８，５２８万１千円で前年度対比２．６％の減、高額

療養費が７億７，６６８万６千円で前年度対比７．１％の減、出産育児諸費が２，

８６３万８千円で前年度対比１３．６％の減となりました。主に団塊の世代が後期

高齢者医療制度に移行することにより、被保険者数が減少傾向にあることによるも

のです。

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、傷病手当金として３４

２万円を給付しました。

③ 国民健康保険事業費納付金は、東京都が市区町村に支払う保険給付に係る費用の

財源となり、東京都が確定した額を納付するもので、３５億９，９００万１千円で

前年度対比７．１％の増となりました。

④ 保健事業費は、１億２，５４５万６千円で前年度対比２．３％の減となりました。

健幸チャレンジ事業の参加者数を拡大して実施したものの、特定健康診査委託料が

７，１５６万７千円で前年度比４．４％の減となったことによるものです。

⑤ 基金積立金は、１，８３４万１千円で、前年度対５１．６％の増となりました。

⑥ 諸支出金は、１億３，８６６万２千円で前年度対比１６．０％の増となりました。

主な要因は、普通交付金等の返還金の増によるものです。

今後は、東京都の策定した東京都国民健康保険運営方針及び小金井市国民健康保険

財政健全化計画に沿いながら、国や都の動向等を注視し、財政運営の改善に努め、国

民皆保険制度の根幹をなす国民健康保険制度の維持を図ってまいります。
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国民健康保険特別会計予算執行状況
歳入

区分

款別
予算現額

（円）

調定額

（円）

収 入 済 額
不納欠損額

（円）金額（円） Ａ
収入率（％）

対予算現額 対調定額

１国民健康保険税

２使用料及び手数料

３国 庫 支 出 金

４都 支 出 金

５財 産 収 入

６繰 入 金

７繰 越 金

８諸 収 入

歳入合計

歳出

区分

款別

予算現額

（円）

支出済額
不用額（円）

金額（円） Ｂ 執行率（％）

１総 務 費

２保 険 給 付 費

３国民健康保健事業費納付金

４保 健 事 業 費

５基 金 積 立 金

６公 債 費

７諸 支 出 金

８予 備 費

歳出合計

年間平均被保険者数 人

収入未済額

（円）

予算現額に比し増減

（円）

Ａの構成比（％） 被保険者 人当たり額（円）

Ａの前年度比較

（％）本年度 前年度 本年度 前年度 比 較

△ △

△ △

△

△

△

△

△

Ｂの構成比（％） 被保険者 人当たり額（円） Ｂの前年度比較

（％）本年度 前年度 本年度 前年度 比較

△ △

△ △

△

‐

― 92 ―



国民健康保険特別会計予算執行状況
歳入

区分

款別
予算現額

（円）

調定額

（円）

収 入 済 額
不納欠損額

（円）金額（円） Ａ
収入率（％）

対予算現額 対調定額

１国民健康保険税

２使用料及び手数料

３国 庫 支 出 金

４都 支 出 金

５財 産 収 入

６繰 入 金

７繰 越 金

８諸 収 入

歳入合計

歳出

区分

款別

予算現額

（円）

支出済額
不用額（円）

金額（円） Ｂ 執行率（％）

１総 務 費

２保 険 給 付 費

３国民健康保健事業費納付金

４保 健 事 業 費

５基 金 積 立 金

６公 債 費

７諸 支 出 金

８予 備 費

歳出合計

年間平均被保険者数 人

収入未済額

（円）

予算現額に比し増減

（円）

Ａの構成比（％） 被保険者 人当たり額（円）

Ａの前年度比較

（％）本年度 前年度 本年度 前年度 比 較

△ △

△ △

△

△

△

△

△

Ｂの構成比（％） 被保険者 人当たり額（円） Ｂの前年度比較

（％）本年度 前年度 本年度 前年度 比較

△ △

△ △

△

‐
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財財
源源
内内
訳訳

（
単
位
：
千
円
、
％
）

財
源
内
訳

科
目

特
定

財
源

一
般

財
源

国
庫
支
出
金

都
支
出
金

そ
の

他
計

科
目

決
算
額

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
総
務
費

２
保
険
給
付
費

３
国

民
健

康
保

険
事
業

費
納
付

金

４
保
健
事
業
費

５
基
金
積
立
金

６
公
債
費

７
諸
支
出
金

歳
出

合
計

性性
質質
別別
分分
類類

（
単
位
：
千
円
、
％
）

区
分

科
目

人
件

費
物

件
費

扶
助
費
・
補
助
費
等

そ
の
他

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
総
務
費

２
保
険
給
付
費

３
国

民
健

康
保

険
事
業

費
納
付

金

４
保
健
事
業
費

５
基
金
積
立
金

６
公
債
費

７
諸
支
出
金

歳
出

合
計
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国民健康保険事業の主な概要は次のとおりです。

１１ 被被保保険険者者

⑴ 世帯数・被保険者数

（単位：人）

種 別

区 別
前年度末現在 本年度中増減 本年度末現在 年間平均

世 帯 数 世帯 △

被
保
険
者
数

総 数 △

一般被保険者 △

退職被保険者等

⑵ 世帯・被保険者加入割合

世 帯 数 人 口

総世帯数 国保世帯数 加入割合 総人口 被保険者数 加入割合

世帯 世帯 人 人

（注）総世帯・総人口は、 月 日現在（外国人を含む。） 国保世帯数・被保険者数は、年間平均

２２ 保保険険給給付付

被保険者の疾病・負傷・出産・死亡等について療養の給付・療養費・高額療養費・出産育児一時金・葬祭

費・移送費の給付を行いました。

⑴ 療養の給付

被保険者が保険医療機関等で受けた療養の給付の費用に対し、義務教育就学前の被保険者については８

０％、７０歳以上の被保険者については７０％又は８０％、その他の被保険者については７０％の給付を

行いました。

（一般被保険者分）

事 項

種 別
件 数 日 数 費 用 額

医科
入院 件 日 円

入院外 件 日 円

歯科 件 日 円

薬剤 件 （ ） 円

食事療養費 （ ） （ ） 円

訪問看護 件 日 円

計 件 日 円

（注）「計」には（ ）を含まない。
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（退職被保険者等分

事 項

種 別
件 数 日 数 費 用 額

医科
入院 件 日 円

入院外 △ 件 △ 日 △ 円

歯科 △ 件 △ 日 円

薬剤 件 （ ） 円

食事療養費 （ ） （ ） 円

訪問看護 件 日 円

計 △ 件 △ 日 △ 円

（注）「計」には（ ）を含まない。

（診療費諸率：医科・歯科分）

事 項

年 度

一人当た

りの件数
１件当たり日数 １件当たり費用額 １日当たり費用額 １人当たり費用額

一
般
被
保
険
者

令和３年度 件 日 円 円 円

令和４年度 件 日 円 円 円

増加率（％ △ △

退
職
被
保
険
者
等

令和３年度 件 日 円 円 円

令和４年度 △ 件 日 円 円 △ 円

増加率（％ △ △ △ △ △

⑵ 療養費

療養費は療養の給付を行うことが困難であると認めるとき、緊急その他やむを得ない理由により保険医

療機関外で受診したとき、又は緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提出しないで保険医療機

関等で受診したときに療養の給付に代えて支給しました。

（一般被保険者分）

事 項

種 別
件 数 費 用 額

医科・歯科・薬剤 件 円

補装具 件 円

接骨 件 円

針・灸 件 円

その他 件 円

計 件 円
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（退職被保険者等分

事 項

種 別
件 数 日 数 費 用 額

医科
入院 件 日 円

入院外 △ 件 △ 日 △ 円

歯科 △ 件 △ 日 円

薬剤 件 （ ） 円

食事療養費 （ ） （ ） 円

訪問看護 件 日 円

計 △ 件 △ 日 △ 円

（注）「計」には（ ）を含まない。

（診療費諸率：医科・歯科分）

事 項

年 度

一人当た

りの件数
１件当たり日数 １件当たり費用額 １日当たり費用額 １人当たり費用額

一
般
被
保
険
者

令和３年度 件 日 円 円 円

令和４年度 件 日 円 円 円

増加率（％ △ △

退
職
被
保
険
者
等

令和３年度 件 日 円 円 円

令和４年度 △ 件 日 円 円 △ 円

増加率（％ △ △ △ △ △

⑵ 療養費

療養費は療養の給付を行うことが困難であると認めるとき、緊急その他やむを得ない理由により保険医

療機関外で受診したとき、又は緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提出しないで保険医療機

関等で受診したときに療養の給付に代えて支給しました。

（一般被保険者分）

事 項

種 別
件 数 費 用 額

医科・歯科・薬剤 件 円

補装具 件 円

接骨 件 円

針・灸 件 円

その他 件 円

計 件 円

（退職被保険者等分）

事 項

種 別
件 数 費 用 額

医科・歯科・薬剤 件 円

補装具 件 円

接骨 件 円

針・灸 件 円

その他 件 円

計 件 円

⑶ 高額療養費

被保険者が保険医療機関で療養を受けたとき、１か月の診療費が自己負担限度額を超えた額について高

額療養費として支給しました。

種 別

区 分

合算分 単独分 計

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

一般被保険者 件 円 件 円 件 円

退職被保険者等 件 円 件 円 件 円

⑷ その他の給付

被保険者の出産・死亡・移送等に関して、次の支給を行いました。

区 分

種 別
単 価 件 数 支 給 額

移送費 － 件 円

出産育児一時金 円 件 円

葬祭費 円 件 円

結核・精神医療給付金 － 件 円

傷病手当金 件 円

合 計 円

（注）件数について、直接支払制度を利用の場合は、直接支払分の支出で１件とし、差額分のみ支給済みの場合は含まない。
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５５
　　
財財
政政
のの
健健
全全
化化

本
年

度
前

年
度

現
年

分
円

円
円

円
円

円
円

円
％

％
％

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

滞
納

繰
越

分

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

計

現
年

分 医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

滞
納

繰
越

分

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

計

現
年

分 医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

小
計

 

滞
納

繰
越

分

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

小
計

 

計

　
　
財
政
の
健
全
化
の
た
め
に
財
源
の
確
保
に
努
め
ま
し
た
。

　
⑴
　
国
民
健
康
保
険
税

　
　
　
国
民
健
康
保
険
税
の
収
入
状
況
は
以
下
の
と
お
り
で
す
（
収
入
率
に
つ
い
て
は
、
調
定
額
と
純
収
入
額
で
算
出
し
て
い
ま
す
。
）
。

　
　

　
　

事
項

　
区

分
予

算
現

額
調

定
額

 
収

入
額

還
付

未
済

額
純

収
入

額
不

納
欠

損
額

計

未
収

入
額

う
ち

執
行

停
止

額
対

予
算

収
入

率
収

入
率

一 般 被 保 険 者 退 職 被 保 険 者 等

３３ 国国民民健健康康保保険険事事業業費費納納付付金金

国民健康保険事業に要する費用に充てるため国民健康保険事業費納付金を支払いました。

４４ 保保健健事事業業

被保険者の健康の保持増進のため生活習慣病予防に重点をおいた特定健康診査等を実施し、総合健康診査

（人間ドック）等の利用者に対して利用料金の一部を補助しました。

⑴ 特定健康診査・特定保健指導

特定健康診査 特定保健指導

受診者数 委託料 動機付け支援利用者数 積極的支援利用者数 委託料

人 円 人 人 円

⑵ 人間ドック等補助

区 分

種 別
件 数 補 助 単 価 補 助 金 額

人間ドック 件 円 円

脳ドック 件 円 円

簡易脳ドック 件 円 円

計 件 － 円

一般被保険者 退職被保険者等 納付金合計

医療給付費分 円 円

円後期高齢者支援金等分 円 円

円介護納付金分 円
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５５
　　
財財
政政
のの
健健
全全
化化

本
年

度
前

年
度

現
年

分
円

円
円

円
円

円
円

円
％

％
％

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

滞
納

繰
越

分

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

計

現
年

分 医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

滞
納

繰
越

分

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

計

現
年

分 医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

小
計

 

滞
納

繰
越

分

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

小
計

 

計

　
　
財
政
の
健
全
化
の
た
め
に
財
源
の
確
保
に
努
め
ま
し
た
。

　
⑴
　
国
民
健
康
保
険
税

　
　
　
国
民
健
康
保
険
税
の
収
入
状
況
は
以
下
の
と
お
り
で
す
（
収
入
率
に
つ
い
て
は
、
調
定
額
と
純
収
入
額
で
算
出
し
て
い
ま
す
。
）
。

　
　

　
　

事
項

　
区

分
予

算
現

額
調

定
額

 
収

入
額

還
付

未
済

額
純

収
入

額
不

納
欠

損
額

計

未
収

入
額

う
ち

執
行

停
止

額
対

予
算

収
入

率
収

入
率

一 般 被 保 険 者 退 職 被 保 険 者 等

３３ 国国民民健健康康保保険険事事業業費費納納付付金金

国民健康保険事業に要する費用に充てるため国民健康保険事業費納付金を支払いました。

４４ 保保健健事事業業

被保険者の健康の保持増進のため生活習慣病予防に重点をおいた特定健康診査等を実施し、総合健康診査

（人間ドック）等の利用者に対して利用料金の一部を補助しました。

⑴ 特定健康診査・特定保健指導

特定健康診査 特定保健指導

受診者数 委託料 動機付け支援利用者数 積極的支援利用者数 委託料

人 円 人 人 円

⑵ 人間ドック等補助

区 分

種 別
件 数 補 助 単 価 補 助 金 額

人間ドック 件 円 円

脳ドック 件 円 円

簡易脳ドック 件 円 円

計 件 － 円

一般被保険者 退職被保険者等 納付金合計

医療給付費分 円 円

円後期高齢者支援金等分 円 円

円介護納付金分 円
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⑷ 診療（調剤）報酬明細書点検確認による過誤等の調整額

請求のありました診療（調剤）報酬明細書について、資格、請求内容等を確認して以下のとおり医療費

の適正化に努めました。

① 過誤申出・再審査請求による回収額 （単位：円）

内 訳 件数 枚数 金 額

請求総数

過誤申出による調整額

再審査請求による調整額

計

② 返納金 （単位：件、円）

区 分

種 別
件 数 返 納 金 額

一
般
被
保
険
者

不当利得返還金
現年度分

過年度分

第三者行為に係る賠償金

計

退
職
被
保
険
者
等

不当利得返還金
現年度分

過年度分

第三者行為に係る賠償金

計

合 計

⑸ 国民健康保険事業運営基金決算状況

（単位：円）

令 和 ３ 年 度 末

現 在 高

令 和 ４ 年 度 増 減 令 和 ４ 年 度 末

現 在 高増 減

（ 内 訳 ）
元 本

利 子

⑵ 国庫支出金

国庫補助金として以下のとおり交付されました。

区 分 決算上の交付済額 実績報告額等 翌年度精算見込額

補
助
金

災害臨時特例補助金 円 円 △ 円

東日本大震災対応分
円 円 △ 円

新型コロナウイルス感染症対応分

（医療分）
円 円 円

新型コロナウイルス感染症対応分

（介護分）
円 円 円

社会保障・税番号制度システム整備費

補助金
円 円 円

計 円 円 △ 円

⑶ 都支出金

療養給付費・療養費・高額療養費・移送費・結核精神医療給付費等に対して都から保険給付費等交付金

（普通交付金）が、医療費適正化及び収入率向上の実績評価に応じて保険者努力支援交付金が、その他と

して都費補助金、特別調整交付金（市町村分）、都繰入金（２号分）、特定健康診査等負担金が交付されま

した。

区 分 決算上の交付済額 実績報告額等 翌年度精算見込額

補

助

金

都費補助金 円 円 ―

保
険
給
付
費
等
交
付
金

普通交付金 円 円 ―

特
別
交
付
金

国民健康保険保険者努

力支援交付金
円 円 円

特別調整交付金（市町

村分）
円 円 ―

都繰入金（２号分） 円 円 円

特定健康診査等負担金 円 円 円

計 円 円 円
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⑷ 診療（調剤）報酬明細書点検確認による過誤等の調整額

請求のありました診療（調剤）報酬明細書について、資格、請求内容等を確認して以下のとおり医療費

の適正化に努めました。

① 過誤申出・再審査請求による回収額 （単位：円）

内 訳 件数 枚数 金 額

請求総数

過誤申出による調整額

再審査請求による調整額

計

② 返納金 （単位：件、円）

区 分

種 別
件 数 返 納 金 額

一
般
被
保
険
者

不当利得返還金
現年度分

過年度分

第三者行為に係る賠償金

計

退
職
被
保
険
者
等

不当利得返還金
現年度分

過年度分

第三者行為に係る賠償金

計

合 計

⑸ 国民健康保険事業運営基金決算状況

（単位：円）

令 和 ３ 年 度 末

現 在 高

令 和 ４ 年 度 増 減 令 和 ４ 年 度 末

現 在 高増 減

（ 内 訳 ）
元 本

利 子

⑵ 国庫支出金

国庫補助金として以下のとおり交付されました。

区 分 決算上の交付済額 実績報告額等 翌年度精算見込額

補
助
金

災害臨時特例補助金 円 円 △ 円

東日本大震災対応分
円 円 △ 円

新型コロナウイルス感染症対応分

（医療分）
円 円 円

新型コロナウイルス感染症対応分

（介護分）
円 円 円

社会保障・税番号制度システム整備費

補助金
円 円 円

計 円 円 △ 円

⑶ 都支出金

療養給付費・療養費・高額療養費・移送費・結核精神医療給付費等に対して都から保険給付費等交付金

（普通交付金）が、医療費適正化及び収入率向上の実績評価に応じて保険者努力支援交付金が、その他と

して都費補助金、特別調整交付金（市町村分）、都繰入金（２号分）、特定健康診査等負担金が交付されま

した。

区 分 決算上の交付済額 実績報告額等 翌年度精算見込額

補

助

金

都費補助金 円 円 ―

保
険
給
付
費
等
交
付
金

普通交付金 円 円 ―

特
別
交
付
金

国民健康保険保険者努

力支援交付金
円 円 円

特別調整交付金（市町

村分）
円 円 ―

都繰入金（２号分） 円 円 円

特定健康診査等負担金 円 円 円

計 円 円 円
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令和４年度小金井市介護保険特別会計決算概要 

 

介護保険制度は、要介護状態の軽減・予防の重視、医療との十分な連携を図りなが

ら、利用者の選択による利用者のためのサービスを提供し、高齢者の自立支援のため

の重要な役割を果たしています。 

はじめに、令和４年度における第１号被保険者数は２７，０３７人で、前年度対比

０．７％、１８１人の増となりました。被保険者数のうち７５歳以上の後期高齢者は、

１４，７０３人で全体の５４．４％を占めています。 

次に、要介護（要支援）認定者数は、５，６２５人で、前年度対比２．２％、１１

９人の増となりました。認定者数のうち７５歳以上の後期高齢者は、５，０００人で

全体の８８．９％を占めています。 

また、介護保険給付費は、７９億７，１８８万８千円で前年度対比１．１％、８，

９２３万１千円の増となりました。 

令和４年度小金井市介護保険特別会計の財政規模は、当初予算８８億６，１７６万

７千円に、３回の補正予算で５，６６４万８千円を増額し、最終予算額は８９億１，

８４１万５千円となりました。 

これに対する決算額は、歳入総額では８８億７，３９７万円で前年度対比１．８％

の増となり、歳出総額では８７億８，４００万８千円で前年度対比２．０％の増とな

りました。歳入歳出差引額は８，９９６万２千円となり、令和５年度への繰越金とな

っています。 

 
歳入の主な内容は、次のとおりです。 

① 第１号被保険者の介護保険料は、決算額が１８億５，５２８万１千円で、前年度

対比１．２％、２，２４８万７千円の増となりました。収納率は、現年賦課分では、

年金からの特別徴収は１００％、普通徴収は過年度分も含め９３．８％で前年度対

比０．１ポイントの増、滞納繰越分は１２．２％で前年度対比６．１ポイントの減、

全体では９８．１％で前年度対比０．１ポイントの増となりました。徴収方法の内

訳は、現年賦課分の調定額でみると、特別徴収は、件数ベースで８３．８％、金額

ベースで８７．７％、それ以外は個別納付の普通徴収となりました。収納率向上対

策として、滞納がある場合にはサービス利用時に給付制限があることから、個別に

滞納者へ制度の趣旨を説明して納入のお願いをし、金融機関及び郵便局の口座振替

制度の利用勧奨を行い、納入者の利便性を図りました。 
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② 国庫支出金は１９億８，６３６万５千円となり、前年度対比１．６％の増となり

ました。このうち、保険給付費を負担する介護給付費国庫負担金は翌年度の返還金

６，３９７万６千円を含む１４億７，６９５万７千円となりました。調整交付金は

保険給付費及び地域支援事業費の４．３３％相当の普通調整交付金と新型コロナウ

イルス感染症の影響による保険料の減免措置に対する交付金を合わせて３億６，０

６４万２千円となりました。地域支援事業交付金は翌年度の返還金１１８万５千円

を含む１億１，５８３万７千円となりました。市町村による高齢者の自立支援・重

度化防止等に関する取組を支援することを目的とする保険者機能強化推進交付金は

１，６６７万１千円となり、介護予防・健康づくり等に資する取組の重点化を目的

とする介護保険保険者努力支援交付金は１，６２５万８千円となりました。 

③ 支払基金交付金は、第２号被保険者の保険料相当として交付され、２２億３，３

３２万１千円で前年度対比１．０％の増となりました。介護給付費交付金は翌年度

の返還金２０９万９千円を含む２１億５，４４２万５千円となりました。地域支援

事業支援交付金は翌年度の返還金１１１万８千円を含む７，８８９万６千円となり

ました。 

④ 都支出金は、１２億５，５５７万７千円となり、前年度対比０．４％の増となり

ました。このうち、保険給付費を負担する介護給付費都負担金は翌年度の返還金１，

２５７万１千円を含む１１億９，０３５万３千円となりました。地域支援事業交付

金は翌年度の返還金６９万６千円を含む６，５２２万４千円となりました。 

⑤ 一般会計繰入金は、１４億２，９６５万９千円で、前年度対比０.９％の増となり

ました。このうち、保険給付費の１２．５％を負担する介護給付費繰入金は９億９，

６４４万７千円で前年度対比１．２％の増、地域支援事業繰入金は６，４５２万８

千円で、前年度対比４．８％の増となりました。 

低所得者の保険料の一部を公費で負担する低所得者保険料軽減繰入金は過年度分

の追加繰入金１６１万７千円を含む９，３０８万円で、前年度対比０．８％の増と

なりました。 

人件費、事務費等を負担するその他一般会計繰入金は２億７，５６０万４千円と

なり、前年度対比０．９％の減となりました。 

⑥ 基金繰入金は、１，２３２万円となりました。これは、保険給付費、地域支援事

業費及び保険料の決算収支で不足分が生じたため、介護給付費準備基金の取崩しを

行いました。 

 

次に、歳出の主な内容は次のとおりです。 

① 総務費は、２億７，５６９万３千円で、前年度対比０．９％、２６０万７千円の

減となりました。主な内容は、職員の人件費のほか、保険運営のための事務費、要

介護認定のための事務費等となっています。給与改定に伴い人件費が１５３万３千

円増となるも、制度改正等の周知に係る趣旨普及に要する経費が３７２万９千円減

等により、全体としては減となっています。 

② 保険給付費は、７９億７，１８８万８千円で、前年度対比１．１％の増となりま

した。要介護認定者の増加に伴うサービス利用の増加、令和４年１０月に創設され

た介護職員の賃金改善のための「介護職員等ベースアップ等支援加算」などの影響

により、給付費は依然として増加傾向にあります。給付費の内訳としては、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、前年度対比で通所系サービスの利用実績は微減

し、訪問系サービスの利用実績は増加した傾向が見られました。また、高額介護サ

ービス費及び特定入所者介護サービス費は令和３年８月以降対象者の基準が見直さ

れたことから、高額介護サービス費は前年度対比４．５％、１，１５２万８千円の

減、特定入所者介護サービス費は前年度対比１９．３％、２，３５６万２千円の減

となりました。このほか、介護医療院サービスが前年度対比２２．４％、１，０６

０万８千円の増となっていますが、これは前年度に引き続き介護療養型医療施設サ

ービスからの転換が進んだことによるものです。 

③ 財政安定化基金への支出はありません。財政安定化基金とは保険収支が赤字の場

合に備え、都に設置されている基金で、その財源は国・都・市区町村で３分の１ず

つ拠出することとなっています。第８期の拠出率は０％となっています。 

④ 地域支援事業費は４億３，６５０万円で、前年度対比５．４％、２，２４２万６

千円の増となりました。地域支援事業とは、介護が必要となるおそれがある虚弱な

高齢者に対しての介護予防事業及び一般の高齢者にも健康づくり、生活支援のサー

ビスなどを提供するものです。その中核として、地域包括支援センターを設置し、

保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー等が中心となって、介護予防に関するマ

ネジメントを始めとする高齢者への総合的な支援を行っています。

⑤ 基金積立金は、３２７万円となりました。本積立金は、介護給付費準備基金積立

金からなっています。介護給付費準備基金積立金は、保険給付費及び保険料の決算

収支で、保険料に余剰が生じた場合に介護給付費準備基金に積み立てることとなっ

ているものです。内容は、前年度において翌年度繰越しとなった積立金の３２６万

６千円、基金の利子の４千円となっています。介護給付費準備基金の令和４年度末
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次に、歳出の主な内容は次のとおりです。 

① 総務費は、２億７，５６９万３千円で、前年度対比０．９％、２６０万７千円の

減となりました。主な内容は、職員の人件費のほか、保険運営のための事務費、要

介護認定のための事務費等となっています。給与改定に伴い人件費が１５３万３千

円増となるも、制度改正等の周知に係る趣旨普及に要する経費が３７２万９千円減

等により、全体としては減となっています。 

② 保険給付費は、７９億７，１８８万８千円で、前年度対比１．１％の増となりま

した。要介護認定者の増加に伴うサービス利用の増加、令和４年１０月に創設され

た介護職員の賃金改善のための「介護職員等ベースアップ等支援加算」などの影響

により、給付費は依然として増加傾向にあります。給付費の内訳としては、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、前年度対比で通所系サービスの利用実績は微減

し、訪問系サービスの利用実績は増加した傾向が見られました。また、高額介護サ

ービス費及び特定入所者介護サービス費は令和３年８月以降対象者の基準が見直さ

れたことから、高額介護サービス費は前年度対比４．５％、１，１５２万８千円の

減、特定入所者介護サービス費は前年度対比１９．３％、２，３５６万２千円の減

となりました。このほか、介護医療院サービスが前年度対比２２．４％、１，０６

０万８千円の増となっていますが、これは前年度に引き続き介護療養型医療施設サ

ービスからの転換が進んだことによるものです。 

③ 財政安定化基金への支出はありません。財政安定化基金とは保険収支が赤字の場

合に備え、都に設置されている基金で、その財源は国・都・市区町村で３分の１ず

つ拠出することとなっています。第８期の拠出率は０％となっています。 

④ 地域支援事業費は４億３，６５０万円で、前年度対比５．４％、２，２４２万６

千円の増となりました。地域支援事業とは、介護が必要となるおそれがある虚弱な

高齢者に対しての介護予防事業及び一般の高齢者にも健康づくり、生活支援のサー

ビスなどを提供するものです。その中核として、地域包括支援センターを設置し、

保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー等が中心となって、介護予防に関するマ

ネジメントを始めとする高齢者への総合的な支援を行っています。

⑤ 基金積立金は、３２７万円となりました。本積立金は、介護給付費準備基金積立

金からなっています。介護給付費準備基金積立金は、保険給付費及び保険料の決算

収支で、保険料に余剰が生じた場合に介護給付費準備基金に積み立てることとなっ

ているものです。内容は、前年度において翌年度繰越しとなった積立金の３２６万

６千円、基金の利子の４千円となっています。介護給付費準備基金の令和４年度末
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令和４年度決算歳入歳出構成表

歳入

使用料及び手数料

円

保 険 料
億 万 円

国庫支出金

億 万 円

支払基金交付金

億 万 円

財産収入
万 円

寄附 金

円

繰 入 金

億 万 円

諸収 入

万 円

地域支援事業費

億 万 円
（ ）

億 万 円

歳出

総 務 費
億 万 円

保険給付費
億 万 円

都支出金
億 万 円

基金積立金

万 円

公 債費

円

億 万 円

繰 越 金

億 万 円

諸支出金

万 円

財政安定化基金拠出金

円

予 備費

円

現在高は、３億７，５６２万４千円となりました。 

⑥ 諸支出金は、９，６６５万７千円で、保険料の還付金、概算交付された前年度介

護給付費国庫負担金等の返還金等となっています。 

 

令和４年度は、第８期事業計画の２年目となります。 

第８期事業計画の特徴は、令和３年４月から介護報酬がプラス改定され、また、

介護保険サービス利用者の増加に伴う保険給付費の増加により、保険料の一定の上

昇が必要となりました。また、介護給付費の増加に伴い、保険料負担も増大してい

く中で、介護保険料については、国の標準段階の変更に合わせて見直しを行い、被

保険者の負担能力に応じたきめ細かい保険料段階を設定いたしました。その結果、

給付費及び地域支援事業費を基に算出された第８期事業計画の保険料基準月額は５，

９１９円となりましたが、介護給付費準備基金を取り崩すことによって、本市にお

ける保険料基準月額を５，６００円としています。 

介護保険制度の運営に当たっては、介護給付適正化プログラム等、制度及び給付

の改善に努め、効果的、公平公正な運営を実施しておりますが、介護保険が持続性

をもって維持されるためには、被保険者・利用者の適正な負担及び介護費用のなお

一層の適正化が求められています。また、できるだけ要介護状態にならないための

予防重視の取組をより一層充実させていかなければなりません。今後とも、必要と

なる多種多様なサービスを整備していく一方、健全な保険財政を維持し、被保険者

の行政需要に応えられるよう努力してまいります。 
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令和４年度決算歳入歳出構成表

歳入

使用料及び手数料

円

保 険 料
億 万 円

国庫支出金

億 万 円

支払基金交付金

億 万 円

財産収入
万 円

寄附 金

円

繰 入 金

億 万 円

諸収 入

万 円

地域支援事業費

億 万 円
（ ）

億 万 円

歳出

総 務 費
億 万 円

保険給付費
億 万 円

都支出金
億 万 円

基金積立金

万 円

公 債費

円

億 万 円

繰 越 金

億 万 円

諸支出金

万 円

財政安定化基金拠出金

円

予 備費

円
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介護保険特別会計　予算執行状況

歳　入

区　分　 収　　入　　済　　額

款　別 金 額 収入率
（対予算現額）

収入率
（対調定額）

円 円 円 ％ ％

保 険 料

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

支払基金交付金

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳　　入　　合　　計

予 算 現 額 調 定 額

27,037人

構　成　比 第１号被保険者１人当たりの額 構成比（本年度）

本年度 前年度 本年度 前年度 比　較

円 円 円 ％ ％ 円 円 円

△ 1,000

△ 27,640,000

△ 4,062,226 △ 130

△ 1,000

△ 57,477,540

△ 525

△ 99

△ 44,444,490

令和5年3月31日 第１号被保険者数

予 算 現 額 に
比 し 増 減

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
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介護保険特別会計　予算執行状況

歳　入

区　分　 収　　入　　済　　額

款　別 金 額 収入率
（対予算現額）

収入率
（対調定額）

円 円 円 ％ ％

保 険 料

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

支払基金交付金

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳　　入　　合　　計

予 算 現 額 調 定 額

27,037人

構　成　比 第１号被保険者１人当たりの額 構成比（本年度）

本年度 前年度 本年度 前年度 比　較

円 円 円 ％ ％ 円 円 円

△ 1,000

△ 27,640,000

△ 4,062,226 △ 130

△ 1,000

△ 57,477,540

△ 525

△ 99

△ 44,444,490

令和5年3月31日 第１号被保険者数

予 算 現 額 に
比 し 増 減

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
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歳　出

区　分　 支　　出　　済　　額

款（項）別 金 額 執行率

円 円 ％

総 務 管 理 費

徴 収 費

介 護 認 定 審 査 会 費

趣 旨 普 及 費

計 画 策 定 委 員 会 費

介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費

介護予防サービス等諸費

そ の 他 諸 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

介護予防・生活支援サービス事業費

一 般 介 護 予 防 事 業 費

包括的支援事業・任意事業費

そ の 他 諸 費

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金

予 備 費

歳 出 合 計

公 債 費

諸 支 出 金

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

予 算 現 額
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歳　出

区　分　 支　　出　　済　　額

款（項）別 金 額 執行率

円 円 ％

総 務 管 理 費

徴 収 費

介 護 認 定 審 査 会 費

趣 旨 普 及 費

計 画 策 定 委 員 会 費

介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費

介護予防サービス等諸費

そ の 他 諸 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

介護予防・生活支援サービス事業費

一 般 介 護 予 防 事 業 費

包括的支援事業・任意事業費

そ の 他 諸 費

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金

予 備 費

歳 出 合 計

公 債 費

諸 支 出 金

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

予 算 現 額

令和5年3月31日 第１号被保険者数 27,037人

構　成　比 第１号被保険者１人当たりの額 構成比（本年度）

本年度 前年度 本年度 前年度 比　較

円 円 ％ ％ 円 円 円

△ 167

△ 56

△ 139

△ 489

△ 902

不 用 額翌年度繰越 額
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財　　源　　内　　訳

区　分　 特　　　　　　　　　　定 財　　　　　　　　　　源

決 算 額 都　支　出　金

款　別 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 円 ％ 円 ％ 円 ％

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

※この表では、介護給付費等繰入金を特定財源とし、その他一般会計繰入金を一般財源としている。

保険給付費等に関係する各負担金等の過年度・翌年度への状況

金 額 都　支　出　金

※この表は、財源内訳中の各金額合計と歳入金額との相違の内容を表す。

　（歳入金額＝歳出合計＋過年度追加交付金－翌年度追加交付金－翌年度基金繰入金＋翌年度返還金等＋

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金

歳 出 合 計

歳 入 金 額

翌年度基金積立金

項 目 国 庫 支 出 金

翌年度返還金等

翌年度追加交付金

過年度追加交付金

翌年度基金繰入金
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財　　源　　内　　訳

区　分　 特　　　　　　　　　　定 財　　　　　　　　　　源

決 算 額 都　支　出　金

款　別 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 円 ％ 円 ％ 円 ％

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

※この表では、介護給付費等繰入金を特定財源とし、その他一般会計繰入金を一般財源としている。

保険給付費等に関係する各負担金等の過年度・翌年度への状況

金 額 都　支　出　金

※この表は、財源内訳中の各金額合計と歳入金額との相違の内容を表す。

　（歳入金額＝歳出合計＋過年度追加交付金－翌年度追加交付金－翌年度基金繰入金＋翌年度返還金等＋

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金

歳 出 合 計

歳 入 金 額

翌年度基金積立金

項 目 国 庫 支 出 金

翌年度返還金等

翌年度追加交付金

過年度追加交付金

翌年度基金繰入金

財　　　　　　　　　　源

保　　険　　料 そ　　の　　他

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

　

また、繰越金は特定財源の「その他」としている。

保　　険　　料 そ　　の　　他 一　般　財　源

△ 1,617,100

△ 218,600

翌年度基金積立金）

介 護 給 付 費 等
一般会計繰入金（市）

一 般 財 源介 護 給 付 費 等
一般会計繰入金（市）
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性　　質　　別　　分　　類

区　分　 人　　件　　費 物　　件　　費 補　助　費　等 公　　債　　費

款　別 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

前　　年　　度

比　較（伸率）

※その他は、維持補修費、扶助費、投資及び出資金貸付金、繰出金、投資的経費である。

歳　出　合　計

積　　立　　金 そ　　の　　他 合 計 前 年 度 比　　　較

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 金 額 伸率

円 ％ 円 ％ 円 円 円 ％

△ 2,606,396 △ 0.9
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性　　質　　別　　分　　類

区　分　 人　　件　　費 物　　件　　費 補　助　費　等 公　　債　　費

款　別 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

前　　年　　度

比　較（伸率）

※その他は、維持補修費、扶助費、投資及び出資金貸付金、繰出金、投資的経費である。

歳　出　合　計

積　　立　　金 そ　　の　　他 合 計 前 年 度 比　　　較

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 金 額 伸率

円 ％ 円 ％ 円 円 円 ％

△ 2,606,396 △ 0.9
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１　第１号被保険者

６ ５ ～ ７ ４ 歳

７ ５ 歳 以 上

合 計

２　要介護（要支援）認定者
（１）　年齢別　要介護（要支援）認定者数

６ ５ ～ ７ ４ 歳

７ ５ 歳 以 上

小 計

４ ０ ～ ６ ４ 歳

合 計

（２）　要介護度別　要介護（要支援）認定者数

要 支 援 １

要 支 援 ２

要 介 護 １

要 介 護 ２

要 介 護 ３

要 介 護 ４

要 介 護 ５

合 計

区 分
令和３年度末 令和４年度末

4･3･31現在

平成３０年度末 令和元年度末 令和２年度末

5･3･31現在

人 人 人 人 人

31･3･31現在 2･3･31現在 3･3･31現在

区 分
平成３０年度末 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末

3･3･31現在

令和４年度末

4･3･31現在 5･3･31現在31･3･31現在 2･3･31現在

人 人 人 人 人

区 分
平成３０年度末 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末

31･3･31現在 2･3･31現在 3･3･31現在 4･3･31現在 5･3･31現在

人 人 人 人 人
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３　保険料

（１）　所得階層別第１号被保険者数
令和元年度末 令和２年度末 令和４年度末

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

第 １ 段 階 第 １ 段 階

第 ２ 段 階 第 ２ 段 階

第 ３ 段 階 第 ３ 段 階

第 ４ 段 階 第 ４ 段 階

第 ５ 段 階 第 ５ 段 階

第 ６ 段 階 第 ６ 段 階

第 ７ 段 階 第 ７ 段 階

第 ８ 段 階 第 ８ 段 階

第 ９ 段 階 第 ９ 段 階

第 １ ０ 段 階 第 １ ０ 段 階

第 １ １ 段 階 第 １ １ 段 階

第 １ ２ 段 階 第 １ ２ 段 階

第 １ ３ 段 階 第 １ ３ 段 階

第 １ ４ 段 階 第 １ ４ 段 階

第 １ ５ 段 階 第 １ ５ 段 階

合 計 合 計

市民税本人課税者で合計所得金
額２，０００万円以上

市民税本人課税者で合計所得金
額７５０万円以上
１，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，０００万円以上
１，５００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，５００万円以上
２，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額２１０万円以上
３２０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３２０万円以上
３５０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３５０万円以上
５００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額５００万円以上
７５０万円未満

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
第４段階以外

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円以上
２１０万円未満

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が８０
万円超１２０万円以下

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が１２
０万円超

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
課税年金収入額と合計所得金額
が８０万円以下

備 考

生活保護受給者、老齢福祉年金
受給者又は課税年金収入額と合
計所得金額が８０万円以下で市民
税非課税世帯

区 分 備 考 区 分
令和３年度末

生活保護受給者、老齢福祉年金
受給者又は課税年金収入額と合
計所得金額が８０万円以下で市民
税非課税世帯

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が８０
万円超１２０万円以下

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が１２
０万円超

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
課税年金収入額と合計所得金額
が８０万円以下

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
第４段階以外

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円以上
２００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，５００万円以上
２，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額２，０００万円以上

市民税本人課税者で合計所得金
額２００万円以上
３００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３００万円以上
３５０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３５０万円以上
５００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額５００万円以上
７５０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額７５０万円以上
１，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，０００万円以上
１，５００万円未満
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（２）　保険料収納状況
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 還付未済額 純 収 入 額 不納欠損額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ Ｆ
円 円 円 円 円 円

現年賦課分

特別徴収

普通徴収

現年度分

過年度分

合　　　計

（３）　所得階層別　保険料収納状況
現　　　　年　　　　賦　　　　課　　　　分

現　年　度　分 過　年　度　分 小　　　　　計
純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率

円 ％ 円 ％ 円 ％

区 分

滞納繰越分
普通徴収

区 分

特
別
徴
収

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階
第 ４ 段 階
第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階
第 ８ 段 階
第 ９ 段 階
第１ ０段階
第１ １段階
第１ ２段階
第１ ３段階
第１ ４段階
第１ ５段階

計

普
通
徴
収

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階
第 ４ 段 階
第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階
第 ８ 段 階
第 ９ 段 階
第１ ０段階
第１ １段階
第１ ２段階
第１ ３段階
第１ ４段階
第１ ５段階

計

合
　
　
　
計

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階
第 ４ 段 階
第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階
第 ８ 段 階
第 ９ 段 階
第１ ０段階
第１ １段階
第１ ２段階
第１ ３段階
第１ ４段階
第１ ５段階

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

収 入 未 済 額 執 行 率 収 納 率 前　　年　　度
Ｇ＝Ｂ－Ｅ－Ｆ Ｈ＝Ｅ／Ａ Ｉ＝Ｅ／Ｂ 純 収 入 額 収 納 率

円 ％ ％ 円 ％ 円

△ 35,000

△ 2,081,200

合　　　計

純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率
円 ％ 円 ％

前年 度増 減額

滞 納 繰 越 分 合 計
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（２）　保険料収納状況
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 還付未済額 純 収 入 額 不納欠損額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ Ｆ
円 円 円 円 円 円

現年賦課分

特別徴収

普通徴収

現年度分

過年度分

合　　　計

（３）　所得階層別　保険料収納状況
現　　　　年　　　　賦　　　　課　　　　分

現　年　度　分 過　年　度　分 小　　　　　計
純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率

円 ％ 円 ％ 円 ％

区 分

滞納繰越分
普通徴収

区 分

特
別
徴
収

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階
第 ４ 段 階
第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階
第 ８ 段 階
第 ９ 段 階
第１ ０段階
第１ １段階
第１ ２段階
第１ ３段階
第１ ４段階
第１ ５段階

計

普
通
徴
収

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階
第 ４ 段 階
第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階
第 ８ 段 階
第 ９ 段 階
第１ ０段階
第１ １段階
第１ ２段階
第１ ３段階
第１ ４段階
第１ ５段階

計

合
　
　
　
計

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階
第 ４ 段 階
第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階
第 ８ 段 階
第 ９ 段 階
第１ ０段階
第１ １段階
第１ ２段階
第１ ３段階
第１ ４段階
第１ ５段階

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

収 入 未 済 額 執 行 率 収 納 率 前　　年　　度
Ｇ＝Ｂ－Ｅ－Ｆ Ｈ＝Ｅ／Ａ Ｉ＝Ｅ／Ｂ 純 収 入 額 収 納 率

円 ％ ％ 円 ％ 円

△ 35,000

△ 2,081,200

合　　　計

純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率
円 ％ 円 ％

前年 度増 減額

滞 納 繰 越 分 合 計
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４　介護給付費負担金等
（１）　負担金等算定対象基本額

支 払 額 戻 入 額 歳 出 決 算 額 収 入 額 負担金等算定基本額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

円 円 円 円 円

介護サー ビス 等諸費

介護予防サービス等諸費

高額介護サービス等費

高 額 医 療 合 算 介護 サー ビス 等費

特定入所者介護サービス等費

審 査 支 払 手 数 料

合 計

財政安定化基金拠出金

（２）　負担金等収入状況
令　　　　　　　　和 ４　　　　　　年　　　　　　度

負 担 金 等 負 担 割 合 負　担　す　べ　き　額

算 定 基 本 額 保 険 給 付 費 財政安定化基金拠出金

Ｅ Ｇ Ｈ＝Ｅ×Ｇ Ｆ Ｉ

円 ％ 円 円 円

国 庫 負 担 金 施設15.00％、施設外20.00％

調 整 交 付 金 （施設分） ( 4.33 ％相当)

支 払 基 金 交 付 金 27.00 ％　　 

都 負 担 金 （施設外分） 施設17.50％、施設外12.50％

財政安定化基金交付金 －

一般会計繰入金 市 12.50 ％　　 

保 険 料

延 滞 金 等

合 計 100.00 ％　　 

５　調整交付金

調 整 基 準
標 準 給 付 費

後期高齢者加入
割 合 補 正 係 数

所 得 段 階 別 加 入
割 合 補 正 係 数

調 整 率

① ② ③ ④＝0.28－0.23×②×③ ⑤
円

（  4.33 ％）

※①調整基準標準給付費は、前年度１月から当該年度９月までに支出決定した保険給付費が対象となる。

※⑥普通調整交付金は千円未満四捨五入となる。

普 通 調 整 交 付 金 交 付 割 合

※各年度の基金繰入金、基金積立金は前年度から繰り越した金額を除く。また、基金利子による積立金を除く。

※翌年度の返還金等の保険料の欄（保険料還付金）には、歳出還付の未執行額（時効消滅額を除く。）や、過年

※一般会計繰入金（市）の負担すべき額、収入済額には、低所得者保険料軽減繰入金（国１／２、都１／４、

※令和４年度保険料収入済額（★）は、保険料収入総額から地域支援事業費における保険料の負担すべき

項 目

項 目

(23.67 ％相当)

収入済額

★★
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４　介護給付費負担金等
（１）　負担金等算定対象基本額

支 払 額 戻 入 額 歳 出 決 算 額 収 入 額 負担金等算定基本額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

円 円 円 円 円

介護サー ビス 等諸費

介護予防サービス等諸費

高額介護サービス等費

高 額 医 療 合 算 介護 サー ビス 等費

特定入所者介護サービス等費

審 査 支 払 手 数 料

合 計

財政安定化基金拠出金

（２）　負担金等収入状況
令　　　　　　　　和 ４　　　　　　年　　　　　　度

負 担 金 等 負 担 割 合 負　担　す　べ　き　額

算 定 基 本 額 保 険 給 付 費 財政安定化基金拠出金

Ｅ Ｇ Ｈ＝Ｅ×Ｇ Ｆ Ｉ

円 ％ 円 円 円

国 庫 負 担 金 施設15.00％、施設外20.00％

調 整 交 付 金 （施設分） ( 4.33 ％相当)

支 払 基 金 交 付 金 27.00 ％　　 

都 負 担 金 （施設外分） 施設17.50％、施設外12.50％

財政安定化基金交付金 －

一般会計繰入金 市 12.50 ％　　 

保 険 料

延 滞 金 等

合 計 100.00 ％　　 

５　調整交付金

調 整 基 準
標 準 給 付 費

後期高齢者加入
割 合 補 正 係 数

所 得 段 階 別 加 入
割 合 補 正 係 数

調 整 率

① ② ③ ④＝0.28－0.23×②×③ ⑤
円

（  4.33 ％）

※①調整基準標準給付費は、前年度１月から当該年度９月までに支出決定した保険給付費が対象となる。

※⑥普通調整交付金は千円未満四捨五入となる。

普 通 調 整 交 付 金 交 付 割 合

※各年度の基金繰入金、基金積立金は前年度から繰り越した金額を除く。また、基金利子による積立金を除く。

※翌年度の返還金等の保険料の欄（保険料還付金）には、歳出還付の未執行額（時効消滅額を除く。）や、過年

※一般会計繰入金（市）の負担すべき額、収入済額には、低所得者保険料軽減繰入金（国１／２、都１／４、

※令和４年度保険料収入済額（★）は、保険料収入総額から地域支援事業費における保険料の負担すべき

項 目

項 目

(23.67 ％相当)

収入済額

★★

４　　　　　　年　　　　　　度 令　　和　　５　　年　　度

Ｊ＝Ｉ－Ｈ－Ｆ

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

△ 1,994,700

度に収入した保険料の中で、資格得喪変更により、還付すべきことが本年度に新たに判明した額を含む。

市１／４負担）の額が含まれるため、Ｈ＝Ｅ×Ｇとはならない。

額を差し引いた額となる。

調 整 交 付 金
算 定 額

⑥＝①×④×⑤

普 通 調 整
交 付 金 算 定 額

円

過不足額 不正利得
徴収金の

不納欠損額
返還金等

財政安定化基金負担額

Ｆ

円

介護給付費
準備基金
繰入金

△ 4,466,788

介護保険災害
等臨時特例

補助金

特 別 調 整
交 付 金 算 定 額

基金積立金
過年度
収入額

基金
積立金

歳出還付
未執行額

基金繰入金

円 円

⑦ ⑧＝⑥＋⑦
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６　保険給付費
（１）　保険給付費　予算事業別執行状況

支　　出　　済　　額

金 額 執行率
円 円 ％

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

地域密着型介護サ ー ビ ス 給 付費

特例地域密着型介護サービス給付費

施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

居 宅 介 護 福 祉 用 具 購 入 費

居 宅 介 護 住 宅 改 修 費

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 計 画 給 付 費

特例居宅介護サービス計画給付費

小計：介護サービス等諸費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費

地域密着型介護予防サービス給付費

特例地域密着型介護予防サービス給付費

介 護 予 防 福 祉 用 具 購 入 費

介 護 予 防 住 宅 改 修 費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 計 画 給 付 費

特例介護予防サービス計画給付費

小計：介護予防サービス等諸費

審 査 支 払 手 数 料

小計：そ　の　他　諸　費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費

高 額 介 護 予 防 サ ー ビ ス 費

小計：高額介護サービス等費

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費

高額医療合算介護予防サービス費

小計：高額医療合算介護サービス等費

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費

特 例 特定入所者介 護サ ー ビ ス 費

特 定 入所者介護予 防サ ー ビ ス 費

特例特定入所者介護予防サービス費

小計：特定入所者介護サービス等費

合 計

予 算 現 額款 項 目 事　　　　業　　　　名
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６　保険給付費
（１）　保険給付費　予算事業別執行状況

支　　出　　済　　額

金 額 執行率
円 円 ％

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

地域密着型介護サ ー ビ ス 給 付費

特例地域密着型介護サービス給付費

施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

居 宅 介 護 福 祉 用 具 購 入 費

居 宅 介 護 住 宅 改 修 費

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 計 画 給 付 費

特例居宅介護サービス計画給付費

小計：介護サービス等諸費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費

地域密着型介護予防サービス給付費

特例地域密着型介護予防サービス給付費

介 護 予 防 福 祉 用 具 購 入 費

介 護 予 防 住 宅 改 修 費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 計 画 給 付 費

特例介護予防サービス計画給付費

小計：介護予防サービス等諸費

審 査 支 払 手 数 料

小計：そ　の　他　諸　費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費

高 額 介 護 予 防 サ ー ビ ス 費

小計：高額介護サービス等費

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費

高額医療合算介護予防サービス費

小計：高額医療合算介護サービス等費

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費

特 例 特定入所者介 護サ ー ビ ス 費

特 定 入所者介護予 防サ ー ビ ス 費

特例特定入所者介護予防サービス費

小計：特定入所者介護サービス等費

合 計

予 算 現 額款 項 目 事　　　　業　　　　名 前　　年　　度

金 額 構成比 金 額 伸　率
円 円 ％ 円 ％ 円 ％

△ 2,556,124 △ 0.3

△ 67,873,998 △ 2.8

△ 1,146,549 △ 6.9

△ 1,113,200 △ 43.5

△ 1,707,448 △ 13.2

△ 11,572,395 △ 4.6

△ 11,528,423 △ 4.5

△ 251,186 △ 47.1

△ 23,567,342 △ 19.3

皆増

△ 23,562,441 △ 19.3

比　　　　　較
構成比不 用 額翌年度繰越額
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（２）　保険給付費　サービス種類別内訳

居　　宅　　サ　　ー　　ビ　　ス

介　　　護 予　　　防

(指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例
円 円 円 円

訪 問 介 護

訪 問 入 浴 介 護

訪 問 看 護

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

通 所 介 護

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

福 祉 用 具 貸 与

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

居 宅 療 養 管 理 指 導

特定施設入居者生活介護（短期利用）

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

計：居宅サービス給付費 ①

居 宅 介 護 支 援 ②

居 宅 福 祉 用 具 購 入 費 ③

居 宅 住 宅 改 修 費 ④

小計：居宅サービス①～④ ⑤

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用）

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

地 域 密 着 型 通 所 介 護

小計：地域密着型サービス ⑥

介 護 老 人 福 祉 施 設 サ ー ビ ス ⑦

介 護 老 人 保 健 施 設 サ ー ビ ス ⑧

介 護 療 養 型 医 療 施 設 サ ー ビ ス ⑨

介 護 医 療 院 サ ー ビ ス ⑩

小計：施設サービス⑦～⑩ ⑪

中　　計　　　　　⑤＋⑥＋⑪ ⑫

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑬

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑭

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑮

合　　計　　　　　⑫～⑮ ⑯

審 査 支 払 手 数 料 ⑰

総　　計　　　　　⑯+⑰ ⑱

項 目

款２項１目１ 款２項１目２ 款２項２目１ 款２項２目２

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目３ 款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４

款２項１目１ 款２項１目２ 款２項２目１ 款２項２目２

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目３ 款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４款２項１目３ 款２項１目３ 款２項１目３款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４

款２項１目９

款２項１目７

款２項１目８

款２項１目９

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目７

款２項２目５

款２項２目６

款２項２目７

款２項２目５

款２項２目６
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（２）　保険給付費　サービス種類別内訳

居　　宅　　サ　　ー　　ビ　　ス

介　　　護 予　　　防

(指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例
円 円 円 円

訪 問 介 護

訪 問 入 浴 介 護

訪 問 看 護

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

通 所 介 護

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

福 祉 用 具 貸 与

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

居 宅 療 養 管 理 指 導

特定施設入居者生活介護（短期利用）

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

計：居宅サービス給付費 ①

居 宅 介 護 支 援 ②

居 宅 福 祉 用 具 購 入 費 ③

居 宅 住 宅 改 修 費 ④

小計：居宅サービス①～④ ⑤

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用）

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

地 域 密 着 型 通 所 介 護

小計：地域密着型サービス ⑥

介 護 老 人 福 祉 施 設 サ ー ビ ス ⑦

介 護 老 人 保 健 施 設 サ ー ビ ス ⑧

介 護 療 養 型 医 療 施 設 サ ー ビ ス ⑨

介 護 医 療 院 サ ー ビ ス ⑩

小計：施設サービス⑦～⑩ ⑪

中　　計　　　　　⑤＋⑥＋⑪ ⑫

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑬

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑭

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑮

合　　計　　　　　⑫～⑮ ⑯

審 査 支 払 手 数 料 ⑰

総　　計　　　　　⑯+⑰ ⑱

項 目

款２項１目１ 款２項１目２ 款２項２目１ 款２項２目２

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目３ 款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４

款２項１目１ 款２項１目２ 款２項２目１ 款２項２目２

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目３ 款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４款２項１目３ 款２項１目３ 款２項１目３款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４

款２項１目９

款２項１目７

款２項１目８

款２項１目９

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目７

款２項２目５

款２項２目６

款２項２目７

款２項２目５

款２項２目６

施設サービス 高額サービス費・特定入所者サービス費

介　　　護 介　　　護 予　　　防 合 計

(指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例
円 円 円 円 円 円 円 円

審査支払
手数料

款２項４目１ 款２項４目２

款２項１目５ 款２項１目６

款２項３目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２

款２項６目１ 款２項６目３

款２項１目５ 款２項１目６

款２項４目１ 款２項４目２

款２項３目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２

款２項４目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２

款２項６目１款２項４目１

款２項６目１ 款２項６目２

款２項５目１

款２項４目１

款２項６目１ 款２項６目２

款２項５目１

款２項３目１

款２項５目２款２項５目２款２項５目２款２項５目２

款２項６目３ 款２項６目４款２項６目３ 款２項６目４
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（３）　介護報酬（介護・介護予防サービス費用）等負担状況

介　護　報　酬 公 費 負 担 額

件 数 単 位 数 金 額 Ａ Ｂ

件 単位 円 円

訪 問 介 護

訪 問 入 浴 介 護

訪 問 看 護

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

通 所 介 護

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

福 祉 用 具 貸 与

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

居 宅 療 養 管 理 指 導

特定施設入居者生活介護（短期利用）

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

計：居宅サービス給付費 ①

居 宅 介 護 支 援 ②

居 宅 福 祉 用 具 購 入 費 ③

居 宅 住 宅 改 修 費 ④

小計：居宅サービス①～④ ⑤

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護 （ 短 期利用 ）

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

地 域 密 着 型 通 所 介 護

小計：地域密着型サービス ⑥

介 護 老 人 福 祉 施 設 サ ー ビ ス ⑦

介 護 老 人 保 健 施 設 サ ー ビ ス ⑧

介 護 療 養 型 医 療 施 設 サ ー ビ ス ⑨

介 護 医 療 院 サ ー ビ ス ⑩

小計：施設サービス⑦～⑩ ⑪

中　　計　　⑤＋⑥＋⑪ ⑫

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑬ △ 18,728,841

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑭

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑮

合　　計　　　　⑫～⑮ ⑯

審 査 支 払 手 数 料 ⑰

総　　計　　　　⑯＋⑰ ⑱

項 目
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（３）　介護報酬（介護・介護予防サービス費用）等負担状況

介　護　報　酬 公 費 負 担 額

件 数 単 位 数 金 額 Ａ Ｂ

件 単位 円 円

訪 問 介 護

訪 問 入 浴 介 護

訪 問 看 護

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

通 所 介 護

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

福 祉 用 具 貸 与

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

居 宅 療 養 管 理 指 導

特定施設入居者生活介護（短期利用）

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

計：居宅サービス給付費 ①

居 宅 介 護 支 援 ②

居 宅 福 祉 用 具 購 入 費 ③

居 宅 住 宅 改 修 費 ④

小計：居宅サービス①～④ ⑤

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護 （ 短 期利用 ）

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

地 域 密 着 型 通 所 介 護

小計：地域密着型サービス ⑥

介 護 老 人 福 祉 施 設 サ ー ビ ス ⑦

介 護 老 人 保 健 施 設 サ ー ビ ス ⑧

介 護 療 養 型 医 療 施 設 サ ー ビ ス ⑨

介 護 医 療 院 サ ー ビ ス ⑩

小計：施設サービス⑦～⑩ ⑪

中　　計　　⑤＋⑥＋⑪ ⑫

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑬ △ 18,728,841

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑭

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑮

合　　計　　　　⑫～⑮ ⑯

審 査 支 払 手 数 料 ⑰

総　　計　　　　⑯＋⑰ ⑱

項 目

利用者負担額 介 護 給 付 費 戻入額 支 出 済 額 前 年 度 対 前 年 １件当たりの金額

Ｃ Ｄ＝Ａ－Ｂ－Ｃ Ｅ Ｆ＝Ｄ－Ｅ 支 出 済 額 伸 率 本年度 前年度

円 円 円 円 円 ％ 円 円

△ 0.6

△ 1.8

△ 9.6

△ 35.9

△ 6.5

△ 48.9

△ 2.1

△ 1.3

△ 0.4

△ 3.3

△ 1.3

△ 22.4

△ 2.8

△ 223,115,569 △ 4.5

△ 39,240,806

△ 19.3
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（４）　高額介護（介護予防）サービス費　　　　　　　　　　      　              ※年間高額介護（予防）サービス費支給分を除く。

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
円 件 円 件 円 件 円

（５）　高額医療合算介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
件 円 件 円 件 円

（６）　特定入所者介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
件 円 件 円 件 円

７　返納金等

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
件 円 件 円 件 円

一 般

市民税が世帯非課税で「課税年金収入
額 ＋ 合 計 所 得 金 額 」 が ８ ０ 万 円 以 下

生活保護受給者及び市民税世帯非課税
の 老 齢 福 祉 年 金 受 給 者 等

現 役 並 み 所 得 者 Ⅰ

現 役 並 み 所 得 者 Ⅲ

区 分

介 護 予 防

現 役 並 み 所 得 者 Ⅱ

介 護

現 役 並 み 所 得 者 Ⅰ

介 護 予 防

現 役 並 み 所 得 者 Ⅲ

現 役 並 み 所 得 者 Ⅱ

市民税が世帯非課税で「課税年金収入
額 ＋ 合 計 所 得 金 額 」 が ８ ０ 万 円 超

合 計

合 計

低 所 得 者 Ⅱ

利 用 者
負 担

上 限 額

低 所 得 者 Ⅰ

合 計

合 計

区 分
介 護

合 計

合 計

介 護 予 防

介 護 療 養 型 医 療 施 設

項 目

短 期 入 所 生 活 介 護

地 域 密 着 型 介 護 福 祉 施 設

合 計介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

不 正 利 得 徴 収 金

そ の 他 の 返 還 金

歳 入 収 入 額
（ 過 年 度 分 ）

介 護 老 人 福 祉 施 設

介 護 老 人 保 健 施 設

介 護 医 療 院

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

歳 出 戻 入
（ 現 年 度 分 ）

小　　　　　　　計

保 険 料 延 滞 金

合 計

項 目

第 三 者 行 為 に よ る 損 害 賠 償 金

８　保険料還付金

※還付新規判明額は、資格得喪変更により還付すべきことが本年度新たに判明した額を示す。

９　財政安定化基金

（１）　財政安定化基金関係経費　決算状況

区　　　分 項　　　目 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（２）　東京都介護保険財政安定化基金

前年度末基金残高 第８期計画期間（令和３年度～令和５年度）　拠出率

　第８期計画期間においては、基金の残額と交付・貸付見込額を
考慮し、介護保険財政安定化基金の拠出率を０％とし、新たな積
立ては行わないこととしている。

百万円

項 目 金 額

令和４年度 保険料還付金 （歳出還付 ）必要額 　　ア

保 険 料 還 付 金 （ 歳 出 還 付 ） 執 行 額 　　イ

差 引 ： 歳 出 還 付 未 執 行 額 　　ウ＝ア－イ

過年度収入済保険料の還付新規判明額 ※ 　　エ

時 効 に よ る 歳 出 還 付 義 務 消 滅 額 　　オ

保 険 料 （ 歳 入 ） 還 付 未 済 額 　　カ

翌 年 度 保 険 料 還 付 金 （ 歳 出 還 付 ） 必 要 額 　　キ＝ウ＋エ－オ＋カ

円 円 円 円 円

歳 出
拠 出 金

償 還 金

交 付 金
歳 入

貸 付 金

― 130 ―



（４）　高額介護（介護予防）サービス費　　　　　　　　　　      　              ※年間高額介護（予防）サービス費支給分を除く。

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
円 件 円 件 円 件 円

（５）　高額医療合算介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
件 円 件 円 件 円

（６）　特定入所者介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
件 円 件 円 件 円

７　返納金等

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
件 円 件 円 件 円

一 般

市民税が世帯非課税で「課税年金収入
額 ＋ 合 計 所 得 金 額 」 が ８ ０ 万 円 以 下

生活保護受給者及び市民税世帯非課税
の 老 齢 福 祉 年 金 受 給 者 等

現 役 並 み 所 得 者 Ⅰ

現 役 並 み 所 得 者 Ⅲ

区 分

介 護 予 防

現 役 並 み 所 得 者 Ⅱ

介 護

現 役 並 み 所 得 者 Ⅰ

介 護 予 防

現 役 並 み 所 得 者 Ⅲ

現 役 並 み 所 得 者 Ⅱ

市民税が世帯非課税で「課税年金収入
額 ＋ 合 計 所 得 金 額 」 が ８ ０ 万 円 超

合 計

合 計

低 所 得 者 Ⅱ

利 用 者
負 担

上 限 額

低 所 得 者 Ⅰ

合 計

合 計

区 分
介 護

合 計

合 計

介 護 予 防

介 護 療 養 型 医 療 施 設

項 目

短 期 入 所 生 活 介 護

地 域 密 着 型 介 護 福 祉 施 設

合 計介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

不 正 利 得 徴 収 金

そ の 他 の 返 還 金

歳 入 収 入 額
（ 過 年 度 分 ）

介 護 老 人 福 祉 施 設

介 護 老 人 保 健 施 設

介 護 医 療 院

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

歳 出 戻 入
（ 現 年 度 分 ）

小　　　　　　　計

保 険 料 延 滞 金

合 計

項 目

第 三 者 行 為 に よ る 損 害 賠 償 金

８　保険料還付金

※還付新規判明額は、資格得喪変更により還付すべきことが本年度新たに判明した額を示す。

９　財政安定化基金

（１）　財政安定化基金関係経費　決算状況

区　　　分 項　　　目 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（２）　東京都介護保険財政安定化基金

前年度末基金残高 第８期計画期間（令和３年度～令和５年度）　拠出率

　第８期計画期間においては、基金の残額と交付・貸付見込額を
考慮し、介護保険財政安定化基金の拠出率を０％とし、新たな積
立ては行わないこととしている。

百万円

項 目 金 額

令和４年度 保険料還付金 （歳出還付 ）必要額 　　ア

保 険 料 還 付 金 （ 歳 出 還 付 ） 執 行 額 　　イ

差 引 ： 歳 出 還 付 未 執 行 額 　　ウ＝ア－イ

過年度収入済保険料の還付新規判明額 ※ 　　エ

時 効 に よ る 歳 出 還 付 義 務 消 滅 額 　　オ

保 険 料 （ 歳 入 ） 還 付 未 済 額 　　カ

翌 年 度 保 険 料 還 付 金 （ 歳 出 還 付 ） 必 要 額 　　キ＝ウ＋エ－オ＋カ

円 円 円 円 円

歳 出
拠 出 金

償 還 金

交 付 金
歳 入

貸 付 金
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１０　地域支援事業費
（１）　予算事業別執行状況

支　　出　　済　　額

執行率
％

（２）　交付金等収入状況

Ｂ

円 円

（総合事業） （総合事業）

（包括・任意） （包括・任意）

（３）　介護予防・日常生活支援総合事業調整交付金
後期高齢者加入
割 合 補 正 係 数

②

（  4.33 ％）

※①調整基準標準事業費額は、前年度１月から当該年度９月までに支出決定した介護予防・日常生活支援

※⑥普通調整交付金は千円未満四捨五入となる。

（総合事業）

総合事業

介護保険保険者努力支援交付金 ―

保険者機能強化推進交付金 ―

調 整 基 準 標 準
事 業 費 額

①

円

所 得 段 階 別 加 入
割 合 補 正 係 数

③ ④＝0.28－0.23×②×③

総合事業

⑤

交付割合

Ｄ

介護予防・日常生活支援総合事業
普 通 調 整 交 付 金 交 付 割 合

総合事業

100.00％

調 整 率

％

総合事業

総合事業

包括・任意

（包括・任意） 包括・任意

金　　額
予 算 現 額

小計：包括的支援事業費

小計：介護予防・生活支援サービス事業費

款 項 目

円

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 推 進 事 業

地域包括ケアシステム構築推進普及啓発事業

認 知 症 総 合 支 援 事 業

家 族 介 護 継 続 支 援 事 業

円

予 防 サ ー ビ ス 事 業

介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 事 業

介 護 予 防 把 握 事 業

小計：介護予防ケアマネジメント事業費

事　　　　業　　　　名

介 護 予 防 普 及 啓 発

地 域 介 護 予 防 活 動 支 援 事 業

家 族 介 護 教 室 事 業

合　　　計

包括・任意
保 険 料

項　　　　　　目
総事業費

合 計

審 査 支 払 手 数 料

小計：一般介護予防事業費

小計：その他諸費

包 括 的 支 援 事 業

介護サービス事業者等への適正化支援事業

地域リハビリテーション活動支援事業

国 庫 交 付 金
包括・任意

交付金等
算定基本額

地 域 ケ ア 会 議 推 進 事 業

寄附金その他
の収入額

Ｃ

生 活 支 援 体 制 整 備 事 業

一般会計繰入金（市）

都 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金

総合事業

調 整 交 付 金

認 知 症 高 齢 者 見 守 り 事 業

高 齢 者 成 年 後 見 制 度 利 用 支 援 事 業

小計：任意事業費
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１０　地域支援事業費
（１）　予算事業別執行状況

支　　出　　済　　額

執行率
％

（２）　交付金等収入状況

Ｂ

円 円

（総合事業） （総合事業）

（包括・任意） （包括・任意）

（３）　介護予防・日常生活支援総合事業調整交付金
後期高齢者加入
割 合 補 正 係 数

②

（  4.33 ％）

※①調整基準標準事業費額は、前年度１月から当該年度９月までに支出決定した介護予防・日常生活支援

※⑥普通調整交付金は千円未満四捨五入となる。

（総合事業）

総合事業

介護保険保険者努力支援交付金 ―

保険者機能強化推進交付金 ―

調 整 基 準 標 準
事 業 費 額

①

円

所 得 段 階 別 加 入
割 合 補 正 係 数

③ ④＝0.28－0.23×②×③

総合事業

⑤

交付割合

Ｄ

介護予防・日常生活支援総合事業
普 通 調 整 交 付 金 交 付 割 合

総合事業

100.00％

調 整 率

％

総合事業

総合事業

包括・任意

（包括・任意） 包括・任意

金　　額
予 算 現 額

小計：包括的支援事業費

小計：介護予防・生活支援サービス事業費

款 項 目

円

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 推 進 事 業

地域包括ケアシステム構築推進普及啓発事業

認 知 症 総 合 支 援 事 業

家 族 介 護 継 続 支 援 事 業

円

予 防 サ ー ビ ス 事 業

介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 事 業

介 護 予 防 把 握 事 業

小計：介護予防ケアマネジメント事業費

事　　　　業　　　　名

介 護 予 防 普 及 啓 発

地 域 介 護 予 防 活 動 支 援 事 業

家 族 介 護 教 室 事 業

合　　　計

包括・任意
保 険 料

項　　　　　　目
総事業費

合 計

審 査 支 払 手 数 料

小計：一般介護予防事業費

小計：その他諸費

包 括 的 支 援 事 業

介護サービス事業者等への適正化支援事業

地域リハビリテーション活動支援事業

国 庫 交 付 金
包括・任意

交付金等
算定基本額

地 域 ケ ア 会 議 推 進 事 業

寄附金その他
の収入額

Ｃ

生 活 支 援 体 制 整 備 事 業

一般会計繰入金（市）

都 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金

総合事業

調 整 交 付 金

認 知 症 高 齢 者 見 守 り 事 業

高 齢 者 成 年 後 見 制 度 利 用 支 援 事 業

小計：任意事業費

前　　年　　度 比　　　　　較 構成比（本年度）

構成比
％ ％

総合事業費等が対象となる。

円

皆増

円

介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援
総 合 事 業 特 別 調 整 交 付 金 算 定 額

⑦

円

⑧＝⑥＋⑦

介護予防・日常生活支援総合
事 業 調 整 交 付 金 算 定 額

介護予防・日常生活支援総合
事業普通調整交付金算 定額

円

⑥＝①×④×⑤

円

△ 417,041

過不足額

Ｅ＝Ｃ×Ｄ

交付すべき額

円

△ 0.3

令　和　４　年　度

Ｇ＝Ｆ-Ｅ
返還金額

令　和　５　年　度

円

皆増

△ 0.4

伸　率

％円

金　　額金　　額

円円

不 用 額

円

翌年度繰越額 構成比

△ 4,724

収入済額

Ｆ

円

過年度収入額(地域支援事業費)
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（４）　介護予防・生活支援サービス事業に伴う費用額

件 円

４．１．１　介護予防・生活支援サービス事業費（①+②+③） 

①介護予防サービス負担金（a+b+c+d）

４．１．２　介護予防ケアマネジメント事業費

４．４．１　審査支払手数料

③高額医療合算介護予防サービス負担金

合 計

②高額介護予防サービス負担金

指定第１号訪問事業

指定第１号通所事業

住所地特例対象者に対する第１号介護予防支援

介護予防ケアマネジメント財政調整（都外）

項 目 件 数 金 額 １１　基金決算状況
（１）　介護給付費準備基金

令 和 ４ 年 度 末

現 在 高

円

(内訳) 元本(前年度繰越分)

元本(当該年度分)

利　　子

運　用　収　入

令 和 ３ 年 度 末

現 在 高

円 円 円

増 減

令 和 ４ 年 度 増 減
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（４）　介護予防・生活支援サービス事業に伴う費用額

件 円

４．１．１　介護予防・生活支援サービス事業費（①+②+③） 

①介護予防サービス負担金（a+b+c+d）

４．１．２　介護予防ケアマネジメント事業費

４．４．１　審査支払手数料

③高額医療合算介護予防サービス負担金

合 計

②高額介護予防サービス負担金

指定第１号訪問事業

指定第１号通所事業

住所地特例対象者に対する第１号介護予防支援

介護予防ケアマネジメント財政調整（都外）

項 目 件 数 金 額 １１　基金決算状況
（１）　介護給付費準備基金

令 和 ４ 年 度 末

現 在 高

円

(内訳) 元本(前年度繰越分)

元本(当該年度分)

利　　子

運　用　収　入

令 和 ３ 年 度 末

現 在 高

円 円 円

増 減

令 和 ４ 年 度 増 減
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（２）　保険料による保険給付費・地域支援事業費充当後の剰余金の積立て

金 額

円

Ａ

Ｂ

Ｃ＝Ａ－Ｂ

負 担 分

負 担 分

負 担 分

負 担 分

負 担 分

Ｄ

Ｅ＝Ｃ－Ｄ

Ｆ

Ｇ＝Ｅ＋Ｆ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

Ｋ＝Ｈ－Ｉ＋Ｊ

Ｌ

Ｍ＝Ｋ＋Ｌ

Ｎ

Ｏ

Ｐ

Ｑ

Ｒ

Ｓ＝Ｍ－Ｎ＋Ｏ－Ｐ＋Ｑ－Ｒ

Ｔ＝Ｓ－Ｇ △ 9,491,988

Ｕ

Ｖ＝Ｔ＋Ｕ

保 険 料 等 純 収 入 額

介護保険災害等臨時特例補助金（保険料減免措置分）収入額

保 険 給 付 費 ・ 地 域 支 援 事 業 費 充 当 後 保 険 料 不 足 額

保険料等純収入額（介護保険災害等臨時特例補助金反映分）

過 年 度 収 入 済 保 険 料 の 還 付 新 規 判 明 額

第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料 延 滞 金 等

一 般 会 計 繰 入 金 市

計

調 整 交 付 金

令 和 ４ 年 度 介 護 給 付 費 準 備 基 金 繰 入 金 元 本 ： 当 該 年 度 分

保 険 料 の 保 険 給 付 費 へ の 充 当 可 能 額

不 正 利 得 徴 収 金 の 不 納 欠 損 額

時 効 に よ る 歳 出 還 付 義 務 消 滅 額

過年度収入による国・都・一般会計繰入金（市）への返還金充当分

過 年 度 収 入 額

支 払 基 金 交 付 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 険 者 機 能 強 化 推 進 交 付 金

保険料で負担すべき保険給付費・地域支援事業費

特 定

財 源

介 護 保 険 保 険 者 努 力 支 援 交 付 金

都 負 担 金

令 和 ４ 年 度 保 険 給 付 費 ・ 地 域 支 援 事 業 費

そ の 他 の 収 入 額 （ 返 納 金 等 ）

項 目

国 庫 支 出 金

翌 年 度 繰 越 と な っ た 保 険 給 付 充 当 後 保 険 料 剰 余 金

保 険 料 で 負 担 す べ き 経 費 合 計

保 険 料 還 付 未 済 額

負 担 金 等 算 定 基 本 額

第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料 収 入 額

１２　介護保険財政状況
単年度収支額と累積収支額

項　　　　　　　　　　目 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

円 円 円 円 円

収入・支出からみた収支

①

②

③＝①－② △ 60,577,222 △ 60,384,450 △ 1,528,083 △ 9,491,988

④

⑤＝前年度⑤＋③＋④

資産・負債からみた収支

介護給付費準備基金

年 度 末 残 高 ⑥

翌年度繰越となった積立額 ⑦

翌年度繰越となった取崩額 ⑧

財政収支上の基金残高 ⑨＝⑥＋⑦－⑧

財政安定化基金

貸 付 金 ⑩

償 還 金 ⑪

未償還残高 ⑫＝前年度⑫＋⑩－⑪

⑬＝⑨－⑫

※①は、保険料還付未済額等の調整後の額である。

※②は、財政安定化基金拠出金を含む。

保 険 料 等 収 入 額

保険料等で負担すべき経費

単年度収支額

介護給付費準備基金　利子・運用

累 積 収 支 額

累 積 収 支 額

△

△

△

△

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｒ元 Ｒ Ｒ Ｒ

単年度収支

累積収支

（単位：千円）

（単年度収支） （累積収支）
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（２）　保険料による保険給付費・地域支援事業費充当後の剰余金の積立て

金 額

円

Ａ

Ｂ

Ｃ＝Ａ－Ｂ

負 担 分

負 担 分

負 担 分

負 担 分

負 担 分

Ｄ

Ｅ＝Ｃ－Ｄ

Ｆ

Ｇ＝Ｅ＋Ｆ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

Ｋ＝Ｈ－Ｉ＋Ｊ

Ｌ

Ｍ＝Ｋ＋Ｌ

Ｎ

Ｏ

Ｐ

Ｑ

Ｒ

Ｓ＝Ｍ－Ｎ＋Ｏ－Ｐ＋Ｑ－Ｒ

Ｔ＝Ｓ－Ｇ △ 9,491,988

Ｕ

Ｖ＝Ｔ＋Ｕ

保 険 料 等 純 収 入 額

介護保険災害等臨時特例補助金（保険料減免措置分）収入額

保 険 給 付 費 ・ 地 域 支 援 事 業 費 充 当 後 保 険 料 不 足 額

保険料等純収入額（介護保険災害等臨時特例補助金反映分）

過 年 度 収 入 済 保 険 料 の 還 付 新 規 判 明 額

第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料 延 滞 金 等

一 般 会 計 繰 入 金 市

計

調 整 交 付 金

令 和 ４ 年 度 介 護 給 付 費 準 備 基 金 繰 入 金 元 本 ： 当 該 年 度 分

保 険 料 の 保 険 給 付 費 へ の 充 当 可 能 額

不 正 利 得 徴 収 金 の 不 納 欠 損 額

時 効 に よ る 歳 出 還 付 義 務 消 滅 額

過年度収入による国・都・一般会計繰入金（市）への返還金充当分

過 年 度 収 入 額

支 払 基 金 交 付 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 険 者 機 能 強 化 推 進 交 付 金

保険料で負担すべき保険給付費・地域支援事業費

特 定

財 源

介 護 保 険 保 険 者 努 力 支 援 交 付 金

都 負 担 金

令 和 ４ 年 度 保 険 給 付 費 ・ 地 域 支 援 事 業 費

そ の 他 の 収 入 額 （ 返 納 金 等 ）

項 目

国 庫 支 出 金

翌 年 度 繰 越 と な っ た 保 険 給 付 充 当 後 保 険 料 剰 余 金

保 険 料 で 負 担 す べ き 経 費 合 計

保 険 料 還 付 未 済 額

負 担 金 等 算 定 基 本 額

第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料 収 入 額

１２　介護保険財政状況
単年度収支額と累積収支額

項　　　　　　　　　　目 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

円 円 円 円 円

収入・支出からみた収支

①

②

③＝①－② △ 60,577,222 △ 60,384,450 △ 1,528,083 △ 9,491,988

④

⑤＝前年度⑤＋③＋④

資産・負債からみた収支

介護給付費準備基金

年 度 末 残 高 ⑥

翌年度繰越となった積立額 ⑦

翌年度繰越となった取崩額 ⑧

財政収支上の基金残高 ⑨＝⑥＋⑦－⑧

財政安定化基金

貸 付 金 ⑩

償 還 金 ⑪

未償還残高 ⑫＝前年度⑫＋⑩－⑪

⑬＝⑨－⑫

※①は、保険料還付未済額等の調整後の額である。

※②は、財政安定化基金拠出金を含む。

保 険 料 等 収 入 額

保険料等で負担すべき経費

単年度収支額

介護給付費準備基金　利子・運用

累 積 収 支 額

累 積 収 支 額

△

△

△

△

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｒ元 Ｒ Ｒ Ｒ

単年度収支

累積収支

（単位：千円）

（単年度収支） （累積収支）
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後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計
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令和４年度小金井市後期高齢者医療特別会計決算概要

後期高齢者医療制度は、高齢者医療費が増大する中、現役世代及び高齢者世代の負

担を明確化し、公平で分かりやすく将来にわたって持続可能な医療制度とするために、

老人保健制度に代わり平成２０年度から運営されています。

後期高齢者医療制度の財源構成は、医療費の患者負担分を除き、公費（５割）及び

現役世代からの支援金（４割）のほか、被保険者からの保険料（１割）からなってい

ます。このうち公費負担については、老人保健制度と同様に、国・都・市区町村が４

対１対１の割合で負担しています。

令和４年度末の本市における被保険者数は、１万４，０９３人で、前年度対比 ４．

２％、５６５人の増となりました。

予算規模は、当初予算２８億８，７３２万円に２回の補正予算で８，５３２万６千

円を増額し、総額２９億７，２６４万６千円となりました。これに対する決算額は、

歳入総額が２９億７，９４８万円で、前年度対比１２．８％の増、歳出総額が２９億

２，９３３万７千円で、前年度対比１３．１％の増となりました。形式収支は５，０

１４万３千円で、翌年度への繰越財源がないため、実質収支も同額となりました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 後期高齢者医療保険料は１６億６，８０１万６千円で、前年度対比１２．６％の

増となりました。収入率（純収入額ベース）は９８．７％となりました。徴収方法

別では現年度賦課分の特別徴収の収入率が１００％、同じく普通徴収が９９ ０％、

また滞納繰越分の収入率が２５．０％となっています。

② 繰入金は１１億５，６９４万円で、前年度対比１１．６％の増となりました。

③ 諸収入は１億３６２万５千円で、前年度対比１４．４％の増となりました。

歳出の主な内容は、次のとおりです。

① 総務費は主に事業運営及び保険料賦課徴収に要する事務費で、１，４５１万２千

円、前年度対比１７３．８％の増となっています。

② 保険給付費は３，６００万円で、前年度対比２．６％の増となっています。内容

は全て葬祭費で、市から直接支給しています。

③ 広域連合納付金は２７億９，８４４万７千円で、前年度対比１３．２％の増とな

りました。
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令令和和４４年年度度後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計決決算算款款別別構構成成

繰入金
億 万 円

（ ％）

後期高齢者医療
保険料

億 万 円
（ ％）

繰越金
万 円

（ ％）

諸収入
億 万 円

（ ％）

総務費

万 円

（ ）

保健事業費

万 円

（ ％）

諸支出金

万 円

（ ）

保険給付費

万円

（ ）

広域連合納付金
億 万 円

（ ％）

歳歳 出出

億億 万万 円円

歳歳 入入

億億 万万 円円

④ 保健事業費は６，８８２万７千円で、前年度対比で１．６％の増となりました。

⑤ 諸支出金は１，１５５万２千円で、前年度対比で１６．２％の増となりました。

国民医療費に占める後期高齢者医療費の割合は年々増加しています。その財政運営

には被用者保険の後期高齢者支援金が多くを負担しており、医療保険制度改革骨子に

沿って行われた改革では、より負担能力に応じた負担とする観点から、段階的に全面

総報酬割が実施されました。

今後も医療保険制度の持続性の確保に向けた検討が進められることとされておりま

す。本市としても運営主体である東京都後期高齢者医療広域連合と緊密に連携をとり

ながら、今後も被保険者に最も近い窓口としてきめ細かな説明を行い、安定的な保険

財政や円滑な事業運営に努めてまいります。
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令令和和４４年年度度後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計決決算算款款別別構構成成

繰入金
億 万 円

（ ％）

後期高齢者医療
保険料

億 万 円
（ ％）

繰越金
万 円

（ ％）

諸収入
億 万 円

（ ％）

総務費

万 円

（ ）

保健事業費

万 円

（ ％）

諸支出金

万 円

（ ）

保険給付費

万円

（ ）

広域連合納付金
億 万 円

（ ％）

歳歳 出出

億億 万万 円円

歳歳 入入

億億 万万 円円

④ 保健事業費は６，８８２万７千円で、前年度対比で１．６％の増となりました。

⑤ 諸支出金は１，１５５万２千円で、前年度対比で１６．２％の増となりました。

国民医療費に占める後期高齢者医療費の割合は年々増加しています。その財政運営

には被用者保険の後期高齢者支援金が多くを負担しており、医療保険制度改革骨子に

沿って行われた改革では、より負担能力に応じた負担とする観点から、段階的に全面

総報酬割が実施されました。

今後も医療保険制度の持続性の確保に向けた検討が進められることとされておりま

す。本市としても運営主体である東京都後期高齢者医療広域連合と緊密に連携をとり

ながら、今後も被保険者に最も近い窓口としてきめ細かな説明を行い、安定的な保険

財政や円滑な事業運営に努めてまいります。
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後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計予予算算執執行行状状況況

歳入 令和５年３月３１日　被保険者数 14,093人

　　　　区分
Aの

款別
対予算現額 対調定額

１　後期高齢者医療保険料 △ 0.1

２　使用料及び手数料 △ 1,000

３　繰入金 △ 0.4 △ 20,687,841

４　繰越金

５　諸収入

歳入合計

歳出

区分

款別 本年度 前年度 比較 本年度 前年度 比較

１　総務費

２　保険給付費 △ 0.2 △ 41

３　広域連合納付金

４　保健事業費 △ 0.3 △ 124

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

予算現額
　（円）

調定額
　（円）

収入済額

不納欠損
額

　　（円）

収入未済額
（円）

予算現額に
比し増減

（円）

構成比（％）　 Aの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）
収入率（％）

本年度 前年度 本年度 前年度 比較比較

予算現額
　（円）

支出済額

不用額（円）

Bの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）　B 執行率（％）

Bの構成比（％）
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後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計予予算算執執行行状状況況

歳入 令和５年３月３１日　被保険者数 14,093人

　　　　区分
Aの

款別
対予算現額 対調定額

１　後期高齢者医療保険料 △ 0.1

２　使用料及び手数料 △ 1,000

３　繰入金 △ 0.4 △ 20,687,841

４　繰越金

５　諸収入

歳入合計

歳出

区分

款別 本年度 前年度 比較 本年度 前年度 比較

１　総務費

２　保険給付費 △ 0.2 △ 41

３　広域連合納付金

４　保健事業費 △ 0.3 △ 124

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

予算現額
　（円）

調定額
　（円）

収入済額

不納欠損
額

　　（円）

収入未済額
（円）

予算現額に
比し増減

（円）

構成比（％）　 Aの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）
収入率（％）

本年度 前年度 本年度 前年度 比較比較

予算現額
　（円）

支出済額

不用額（円）

Bの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）　B 執行率（％）

Bの構成比（％）
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財財　　　　源源　　　　内内　　　　訳訳

※この表では、療養給付費繰入金等、市の法定負担分を特定財源とし、その他の一般会計 金を一般財源としている。

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

性性　　質質　　別別　　分分　　類類

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

扶助費・補助費 その他
区　分

款　別
人件費 物件費

款　別

区　分 特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

一　般　財　源

保険料 一般会計繰入金 その他 計
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財財　　 源源　　 内内　　 訳訳

※この表では、療養給付費繰入金等、市の法定負担分を特定財源とし、その他繰                                        繰入金を一般財源としている。

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

性性　　質質　　別別　　分分　　類類

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

扶助費・補助費 その他
区　分

款　別
人件費 物件費

款　別

区　分 特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

一　般　財　源

保険料 一般会計繰入金 その他 計
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１　被保険者の状況

７５歳以上の方及び６５歳以上で一定の障がいのある方が対象となる。

（１）被保険者数

単位　：　人

障がい認定者（再掲）

（2）負担区分割合

単位　：　人

2割負担
現役Ⅲ 現役Ⅱ 現役Ⅰ 一般Ⅱ 一般Ⅰ 区分Ⅱ 区分Ⅰ

障がい認定者（再掲）

（３）限度額適用・標準負担額減額認定

単位　：　件

（４）特定疾病認定

単位　：　件

項　目　

　　区　分　

被　保　険　者

1割負担総数 3割負担
負　担　区　分　割　合

項　目　

　　区　分　

被　保　険　者

令和4年度末
（R5.3.31)

令和4年度末
（R5.3.31)

合　　計

区分Ⅰ

令和4年度末
（R5.3.31)

　　区　分　

項　目　

区分Ⅱ

現役Ⅱ

現役Ⅰ

２　後期高齢者医療健康診査

東京都後期高齢者医療広域連合から受託して、健診事業を実施した。

受診者数（人） 受診率（％）

３　後期高齢者医療健康診査利用補助

人間ドック等の利用者に対して、検査費用の一部を補助した。

４　葬祭費

被保険者の死亡に際して、葬祭費を支給した。

費用額（円）

件数（件） 支給単価（円） 支給金額（円）

補助金額（円）補助単価（円）

受診券送付件数（件）

脳ドック

簡易脳ドック

合　計

件数（件）
区　分

種　別

人間ドック（日帰り）
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２　後期高齢者医療健康診査

東京都後期高齢者医療広域連合から受託して、健診事業を実施した。

受診者数（人） 受診率（％）

３　後期高齢者医療健康診査利用補助

人間ドック等の利用者に対して、検査費用の一部を補助した。

４　葬祭費

被保険者の死亡に際して、葬祭費を支給した。

費用額（円）

件数（件） 支給単価（円） 支給金額（円）

補助金額（円）補助単価（円）

受診券送付件数（件）

脳ドック

簡易脳ドック

合　計

件数（件）
区　分

種　別

人間ドック（日帰り）
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５　保険料収納状況

※収入率は調定額と純収入額で算出

本年度 前年度

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ ％ ％

現年度分

過年度分

期別収納状況

調定件数　（件） 期別 調定件数（件） 調定金額　（円） 純収入額（円） 期別 調定件数（件） 調定金額（円） 純収入額（円）

1期 1期

2期 2期

3期 3期

4期 4期

5期 5期

6期 6期

7期 7期

8期 8期

随時期 9期

10期

11期

12期

計 計

事　項

区　分

うち執行停止額
対予算
収入率

予算現額 調定額 収入額

計

収入率※

還付未済額 純収入額 不納欠損額 収入未済額

現年度賦課分

滞納繰越分

特別徴収

普通徴収

2月

計

調定金額　（円）期別

4月

特　　別　　徴　　収
普　　通　　徴　　収

現 年 度 分 過 年 度 分

6月

8月

10月

12月
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５　保険料収納状況

※収入率は調定額と純収入額で算出

本年度 前年度

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ ％ ％

現年度分

過年度分

期別収納状況

調定件数　（件） 期別 調定件数（件） 調定金額　（円） 純収入額（円） 期別 調定件数（件） 調定金額（円） 純収入額（円）

1期 1期

2期 2期

3期 3期

4期 4期

5期 5期

6期 6期

7期 7期

8期 8期

随時期 9期

10期

11期

12期

計 計

事　項

区　分

うち執行停止額
対予算
収入率

予算現額 調定額 収入額

計

収入率※

還付未済額 純収入額 不納欠損額 収入未済額

現年度賦課分

滞納繰越分

特別徴収

普通徴収

2月

計

調定金額　（円）期別

4月

特　　別　　徴　　収
普　　通　　徴　　収

現 年 度 分 過 年 度 分

6月

8月

10月

12月
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地方自治法第２４１条第５項の規定に基づき、令和４年度の基金の運用状況を報告します。

令和５年８月１７日

小金井市長 白 井 亨
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令令和和４４年年度度 基基金金のの運運用用状状況況



令令和和４４年年度度 基基金金のの運運用用状状況況
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令和４年度 小金井市土地開発基金運用状況
区　　分 （円）

積立金　（円） 取崩額　（円） 土地 債権　（円） 現金　（円）
　　月 （㎡）

前年度繰越

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

計

次年度繰越



令和４年度 小金井市土地開発基金運用状況
区　　分 （円）

積立金　（円） 取崩額　（円） 土地 債権　（円） 現金　（円）
　　月 （㎡）

前年度繰越

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

計

次年度繰越
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令和４年度　小金井市高額介護サービス費等貸付基金運用状況

区　分 収　　　入 支　　　出 基金現在高

　月 件数(件) 償還金(円) 件数(件) 貸付金(円) (円)

前年度繰越 5,000,000

　４月 5,000,000

　５月 5,000,000

　６月 5,000,000

　７月 5,000,000

　８月 5,000,000

　９月 5,000,000

１０月 5,000,000

１１月 5,000,000

１２月 5,000,000

　１月 5,000,000

　２月 5,000,000

　３月 5,000,000

計 0 0 5,000,000

償還未済額

次年度繰越 0 5,000,000

　　令和４年度主要な施策の成果に関する説明書
　　　　　　　　基金の運用状況に関する調書

 発行　令和５年８月
       小金井市

 作成　小金井市企画財政部財政課
 　　　〒184-8504東京都小金井市本町六丁目６番３号
 　　　Ｔｅｌ：042-387-9802
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令和４年度　小金井市高額介護サービス費等貸付基金運用状況

区　分 収　　　入 支　　　出 基金現在高

　月 件数(件) 償還金(円) 件数(件) 貸付金(円) (円)

前年度繰越 5,000,000

　４月 5,000,000

　５月 5,000,000

　６月 5,000,000

　７月 5,000,000

　８月 5,000,000

　９月 5,000,000

１０月 5,000,000

１１月 5,000,000

１２月 5,000,000

　１月 5,000,000

　２月 5,000,000

　３月 5,000,000

計 0 0 5,000,000

償還未済額

次年度繰越 0 5,000,000

　　令和４年度主要な施策の成果に関する説明書
　　　　　　　　基金の運用状況に関する調書

 発行　令和５年８月
       小金井市

 作成　小金井市企画財政部財政課
 　　　〒184-8504東京都小金井市本町六丁目６番３号
 　　　Ｔｅｌ：042-387-9802
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